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はじめに 

 近年、国内の農業を取り巻く状況は、農産物価格の下落や農業者の高齢化、後継者不足、耕

作放棄地の増加など大変厳しい状況にあります。国内の食市場においては、少子高齢化の進行

や人口減少の本格化により縮小に向かう一方、世界の食市場は人口増加や経済成長に伴い拡大

が続くことが見込まれます。 

 新潟市は、市町村として日本一の水田面積を誇る全国有数の大農業都市です。市内各地では、

コシヒカリなどの米をはじめ、さまざまな野菜、果樹、花きなど全国に誇れる魅力的な農産物

が生産され、米菓、酒、発酵食品といった食品関連産業も大きく発展しています。 

本市の最も重要な農産物である米については、平成 30 年産米から生産者や集荷業者・団体

が自らの経営判断で米の需給調整に取り組むことになり、新潟県から示された「平成 30 年産

の新潟米の県全体の生産目標の市町村別内訳」を参考に生産が行われています。農業の成長産

業化と農業者の所得の確保に向けて、国・県からの交付金や補助事業による支援に加え、本市

独自支援として「元気な農業応援事業」により経営規模拡大、ICT 農業導入、加工用米・米粉

用米・酒米の地域内流通の促進による水田のフル活用を推進するとともに、新たな生産の柱と

なる園芸作物の導入も重点化しております。本市農業にとって大きな転換期を迎えており、ま

すます農業者・生産者団体・行政が一体となって対応していくことが重要です。 

 こうした中、国家戦略特区の指定を受けた本市では、規制緩和を活用した企業が特例農業法

人を設立して営農しているほか、全国で初の農家レストランが3店舗開業して3年目を迎える

など、全国に先駆けたモデル的な農業や新たな形の農村地域の活性化の取組が進められていま

す。平成 29 年度には特区民泊と農業支援外国人材の 2 事業を進め、田園資源の活用や外国人

人材の活用に向けた仕組みづくりに着手しました。また、特区の規制緩和は利用していません

が、ロボット技術やICTを活用して省力化や精密化などを進めた次世代型農業（スマート農業）

を目指す企業が市内農家と協力できる体制が構築されており、本市農業の活性化が加速するこ

とを期待しています。 

さらに、農業の6次産業化に加え、子育てや教育、福祉などの分野で本市の豊富で多様な田

園資源をフル活用して連携させる、農業の 12 次産業化を進めています。また、食と農と文化

を融合させる食文化創造都市の推進に向けて、レストランバスの運行をはじめとする生産者と

料理人と消費者の結びつきを深める活動を行うとともに、本市の食の素晴らしさや食文化を活

用したまちづくりを図ることで、食で選ばれる新潟市の実現に向けて取り組んでまいります。  

また、平成 31 年 5 月には G20 農業大臣会合が本市で開催されることになりました。先進

国・新興国の農業大臣や食と農に関係する国際機関の代表が一堂に会する機会を最大限活用し

て、本市の農業と食の魅力を世界へ発信していきます。 

 本市の水産業は、沿岸・沖合漁業とともに、信濃川、阿賀野川等での鮭漁や種苗生産などの

内水面漁業も意欲的に取り組まれています。今後も水産物と漁業の魅力の活用を積極的に進め、

漁港や水産施設の整備など漁業基盤の整備を推進してまいります。 

「新潟市の農林水産業」は、本市の農林水産業の現状と様々な取組を整理しました。本市の

農林水産業をご理解いただく基礎資料等としてご活用いただければ幸いです。 

最後に本冊子の発行に当たり、御協力くださった関係各位に厚く御礼申し上げます。 

平成30年 4月 

新潟市農林水産部長 村上徹也 
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 発行にあたって 

 新潟市の農林水産業は，特に個別に記載のない場合は，平成 30年 3月 31 日現在の内容を掲載していま

す。 
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第１章 新潟市の概要 

１ 市勢概要 

  新潟市は、サンフランシスコ、天津、リスボンとほぼ同じ緯度にあり、東京から北北西約 250キロメ

ートル、上越新幹線で約 2時間の位置にあります。日本海、信濃・阿賀野の両大河、福島潟、鳥屋野潟、

ラムサール条約登録湿地である佐潟など、多くの水辺空間と自然に恵まれ、越冬期間中にみられるコハ

クチョウの数は全国 1位を誇ります。 

江戸時代から物流拠点「新潟湊」の機能を生かして賑わいを見せていた「新潟町」は、安政 5(1858)

年に、アメリカ・イギリスなど 5か国との修好通商条約によって、函館・横浜・神戸・長崎とともに開

港 5港の一つに指定され、世界に開かれた港町となります。 

  明治 22(1889)年に市制を施行。以来、戦争・大火・地震などにみまわれながらも、そのつど復興を成

し遂げて発展。平成 8(1996)年には「中核市」に指定され、平成 17(2005)年には、近隣 13 市町村との

合併により、歴史や文化財、郷土芸能、花や豊富な食材、豊かな自然など、さまざまな面でさらに魅力

を加え、本州の日本海側最大の都市として高次の都市機能を備えています。 

  政令指定都市移行から 10 年を経て、新たなステージを迎えた本市は、地域・田園・自然の力を生か

した、健康で安心に暮らせるまちづくりと、日本海開港都市の拠点性を生かした、創造的に発展を続け

るまちづくりを理念に掲げ、大きな安心の中で生まれ育ち、集い、高めあう活力あるまちとして、さら

なる成長を目指し、まちづくりを進めます。 

  新潟市の地勢 面積  726.45 平方キロメートル 

広がり 東西 42.5 キロメートル、南北 37.9 キロメートル 

位置  極東：東経 139 度 96 分 01 秒、極西：東経 138 度 47 分 03 秒 

    極南：北緯  37 度 40 分 44 秒、 

極北：北緯  38 度 01 分 12 秒

市の木：ヤナギ 市の花：チューリップ 市の鳥：ハクチョウ 
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２ 気候

  4 月から 10 月にかけては、国内の主要都市に比べ日照時間は長い方である。夏期は太平洋側と同様好

天が続き気温も上昇し、高温多湿の日が多いが、海風で比較的しのぎやすい。台風による気象災害は少

ない。冬期は曇りの日が続き晴れる日は極めて少なく、強い季節風の吹く日が多い。積雪は県内では少

ない方である。 

上段：2017 年（平成29 年）   下段：平均値（1981 年～2010 年） 

区分 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

平均気温 3.1 3.3 6.1 11.6 17.7 19 25.9 26.2 21.7 16.4 9.1 3.9 

（℃） 2.8 2.9 5.8 11.5 16.5 20.7 24.5 26.6 22.5 16.4 10.5 5.6 

相対湿度 79 70 69 68 69 76 81 77 75 77 76 80 

（％） 72 71 67 65 69 74 77 73 73 71 71 72 

平均風速 3.8 4.2 3.0 3.3 2.7 2.7 2.4 2.8 2.8 2.9 3.1 4.1 

（ｍ/ｓ） 4.0 3.9 3.5 3.4 3.3 2.7 2.9 2.9 3.0 2.8 3.3 4.0 

降水量 161 95 69 99.5 56 48 44.3 258 95.5 150.5 231.5 329.5 

（ｍｍ） 186.0 122.4 112.6 91.7 104.1 127.9 192.1 140.6 155.1 160.3 210.8 217.4 

日照時間 52.5 72.9 144.2 192.7 234.1 177.9 197.7 171.6 190.2 75 91.6 42.1 

（時間） 57.1 75.1 128.4 181.8 200.2 173.1 169.4 214.9 150.7 144.0 89.9 60.5 

   資料：新潟地方気象台 

３ 市域の変遷と人口の推移 

  明治 22 年 4 月 1 日の市制施行以来 3 市 8 町 17 村との合併を重ね、現在の市域面積は 726.45 平方キ

ロメートル、平成 30年 3月末日現在 336,496 世帯、794,166 人である。（住民基本台帳） 

合併編入年月日 合併・編入市町村名 面積（Ｋ㎡） 世帯数(世帯) 人口(人) 

明治２２年０４月０１日 

大正０３年０４月０１日 

昭和１８年０６月０１日 

１８年１２月０８日 

１８年１２月０８日 

２９年０４月０５日 

２９年１１月０１日 

２９年１１月０１日 

２９年１１月０１日 

３２年０５月０３日 

３２年０５月０３日 

３２年０５月０３日 

３５年０１月１１日 

３６年０６月０１日 

３６年０６月０１日 

平成１３年０１月０１日 

関屋古新田を合併し市制施行 

中蒲原郡沼垂町を合併 

中蒲原郡大形村を合併 

中蒲原郡石山村を合併 

中蒲原郡鳥屋野村を合併 

北蒲原郡松ケ崎浜村を合併 

北蒲原郡南浜村を合併 

北蒲原郡濁川村を合併 

西蒲原郡坂井輪村を合併 

中蒲原郡大江山村を合併 

中蒲原郡曽野木村を合併 

中蒲原郡両川村を合併 

西蒲原郡内野町を合併 

西蒲原郡中野小屋村を合併 

西蒲原郡赤塚村を合併 

西蒲原郡黒埼町を合併 

12.22 

20.52 

38.22 

58.19 

72.55 

79.54 

95.10 

103.75 

122.64 

137.13 

150.73 

161.47 

177.97 

194.13 

208.34 

231.91 

10,062 

15,611 

34,711 

53,616 

61,461 

73,050 

199,910 

43,911 

91,604 

191,663 

262,002 

295,225 

326,632 

517,779 



- 3 -

平成１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年０３月２１日 

１７年１０月１０日 

新津市を合併 

白根市を合併 

豊栄市を合併 

中蒲原郡小須戸町を合併 

中蒲原郡横越町を合併 

中蒲原郡亀田町を合併 

西蒲原郡岩室村を合併 

西蒲原郡西川町を合併 

西蒲原郡味方村を合併 

西蒲原郡潟東村を合併 

西蒲原郡月潟村を合併 

西蒲原郡中之口村を合併 

西蒲原郡巻町を合併 

649.95 

726.10 296,406 806,541 

資料：新潟市統計書 

※世帯数，人口は，各年末（12月末日）現在 

４ 沿革 

  今からおよそ一万年程前、現在の新潟平野は一角に角田山、弥彦山のそびえ立つ浅い大きな湾となっ

ていた。角田山麓から北東に向かって延びる砂洲が出現し広大な湾の前面をふさぐ形となり、ここに信

濃川、阿賀野川が土砂を運び込み―大平野が形成されたと考えられる。 

このような土地で、本市は古くから港町として発展し天保 14 年（1843 年）幕府の直轄地となり、安

政 5 年（1858 年）の通商条約で横浜・神戸などとともに 5 港のひとつに指定され明治元年（1868 年）

開港した。明治 22年 4月 1日に、10,062 世帯、人口 43,911 人、面積 12.22  をもって市制を施行した。

港の改修、鉄道の開通、上水道の建設、高等教育機関の設置等が行われ、さらに各種工場が造られ商工

業の伸長とともに大正、昭和と目覚ましい躍進を遂げた。中でも港の発展は鮮満貿易港として名をはせ、

昭和 12 年頃戦前の頂点に達した。しかし太平洋戦争末期には港湾施設に大きな被害を受けたものの、

港湾整備と近代施設の強化充実に努めた結果往時にもまして盛況を呈している。一方市街は昭和 30 年

10 月の大火、昭和 39 年 6 月の大地震により大きな被害に見舞われたが、その後の復興により、都市基

盤整備や住宅団地の造成、生活環境の改善が飛躍的に進展した。 

また、平成 8 年 4 月には中核市の指定を受け、さらに、平成 13 年 1 月 1 日には隣接する西蒲原郡黒

埼町と合併した。翌平成 14 年 6 月にはアジアで初めての 2002ＦＩＦＡワールドカップＴＭが日本と韓国

の各都市で開催され、新潟スタジアム（ビッグスワン）でも熱戦が繰り広げられた。 

平成 17 年 3 月 21 日には、新津市、白根市、豊栄市、中蒲原郡小須戸町、同郡横越町、同郡亀田町、

西蒲原郡岩室村、同郡西川町、同郡味方村、同郡潟東村、同郡月潟村及び同郡中之口村と合併し、同年

10月 10 日には西蒲原郡巻町と合併し、平成 19年 4月 1日に政令指定都市となった。 
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５ 新潟におけるハイレベル国際会議の開催実績と今後の予定

新潟県と新潟市では、県・市連携のもと 2008 年の G8 労働大臣会合、2010 年の APEC 食料安全保障担

当大臣会合、2016 年の G７農業大臣会合が開催された。3回の大臣会合の開催地すべてに選ばれたのは

新潟市だけである。 

さらに 2019 年 G20 サミット農業大臣会合の本市開催が決定し、本市はハイレベルな国際会議の開催

実績を積み重ねながら、日本海拠点都市の推進と田園文化都市としての個性化に取り組んでいる。

■実績 

  2008（平成 20）年 G８労働大臣会合 

  2010（平成 22）年 APEC 食料安全保障担当大臣会合 

 2016（平成 28）年 G７農業大臣会合

■今後の予定 

2019（平成 31）年 G20 サミット農業大臣会合 
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６ 産業別人口 

調査年次 2005 年（平成 17年） 2010 年（平成 22年） 2015 年（平成 27年）

区分 総数（人） 構成比（％） 総数（人） 構成比（％） 総数（人） 構成比（％） 

総数 813,847   811,901   810,157

15 歳以上人口 701,099   703,682   705,922

就業者総数 399,769 100.0 387,416 100.0 391,863 100.0 

第
一
次
産
業

農業 18,498 4.6 13,643 3.5 13,606 3.5 

林業 15 0.0 78 0.0 67 0.0 

漁業 182 0.0 125 0.0 100 0.0 

計 18,695 4.7 13,846 3.6 13,773 3.5 

第
二
次
産
業

鉱業，採石業，砂利採取業※1  317 0.1 294 0.1 343 0.1 

建設業 40,740 10.2 35,613 9.2 34,968 8.9 

製造業 51,364 12.8 46,544 12.0 48,220 12.3 

計 92,421 23.1 82,451 21.3 83,531 21.3 

第
三
次
産
業

電気・ガス・熱供給・水道業 2,337 0.6 2,362 0.6 2,565 0.7 

情報通信業 9,025 2.3 7,861 2.0 8,586 2.2 

運輸業，郵便業※2 21,325 5.3 22,274 5.7 21,835 5.6 

卸売業，小売業 84,430 21.1 74,992 19.4 70,110 17.9 

金融業，保険業 10,585 2.6 10,521 2.7 10,320 2.6 

不動産業，物品賃貸業※3    3,844 1.0 6,210 1.6 6,800 1.7 

学術研究，専門・技術サービス業     10,404 2.7 11,090 2.8 

宿泊業，飲食サービス業 19,820 5.0 21,855 5.6 21,161 5.4 

生活関連サービス業，娯楽業     15,107 3.9 14,497 3.7 

教育，学習支援業 19,144 4.8 19,034 4.9 19,388 4.9 

医療，福祉 36,607 9.2 44,373 11.5 51,911 13.2 

複合サービス事業 3,763 0.9 2,253 0.6 2,814 0.7 

サービス業 

（他に分類されないもの） 
56,868 14.2 23,610 6.1 24,427 6.2 

公務（他に分類されるものを除

く） 
15,296 3.8 14,158 3.7 14,506 3.7 

計 283,044 70.8 275,014 71.0 280,010 71.5 

  分類不能の産業 5,609 1.4 16,105 4.2 14,549 3.7 

資料：国勢調査結果 

※1 2005 年は鉱業 

※2 2005 年は運輸業 

※3 2005 年は不動産業 
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第 2章 行財政 

１ 予算 

（1）平成 30年度一般会計予算 

＜A図＞ 

＜B図＞ 

歳出 

3,802 億円 

自主財源 

（44.7%）

依存財源 

（55.3%）

歳入 

3,802 億円 

議会費 10.4億円 (0.3%)

総務費 

420.6 億円 

(11.1%) 

労働費 13.6億円 (0.4%) 農林水産業費 63.4億円 (1.7%) 

消防費 

105.1億円 (2.8%) 

その他 81.3億円 (2.0%)

市税 

1,316.0億円 

(34.6%) 

諸収入その他 

385.8 億円 

(10.1%) 
地方交付税その他 

812.4 億円 

(21.4%) 

国・県 

支出金 

776.0 億円 

(20.4%) 

市債 

511.8 億円 

(13.5%) 

民生費 

1,154.0億円 

(30.4%) 

衛生費 

259.6億円 

(6.8%) 

土木費 

488.1億円 

(12.8%) 

教育費 

601.1億円 

(15.8%) 

公債費 

440.7 億円 

(11.6%) 

商工費 

164.1 億円 

(4.3%) 
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（2）平成 30年度農林水産業費内訳  

（単位：千円）

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

一般会計 359,300,000 397,500,000 380,200,000 

農林水産業費 8,835,941 7,320,683 6,344,568 

 農業費 4,391,740 3,611,151 3,237,116 

農業委員会費 502,667 495,302 504,128 

農業総務費 1,469,608 1,480,053 1,256,211 

農業振興費 1,875,361 1,210,583 1,114,258 

畜産振興費 60,615 10,615 8,620 

林業振興費 272,852 234,524 176,125 

農業活性化研究センター費 112,401 89,586 63,423 

食育・花育センター費 98,236 90,488 114,351 

農地費 3,405,039 3,183,793 2,643,212 

農地総務費 252,807 247,629 217,005 

土地改良費 1,423,803 1,252,058 903,188 

農村環境整備費 1,728,429 1,684,106 1,523,019 

水産業費 1,039,162 525,739 464,240 

水産業総務費 61,922 60,146 67,787 

水産業振興費 449,776 290,807 95,988 

漁港費 527,464 174,786 300,465 

農林水産業費

6,344,568 

畜産振興費 8,620 (0.1%) 

林業振興費 176,125 (2.8%) 

農業活性化研究センター費63,423 (1.0%) 

水産業総務費 67,787 (1.1%) 

漁港費 300,465 (4.7%) 

農業委員会費504,128(7.9%) 

農業総務費 

1,256,211 

(19.8%) 

農業振興費 

1,114,258 

(17.6%) 

農業費 

3,237,116 

(51.0%) 

土地改良費 

903,188 

(14.2%) 

農地費 

2,643,212 

 (41.7%) 

農村環境整備費 

1,523,019 

 (24.1%) 

水産業費 

464,240 

(7.3%) 

水産業振興費 95,988 (1.5%) 

農地総務費217,005 (3.4%) 

食育・花育センター費114,351 (1.8%) 
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（３）平成 30年度施策展開方向 

「にいがた未来ビジョン」に掲げる３つの都市像の実現に向けた取り組みにより「安心政令市にい

がた」を確立していきます。 

 ■新潟発わくわく教育ファーム推進事業 【拡充】       33,034 千円 

■農・福連携事業                  2,500 千円 

    ■田んぼダム利活用促進事業               983 千円 

 ■食育推進事業            3,830 千円 

■新規就農者確保・育成促進事業           16,820 千円 

 ■農産物高付加価値化推進事業         11,000 千円 

    ■環境と人にやさしい農業支援事業         54,000 千円 

  ■新潟市健幸づくり応援食品認定事業                    743 千円 

     ■農業活性化研究センター研究費               15,596 千円 

    ■元気な農業応援事業【新規】                     794,300 千円 

    ■農産物輸出促進事業                         6,000 千円 

    ■農業生産工程管理（ＧＡＰ）手法推進事業            600 千円 

    ■食と花の世界フォーラム                      39,549 千円 

    ■ほ場整備事業費負担金・補助金             134,486 千円 

    ■食文化創造都市推進事業                      32,643 千円 

    ■都市型グリーン・ツーリズム推進事業             1,093 千円

■国家戦略特区推進事業                    3,800 千円

都市像Ⅰ  

市民と地域が学び高め合う，安心協働都市

都市像Ⅱ 

田園と都市が織りなす，環境健康都市 

都市像Ⅲ 

日本海拠点の活力を世界とつなぐ，創造交流都市 
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２ 農林水産関係機構図及び事務分掌（平成 30 年 4月 1日現在）

 市    長  

 副 市 長  

 農林水産部 
農林水産部長   

農林政策課  17 人（新潟県への派遣含む）

企画管理係

(1) 部の事務事業の総合調整に関する事項 

(2) 部の予算及び決算の総括に関する事項 

(3) 農業行政の企画，調査及び農業災害に 

関する事項 

(4) 食肉センターに関する事項 

(5) 農林業関係団体に関する事項 

(6) 里山及び森林の調査及び計画の総括に 

関する事項 

(7) 森林法（昭和 26 年法律第 249号）の規定に 

よる届出等の総括に関する事項 

(8) 林道，林地施設及び保安林の維持管理 

及び活用の総括に関する事項 

(9) 林業行政及びその他林業振興に関する事項

(10) 部の他の課及び機関の所管に属しない事項 

(11) 課の庶務に関する事項 

生産政策係

(1) 農畜産業の振興に関する事項 

(2) 環境保全型農業及び生産環境に関する事項 

担い手育成室

(1) 農業振興地域の整備計画に関する事項 

(2) 農業経営基盤の強化に関する事項 

(3) 農事組合法人に関する事項 

(4) 農業金融に関する事項 

農業活性化研究センター  15 人 

(1) 農産物の付加価値の向上に関する事項 

(2) 農産物に関する研修に関する事項 

(3) 農産物の生産技術の試験，研究及び調査に 

関する事項 

(4) 農産物の育種及び増殖に関する事項 

(5) 大学その他の研究機関との研究業務の連絡 

調整に関する事項 

(6) 研究成果及びその情報管理に関する事項 

 農村整備・水産課  13 人 
管理係

(1) 土地改良事業の促進に関する事項 

(2) 土地改良事業の賦課金に関する事項 

(3) 土地改良財産に関する事項 

(4) 農村環境改善センター及び地域研修センター

の総括に関する事項 

(5) 地籍調査事業に関する事項 

(6) 土地改良団体に関する事項 

(7) 課の庶務に関する事項 

農村計画係

(1) 土地改良事業の調査，計画及び指導に 

関する事項 

(2) 土地改良事業の技術援助に関する事項 

(3) 土地改良事業に係る工事の設計及び施工に 

関する事項 

(4) 土地改良施設の維持管理に関する事項 

(5) 農地及び農業用施設災害の防止及び 

復旧に関する事項 

(6) 農村総合整備に関する事項 

(7) 市街化調整区域等の応急排水に関する事項 

(8) 多面的機能支払に関する事項 

水産振興室

(1) 水産関係団体及び漁業者に関する事項 

(2) 漁港，漁港海岸施設等の計画，整備及び 

管理に関する事項 

(3) 水産統計に関する事項 

(4) 漁業金融に関する事項 

(5) 輸出水産業の振興に関する法律 

(昭和 29年法律第154号）に関する事項 

(6) その他水産業に関する事項 
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 中央卸売市場  12 人 
管理係

(1) 使用料，手数料及び保証金に関する事項 

(2) 市場開設運営協議会に関する事項 

(3) 市場内の秩序維持に関する事項 

(4) 市場施設の使用指定及び許可に関する事項 

(5) 市場の整備及び市場施設の維持管理に関する

事項 

(6) 市場内の清掃及び衛生に関する事項 

(7) 市場関係団体に関する事項 

(8) 中央卸売市場の庶務に関する事項 

ニューフードバレー特区課  11 人

(1)  ニューフードバレーの推進に関する事項 

   (2)  新潟国家戦略特区に関する事項 

   (3)  農畜産物の販路拡大に関する事項 

(4)  食と花の世界フォーラムに関する事項 

食と花の推進課  16 人 

(1) 農畜産物の情報発信に関する事項 

(2) 地産地消の推進に関する事項 

(3) 食文化創造都市の推進に関する事項 

(4) 農村と都市の交流に関する事項 

(5) 食育及び花育の推進に関する事項 

(6) 食育・花育センターに関する事項 

(7) 食と花の交流センターに関する事項 

(8) アグリパークに関する事項 

（農林水産部農業活性化研究センターの所管する 

ものを除く） 

(9) 農業と他分野の連携推進に関する事項 

指導係

(1) 市場における売買取引の指導及び監督並びに

許可等に関する事項 

(2) 仲卸業者，関連事業者の許可及び売買参加者

の承認に関する事項 

(3) 卸売業者，仲卸業者及び関連事業者の経営指

導に関する事項 

(4) 市場取扱品目の流通事情の調査及び情報に

関する事項 

(5) 市場取引委員会に関する事項 

(6) 市場の取扱品目に係る統計に関する事項 

(7) その他市場業務の運営に関する事項 

 北区役所  

 東区役所  

 中央区役所 

 江南区役所 

 秋葉区役所 

 南区役所  

 西区役所  

 西蒲区役所 

 産業振興課 
          ・・・・・・・・・・・新産業創出係

・

 産業振興課 

 産業振興課  
・・・・・・・・・・ いきいき里山室  

 産業振興課 

 農政商工課  
・・・・・・・・・・・食と産業振興室

 産業観光課 
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 北区農業委員会  

 中央農業委員会  

 秋葉区農業委員会  

 南区農業委員会  

 西区農業委員会  

 西蒲区農業委員会  

 北区農業委員会事務局 ・・・・・・・農地係，農政振興係 

 中央農業委員会事務局 ・・・・・・・管理係，農地係，農政振興係

 秋葉区農業委員会事務局 ・・・・・農地係，農政振興係

 南区農業委員会事務局 ・・・・・・・農地係，農政振興係

 西区農業委員会事務局 ・・・・・・・農地係，農政振興係

 西蒲区農業委員会事務局 ・・・・・農地係，農政振興係

      農業委員会事務局の事務分掌 

 管理係（中央農業委員会事務局のみ）

(1) 各農業委員会の事務事業の調整に関する事項 

(2) 各農業委員会の予算及び決算の総括に関する 

事項 

(3) 総会，役員会及び代表者会議等に関する事項 

(4) 中央農業委員会農地利用最適化推進委員の

募集に関する事項 

(5) 物品の管理に関する事項 

(6) 公用自動車の管理に関する事項 

(7) 他の農業委員会の所管に属しない事項 

(8) 事務局の庶務に関する事項 

(9) 新潟県からの事務移譲に関する事項 

(10) 農地台帳の管理及び公表に関する事項 

(11) 他の係の所管に属しない事項 

農地係

(1) 農地部会の会議に関する事項 

(2) 農地部会の所掌事務に関する事項(農政振興

係の所管に関する事項を除く) 

(3) 国有農地の管理等に関する事項 

(4) 農地の競売等に関する事項 

(5) 相続税・贈与税納税猶予事務に関する事項 

(6) 農業振興地域整備計画に関する事項 

(7) 農地台帳の管理に関する事項（秋葉区及び西

蒲区のみ） 

(8) 農地法の規定に基づく新潟県農業会議への諮

問の調整に関する事項 

(9) 農地関係の証明及び調査，統計に関する事項 

(10) その他農地に関する事項 

農政振興係

(1) 総会，役員会及び代表者会議等に関する事項

（中央除く） 

(2) 各区農業委員会農地利用最適化推進委員の

募集に関する事項（中央除く） 

(3) 物品の管理に関する事項（中央除く） 

 (4) 事務局の庶務に関する事項（中央除く） 

(5) 農政振興部会の会議に関する事項 

(6) 農政振興部会の所掌事務に関する事項 

(7) 農業経営基盤強化促進事業に関する事項 

(8) 農地中間管理事業に関する事項 

(9) 農地等の利用の最適化の推進に関する指針 

の策定に関する事項 

(10) 農地等の利用の最適化の推進に関する事項 

(11) 農地移動適正化あっせん事業に関する事項 

(12) 農業者年金基金業務に関する事項 

(13) 農業者年金基金の農地等の管理に関する 

事項 

(14) 農地台帳の管理に関する事項（中央，秋葉区

及び西蒲区除く） 

(15) 農業経営安定対策に関する事項 

(16) 優良農地確保（遊休農地対策）に関する事項 

(17) 賃借料の情報提供に関する事項 

(18) 農業団体等との連絡協調に関する事項 

(19) その他農政・振興に関する事項 

(20) 他の係の所管に属しない事項（中央除く） 
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３ にいがた未来ビジョン（新潟市総合計画：平成 27 年～平成 34 年） 

第 2次実施計画における施策体系 平成 29 年～平成 30 年 

主要事業名

○農・福連携事業
○新規就農者確保・育成促進事業
○新潟発わくわく教育ファーム推進事業のうち「アグリ・ケア・プログラ
ム」の推進

施策5　災害に強いまちづくり ○田んぼダム利活用促進事業

○新潟発わくわく教育ファーム推進事業
○食育推進事業（「にいがた流食生活」実践事業，食育推進計画推進
事業）
○花育推進事業

施策8　自分の力に自信をもち心豊かな子どもを育む学校教育の推進 ○新潟発わくわく教育ファーム推進事業

○12次産業化推進事業
○新潟発わくわく教育ファーム推進事業
○食育推進事業（「にいがた流食生活」実践事業，食育推進計画推進
事業）
○花育推進事業
○農・福連携事業
○新規就農者確保・育成促進事業
○農業活性化研究センター研究費
○環境と人にやさしい農業支援事業
○農産物高付加価値化推進事業
○食文化創造都市推進事業
○都市型グリーン・ツーリズム推進事業
○地産地消推進事業
○地場産学校給食推進事業

施策15　まちの活力に活かす「水と土」

施策20　資源循環型社会への取り組み・低炭素まちづくり ○環境と人にやさしい農業支援事業

○農・福連携事業
○新規就農者確保・育成促進事業
○新潟発わくわく教育ファーム推進事業のうち「アグリ・ケア・プログラ
ム」の推進

政策⑧　役割を果たし成長する拠点
施策23　ニューフードバレーの推進 ○国家戦力特区推進事業

○元気な農業応援事業
○6次産業化サポート事業
○農業活性化研究センター研究費
○新潟市機能性食品認定事業
○食と花の世界フォーラム
○農業生産工程管理（GAP）手法普及推進事業
○農産物輸出促進事業
○ほ場整備促進活動費補助金
○新規就農者確保・育成促進事業
○農業サポーターシステム推進事業

施策24　環日本海ゲートウェイ機能の強化 ○農産物輸出促進事業

○元気な農業応援事業
○農産物高付加価値化推進事業
○6次産業化サポート事業
○農業活性化研究センター研究費
○国家戦力特区推進事業
○新潟市機能性食品認定事業
○食と花の世界フォーラム

○食文化創造都市推進事業
○農産物輸出促進事業
○都市型グリーン・ツーリズム推進事業

施策33　さまざまな分野での戦略的な国際交流の推進 ○農産物輸出促進事業

体　系

都市像Ⅰ　市民と地域が学び高めあう、安心協働都市
政策①　ずっと安心して暮らせるまち

政策②　男女共同参画の推進・子どもを安心して産み育てられるまち

政策③　学・社・民の融合による教育を推進するまち

都市像Ⅱ　田園と都市が織りなす、環境健康都市
政策⑤　地球資源を活かすまち

施策2　障がいのある人などが地域で自立した生活をおくるための支援

施策14　食と農を通じた地域づくり

施策6　妊娠・出産・子育ての一貫した支援

施策27　成長産業の育成

政策⑩　魅力を活かした交流拠点

政策⑪　世界とつながる拠点

施策29　食と花の魅力向上

政策⑥　人と環境にやさしいにぎわうまち

政策⑦　誰もがそれぞれにふさわしい働き方ができるまち

都市像Ⅲ　日本海拠点の活力を世界とつなぐ、創造交流都市

政策⑨　雇用が生まれ活力があふれる拠点

施策22　障がいのある人などがいきいきと働ける環境づくり
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第３章 新潟市の農業 

１ 新潟市農業構想の概要 

（１）新潟市農業構想策定の趣旨 

「新潟市農業構想」は、新潟市農業及び農村の振興に関する条例に示された基本理念に基づき、産

学官民の協働によって、食料、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的

とします。 

新潟市農業及び農村の振興に関する条例の基本理念 

（２）構想の期間 

平成 27（2015）年度から平成 34（2022）年度まで 

（３）農業・農村の将来像 

本構想の将来像は田園型政令市のイメージである「食と花の都」を継承し、５つの基本方針のもと、

「にいがた未来ビジョン（新潟市総合計画）」におけるニューフードバレー構想や 12 次産業化の取

り組みと連携しながら「笑顔あふれ 明日を拓く大農業都市」を目指します。 

食料

農業 

農村

○安心で安全な農産物の安定的な生産 

○地場農産物の地域内の流通及び消費の促進 

○農地・農業用水等の農業資源及び多様な担い手の確保とこれらの効率的な組

み合わせ 

○自然環境と調和した持続的な農業の発展 

○良好な景観の形成、洪水の防止、生態系の保全等の多面的機能の維持 

○農産物の生産、生活及び地域活動が共存する場として整備、保全 
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（４）構想の目標 

現状 目標数値

平成25（2013）年 平成34（2022）年

水稲作付面積 24,500ha 24,500ha

   米１等米比率 78.1% 90%

学校給食における地場産農産物
（野菜 果物    ） 利用割合 25.2% 30%

認定農業者  農地集積率 54.29% 85%

新規就農者数 66人 70人

市管理農業用排水機場 
長寿命化対策工事 実施数 0機場 10機場

 場整備率 48.90% 60%

多面的機能支払 取 組 率 62.50% 95%

主食用水稲作付面積に占める化学合成農薬・
化学合成肥料 5割以上削減  栽培面積 割合 34.40% 50%

田んぼダムの面積 5,000ha 6,000ha

農業サポーター活動人数（延べ活動日数） 延4,621日 延6,500日

教育ファーム（農業体験学習）取り組み小学校
割合 86.70% 各年100％

※農産物 生産 関  指標     目標年    気象状況等 影響  場合      

指標基本方針

基本方針　１

競争力   
食 花 確立

基本方針　５

食 花 理解 
深める農のある
暮らしづくり

基本方針　４

魅力  
田園環境の創出

※認定農業者  農地集積率 新規就農者数     ， 農業経営基盤 強化 促進 関  基本的 構想  見直  
合わせて精査します。

基本方針　２

意欲ある
多様な担い手の
確保・育成

基本方針　３

力強 
農業生産基盤等
の整備・保全
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２ 統計から見た新潟市農業の概要 

（１）農業経営 

項 目 単位 数値 
全県 

数値 

県内 

順位 

県内に 

占める 

割合 

備 考 

農 業 経 営 体 数 経営体 8,461 56,114 1 15.1％ 農林業センサス(2015年) 

農 業 経 営 体 の 雇 用 者 数 人 12,942 52,968 1 24.4％ 〃 

農 家 数 戸 11,253 78,453 1 14.3％ 〃 

専 業 〃 1,752 10,781 1 16.3％              〃 

第 １ 種 兼 業 〃 2,055 7,554 1 27.2％ 〃 

第 ２ 種 兼 業 〃 4,442 36,074 1 12.3％ 〃 

自 給 的 農 家 〃 3,004 24,044 1 12.5％              〃 

農 家 率 ％ 3.4 8.9 ― ― 
農林業センサス(2015年)，国勢調査(2015
年)から算出 

農 家 人 口 （ 販 売 農 家 ） 人 46,229 286,666 1 16.1％ 農林業センサス(2010年) ※１ 

農 業 就 業 人 口 〃 15,257 79,324 1 19.2％ 農林業センサス(2015年) 

基 幹 的 農 業 従 事 者 数 〃 13,170 62,368 1 21.1％ 〃 

耕 地 面 積 ha 33,000 170,700 1 19.3％ 作物統計調査（H29値） 

田 〃 28,400 151,400 1 18.8％ 〃 

畑 〃 4,600 19,300 1 23.8％ 〃 

水 田 率 ％ 86.1 88.7 ― ― 作物統計調査（H29値）から算出 

耕 地 率 ％ 45.4 13.6 ― ― 
作物統計調査（H29値），全国都道府県市
区町村別面積調(H29値)から算出 

経 営 耕 地 面 積 ha 29,588 145,789 1 21.0％ 農林業センサス(2015年) 

一戸当たり経営耕地面積 〃 2.63 1.86 ― ― 農林業センサス(2015年)から算出 

一経営体当たり経営耕地面積 〃 3.50 2.60 ― ― 〃 

農 業 ト ラ ク タ ー 台 8,744 51,709 1 16.9％ 農林業センサス(2015年) 

田 植 機 〃 5,794 38,050 1 15.2％ 〃 

コ ン バ イ ン 〃 5,773 37,803 1 15.6％ 〃 

農 業 産 出 額 億円 623.1 2,583 １ 24.1％ 農林水産省統計データ （H28値） ※２ 

※１ 農家人口：農業センサス(2015 年)が公表していない 

※２ 農業産出額：新潟市の数値については市町村別農業産出額（推計）、全県数値については生産農業所得統計 

（２）主な農業生産物 

ア 水稲，大豆 

項 目 単位 数値 
全県 

数値 

県内 

順位 

県内に 

占める 

割合 
備 考 

水 稲 

作 付 面 積 ha 24,300 116,300 1 20.9％ 作物統計調査（H29値）

収 穫 量 t 133,700 611,700 1 21.9％ 〃 

10アール当たり収量 kg 551 526 ― ― 〃 

大 豆 

作 付 面 積 ha 1,260 5,160 1 24.4％ 〃 

収 穫 量 t 2,180 9,240 1 23.6％ 〃 

10アール当たり収量 ㎏ 173 179 ― ― 〃 
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（３）主な畜産物 

項 目 単位 数値 
全県 

数値 

県内 

順位 

県内に 

占める 

割合 

備 考 

乳 用 牛 飼 養 頭 数 頭 1,125 6,703 2 16.8% 新潟県家畜頭羽数調査(H30年2月1日)

肉 用 牛 飼 養 頭 数 頭 637 11,308 6 5.6% 〃

豚 飼 養 頭 数 頭 24,795 177,095 3 14.0% 〃

採 卵 鶏 飼 養 羽 数 羽 122,254 6,967,817 4 1.8% 〃

（４）専兼別農家戸数（総農家） （５）経営耕地面積規模別農家戸数（販売農家）

平成 27 年の農林業センサスにおける本市の農家戸数は 11,253 戸で、前回（平成 22 年）より 1,437 戸

（11.3％）減少し、減少幅、率とも前回調査を上回った。 

販売農家は8,461戸と前回より1,222戸（12.6％）減少し、このうち第2種兼業農家は5,359戸から4,442

戸へと 917戸（17.1％）減少し離農の傾向であるが、総農家に占める専業農家の割合は 1.5 ポイント増加

し、専業化の傾向が見られる。 

経営規模別には、5.0ha 以上の農家戸数が 1,350 戸から 1,585 戸へと 235 戸（17.4％）増加するなど、

経営規模の拡大の進展が見られる。 

15.5%14.0%専業農家

11.0%

18.1%20.1%

第１種

兼業農家

26.5%

39.5%

42.2%

第２種

兼業農家

43.4%

26.7%

23.7%

自給的農家

19.1%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

’05(H17)年 ’10(H22)年 '15(H27)年

(戸)

13,797 

12,690 

11,253 

6.7%5.6%6.2%

9.7%11.1%
12.2%

20.0%
22.4%

24.6%
20.8%

21.9%

22.7%
24.1%

25.1%

24.3%

18.7%

13.9%

10.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

’05(H17)年 ’10(H22)年 ’15(H27)年

(戸)

0.5ha未満 0.5～1.0ha未満
1.0～2.0ha未満 2.0～3.0ha未満

3.0～5.0ha未満 5.0ha以上

11,171 

9,683

8,461 
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（６）年齢別農業就業人口（販売農家） 

平成 27年の農林業センサスによる本市の農業就業人口は 15,257 人で、前回より 3,811 人（20.0％）減

少した。このうち、65 歳未満の生産年齢人口が 8,790 人から 6,547 人へと 2,243 人（25.5％）と大幅に減

少している。 

また、65 歳以上の比率が 3.1 ポイント増加し、高齢化が引き続き進行している。

25,940 

3.6%

5.3%

5.9%

8.1%

12.7%

16.8%

17.8%

13.4%

11.0%

15.9% 57.0%

53.9%

50.8%

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

’05年(H17)

’10年(H22)

’15年(H27)

(人)

15～30歳未満 30～40歳未満 40～50歳未満 50～60歳未満 60～65歳未満 65歳以上

8.7%

6.1%

4.9%

4.2%

3.9%

19,068 

15,257 

22,737 
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３ 農業生産等の概況 

（１）水稲 

ア 作柄状況 

平成 29年産は、下越南の作況指数が 95となるやや不良の年で、一等米比率はコシヒカリ、こしい

ぶきともに 85％前後となった。コシヒカリについては、登熟期間の低温、8月中下旬の少照が作柄に

大きく影響した。気候変動に負けない米づくりをめざし、土づくりの実践や水管理の徹底が必要とな

った。 

   検査成績（単位：30㎏換算個・%） 

区分 

種類 
検査総数 

等級比率（％） 

1 等 2 等 3 等 規格外 

水稲うるち米 2,055,136 85.8 13.9 0.3 0.1 

醸造用玄米 19,358 73.4 26.2 0.0 0.4 

もち玄米 120,002 71.7 23.2 1.0 3.8 

加工用米※ 422,853 80.5 17.4 1.0 1.1 

合 計 2,617,349 84.2 15.0 0.4 0.4 

（新潟市調査：12月末現在のＪＡ・主食用集荷組合報告値） 

※加工用米は、ＪＡ報告値のみ。備蓄米を含む。 

イ 生育状況 

時 期 概 況 

播種～育苗 ・播種盛期は 4月 9日で平年より 1日早かった。 

・平均育苗日数は 26日間と平年並であった。 

・一部で出芽期の 4月 17日～19 日の強風によりハウスの換気ができず苗ヤケが発

生した。 

田植え～分げ

つ期 

・稚苗の田植え盛期は、5月 5日であり、平年並みであった。 

・田植え後は気温が高めに推移し強風の影響も少なく、初期生育は順調にであっ

た。 

幼穂形成期～

出穂期 

・出穂期は早生が平年より 1日遅く、コシヒカリは平年より 1日早かった。 

（わたぼうし 7/26，こしいぶき 7/28，コシヒカリ 8/5） 

・日照時間が平年より長く、梅雨明けは平年より 9日遅かった。 

・穂肥時の葉色が濃かったため、1回目の穂肥は遅め、控えめとなった。 

登熟～収穫期 ・登熟期間の低温、日照不足により成熟期が遅れた。 

・総籾数はやや少なかったが、登熟は並で、品質は並～やや良、収量はやや不良

であった。 

（新潟農業普及指導センター「平成 29 年度新潟地域の作物」） 
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ウ 病害虫の発生状況 

病害虫 発生程度 発生の要因・被害程度など 

いもち 並 
新潟次郎で 7 月中旬から葉いもちが確認され、その後周辺ほ場

でも発生。追加防除を実施したが、穂いもち発生。 

紋枯病 やや多 
8 月に入り病勢進展した。降雨日数が多く、発病に好適に推移し

たためと思われる。 

ごま葉枯病 やや少 
7 月以降，低地力の常発ほ場や水管理不十分(長期湛水)の圃場で

小発生したが、穂枯れの発生はみられなかった。 

斑点米 

カメムシ類 

やや多 

～多 

・7月 13 日付けで県注意報が発表された。 

・例年に比べコシヒカリでの発生が多かった。 

（新潟農業普及指導センター「平成 29 年度新潟地域の作物」） 

（２）大豆 

ア 作柄状況 

品質はやや良，収量は並であった。検査成績は、3等級以上比率が 65.2%で昨年を約 33%上回った。 

イ 生育状況 

時 期 概 況 

播種～出芽 ・播種盛期は 6月 4日で平年より 3日遅かった。 

・播種後の低温で出芽がやや遅れたが、出芽苗立ちは良好であった。 

伸長～開花 ・7月の豪雨の影響で 2回目培土の実施率が低くなった。ほ場の浸水が数回見られ

たが、地表水の停滞期間が短く、湿害は少なかった。 

・低温の影響で開花期は平年より 6日遅く、7月 27日となった。 

着莢～登熟 ・8月下旬から里のほほえみを中心に葉焼病が多発し、落葉が早まった。 

・台風 18 号(9/17～18)の影響で葉の損傷や落葉の早まり、主茎の傾きが見られた。 

成熟～収穫 ・成熟期は 10月 9 日で平年より 1日早かった。 

・成熟期頃から降雨が続き、収穫始期は平年並みとなったものの，収穫盛期・終

期は平年より 1 週間程度遅くなった。また、収穫時の子実水分が高く、例年より

乾燥に時間を要した。 

（新潟農業普及指導センター「平成 29 年度新潟地域の作物」） 

ウ 作柄影響要因 

 要 因 

プラス要因 ・高破土率確保による高精度な播種作業の実施 

・播種前後の適度な降雨による出芽促進・苗立確保 

・倒伏少 

・収穫期の急激な乾燥がなく、しわ粒の発生少、エンレイ立毛中の裂莢

損失少 

マイナス要因 ・6月の低温による生育遅延・停滞 

・8月下旬ころからの里のほほえみを中心に葉焼病が発生、落葉が早まる 

・台風 18号による葉の損傷・欠損発生 

・10 月の降雨日多く収穫が遅れた 

（新潟農業普及指導センター「平成 29 年度新潟地域の作物」） 
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（３）野菜 

本市の野菜生産は、稲作に次ぐ重要な部門を占めており、恵まれた地理的条件を生かし、市内をは

じめ県内外への野菜供給基地として主産地を形成している。 

畑作耕地面積は、4,600ha（農林水産省農林水産関係市町村別データ平成 29 年値）で、県内の約

24%を占めている。  

海岸線に沿った砂丘畑では、すいか・だいこん・ねぎを中心にかぶ・にんじん・メロン・キャベツ

等が栽培され、また、内陸部や水田転作の畑では、施設を利用したトマト・きゅうり・いちご・メロ

ン・葉菜類等の集約栽培が行われ、露地ではえだまめ・そらまめ・なす・ねぎ・ブロッコリー・さと

いも・ながいも・その他軟弱葉菜類等多種多様な品目が栽培されている。 

多くの園芸品目の中から、「にいがた十全なす」、「くろさき茶豆」、「女池菜」、「新潟すいか」、食用

菊「かきのもと」、いちご「越後姫」、やきなす、トマト（大玉系）及びながいも、やわ肌ねぎ、さつ

まいも「いもジェンヌ」を新潟市食と花の銘産品に指定しており、生産・販売の拡大とブランド化に

向けた支援を行っている。 

（４）切花・球根・花木類 

切花類は、全市的に作付けされているが、特に北区豊栄地区、東区・江南区の新潟地区、秋葉区新

津地区、南区白根地区、西区黒埼地区にまとまった産地がある。栽培品目では全国トップクラスの作

付面積、出荷量を誇っているチューリップ、アイリスをはじめとしてユリ、輪菊、小菊、スプレー菊、

トルコギキョウ、スターチス、ストック等多種類の花き生産が行われている。 

特にチューリップ切花は、ハウス栽培により 12 月下旬のクリスマス需要から 3 月の彼岸需要を中

心に生産され、栽培品種が多く、一重咲きからユリ咲き、八重咲きなどバラエティーに富んだ出荷が

ある。しかしながら、近年の価格低迷の影響を受けて産地全体がやや減少傾向となっている。 

球根はチューリップの球根生産が一番多く、江南区横越地区、新潟地区、黒埼地区、白根地区、新

津地区が産地である。次いでアイリス球根が新潟地区、黒埼地区、西蒲区巻・西川地区で栽培されて

いる。チューリップは、全国市町村の中でも有数の出荷量を誇っている。その他ゆり、クロッカスな

どの生産があるが、高齢化により農家戸数は減少傾向にある。 

花木類は、古くから秋葉区新津・小須戸地区、白根地区を主要産地として、アザレア、シャクナゲ、

ボケ、さつきが生産され、これら産地で開発されたオリジナル品種も多く、産地の活性化に努めてい

る。 

このような多種多様な品目のうち、新潟市食と花の銘産品として、新テッポウユリ「ホワイト阿賀」、

チューリップ（切花・球根）、アザレア、ボケ及びクリスマスローズを指定しており、生産・販売の

拡大とブランド化に向けた支援を行っている。 
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（５）果樹 

ア 産地概況 

果樹栽培においては、環境保全型農業の取組みや光糖度センサーの導入などにより、高品質果実の

出荷に努めている。 

しかし、生産者の高齢化、担い手不足等の問題で廃園や産地の縮小が懸念されている。そのため、

今後は担い手育成・支援、産地規模の維持が課題となっていく。 

本市では、多様な果樹の生産がなされているが、そのうち、西洋なし「ル レクチエ」、日本なし「新

高」、「新興」、かき「越王おけさ柿」、うめ「藤五郎梅」、ぶどう「巨峰」及びいちじく「越の雫」を

新潟市食と花の銘産品に指定している。 

   【産地の状況】 

栽培面積 

（ha） 
主な栽培地区 主な品種 

日本なし 229 

北区豊栄地区 

南区白根、月潟地区 

江南区横越、亀田、両川地区 

西蒲区中之口地区 

新興、新高、幸水、豊水、二十世紀 

あきづき 

西洋なし 61 
南区白根，月潟地区 

江南区亀田地区 
ル レクチエ 

かき 119 

北区豊栄地区 

秋葉区新津地区 

西蒲区巻地区 

平核無、刀根早生（越王おけさ柿） 

ぶどう 102 
南区白根、月潟地区 

西蒲区中之口地区 

巨峰、デラウェア、ロザリオビアンコ、

甲斐路、シャインマスカット 

もも 94 
南区白根、月潟地区 

西蒲区中之口地区 

白鳳(日の出) 、八幡白鳳、白根白桃、川

中島白桃、なつおとめ、なつっこ 

あかつき 

うめ … 江南区亀田地区 藤五郎梅、越の梅 

いちじく … 

北区豊栄地区 

南区白根地区 

西区内野地区 

西蒲区巻、潟東地区 

桝井ドーフィン 

栽培面積：2015 年農林業センサス  

イ 生産動向 

日本なし 
・高齢化、気象災害の影響等により栽培面積、生産者数ともに減少傾向である。 

・高樹齢化や園地環境の悪化により、生産性が低下している。 

西洋なし 
・露地ブドウからの改植が見られるが、栽培面積、生産者ともにほぼ横ばいである。 

・褐色斑点病による、出荷量や規格品率が低下している生産者が多い。 

かき 
・受委託や園地集約を行い、廃園化に歯止めをかけている。 

・今年度は大きな気象災害も無く、安定生産と大玉生産に向け取り組んでいる。 
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ぶどう 
・シャインマスカットの栽培面積及び出荷量が増加した。 

・露地栽培は生産が不安定なため、巨峰を中心に樹種転換を含めやや減少している。 

もも 
・栽培面積、収穫量は減少傾向にある。 

・老木化等による生産性の低下が進んでいる。 

うめ 

・高齢化による離農や都市開発により栽培面積は減少している。 

・生産量は不安定で減少傾向ではあるが、新技術導入で小面積ではあるが改植・新

植された。 

いちじく 
・栽培面積、生産者数ともに微増傾向である。 

・病害虫被害の軽減と着色向上が課題となっている。 

（新潟地域の農業概況 他） 

（６）葉たばこ 

北区豊栄地区から西区赤塚・巻地区、西蒲区巻地区までの砂丘畑で栽培され、耕作面積は県内の約半

分を占めていたが、平成 24 年度に日本たばこ産業株式会社より廃作の募集が行われた結果、市内の大

半のたばこ農家が廃作に応じ、栽培面積、生産者数ともに 23年比 80％以上減少した。今後も葉たばこ

から他作物への円滑な転換を推進するための支援が必要となっている。 

  【平成 29年産葉たばこ生産・販売実績】 

耕作 

人員 

(人) 

耕 作 

面 積 

(ha) 

販 売 重 量

(t) 

販 売 代 金 

(円) 

1kg 当たり

代 金 

(円) 

10ａ当たり 1 人当たり 

重 量

(kg) 

代 金 

(円) 

面 積

(a) 

代 金 

(円) 

26 57.4 171.2 360,871,069 2,108 298 628,695 220.8 13,879,657 

（農林政策課調べ・北越たばこ耕作組合提供） 

（７）畜産 

畜産経営は、畜種を問わず全体的に高齢化が進展しているうえ、臭いや排せつ物処理に起因する環

境問題等により飼養戸数は減少傾向にある。配合飼料価格、輸入粗飼料価格が高水準で推移している

ことから、飼料用米等の生産・利用の拡大による生産費の低減が課題となっている。

畜種別では、酪農経営については、江南区横越・秋葉区新津・西蒲区岩室地区等 33 戸で 1,125 頭

（雌牛計）が飼養されている。生乳生産量はほぼ横ばい状況であるが、輸入粗飼料価格が高水準で推

移していることから、生産費の増加が経営を圧迫している。 

肉用牛経営では、北区豊栄地区の大規模経営体等 8 戸で 637 頭（飼養頭数計）が飼養されている。

近年では、収益性が見込める和牛、交雑種への畜種転換が見受けられる。 

養豚経営は、南区白根、西蒲区岩室地区を中心に 19戸 24,795 頭（飼養頭数計）が飼養されている。

飼料価格の高騰等による生産費の増加や枝肉卸売価格の低下から収益性が低下するなか、食品残さの

飼料化によるエコフィードを利用した飼料費低減の取組みも見受けられる。 

採卵鶏飼育経営では、5戸 122,254 羽（種鳥、雛を除く）とわずかで、約半数が北区豊栄地区で飼

養されている。 

※ 統計数値の出典は、新潟県家畜頭羽数調査（平成 30年 2月 1 日現在） 
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（８）環境保全型農業実践者の状況 

ア エコファーマー 

農業者が環境保全型農業の基礎となる「有機質資材施用による土づくり技術」「化学合成農薬低減

技術」「化学肥料低減技術」を一体的に取り組む計画（農薬の使用回数及び化学肥料の使用量を慣行

栽培の概ね 3割以下に削減して栽培する計画）を策定し、その計画が法律に基づく指針に適合する場

合、県が環境保全型農業に取り組む農業者として認定する。この認定者を「エコファーマー」（愛称）

と言い、農業改良資金や税制上の特例措置が受けられる。市内においては、平成 29 年度は 240 人の

新規認定及び更新認定があり、平成 29 年度末現在で 1,903 人が認定されている。 

【エコファーマー認定状況】                           （件） 

 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

水稲 396 228 296 189 499 237 

大豆 2 1 1 4 0 0 

野菜 47 134 48 17 25 9 

果樹 37 208 11 33 20 4 

花き 2 0 6 0 4 0 

合計 484 571 362 243 544 250 

※ 認定件数は、新規認定と更新認定の合計。１人で複数品目の認定を受けることができるため、 

認定品目数を表記している。 

イ 新潟県特別栽培農産物 

新潟県内で、農薬の使用回数及び化学肥料の使用量を慣行栽培の概ね 5割以下に削減して栽培され

た農産物を、県が特別栽培農産物として認証する制度で、市内では平成 29 年度に 93 件、404.97ha

が認証されている。 

【新潟県特別栽培農産物認証状況】 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

（件） （ha） （件） （ha） （件） （ha） （件） （ha） （件） （ha） 

米 107 482.93 97 438.05 107 482.93 97 438.05 80 401.37 

大豆 - - - - - - - - 1 0.50 

野菜 14 11.30 12 7.80 14 11.30 12 7.80 11 3.03 

果樹 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 0.07 

合計 121 494.23 109 445.85 121 494.23 109 445.85 93 404.97 
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４ 農林関係主要事業 

（１）農業振興地域整備計画 

ア 農業振興地域の概要 

「農業振興地域の整備に関する法律」が昭和 44年 7月に施行された後，県知事より市町村単位

で農業振興地域の指定を受けて農業振興地域整備計画を策定し、数次変更を行っている。なお、

現在も旧市町村単位の農業振興地域整備計画により管理を行っている。 

地域名 地域指定年月日 計画策定年月日 
基礎調査結果（特別管理）

による計画変更回数 

新潟 昭和 46 年 10 月 4 日 昭和 48 年 12 月 7 日 2 回 

黒埼 昭和 47年 10月 19日 昭和 49 年 4 月 30 日 2 回 

新津 昭和 46 年 2 月 9 日 昭和 48 年 2 月 23 日 4 回 

白根 昭和 47 年 2 月 22 日 昭和 47 年 9 月 18 日 4 回 

豊栄 昭和 46 年 2 月 9 日 昭和 47 年 9 月 18 日 4 回 

小須戸 昭和 46 年 10 月 4 日 昭和 49 年 4 月 30 日 0 回 

横越 昭和 46 年 2 月 9 日 昭和 46 年 10 月 4 日 2 回 

亀田 昭和 47年 10月 19日 昭和 49 年 5 月 18 日 1 回 

岩室 昭和 46 年 10 月 4 日 昭和 49 年 4 月 15 日 1 回 

西川 昭和 47年 10月 19日 昭和 48 年 9 月 21 日 3 回 

味方 昭和 46 年 10 月 4 日 昭和47年11月27日 1 回 

潟東 昭和 46 年 2 月 9 日 昭和 47 年 3 月 22 日 5 回 

月潟 昭和 46 年 10 月 4 日 昭和 49 年 4 月 15 日 1 回 

中之口 昭和 47年 10月 19日 昭和 49 年 4 月 15 日 2 回 

巻 昭和 48 年 2 月 27 日 昭和 49 年 4 月 15 日 4 回 

イ 農用地利用計画の状況 

（ア）農用地利用計画面積（平成 29年 12 月 31 日現在）            （単位：ha） 

地域名 
農業振興
地  域

農用地区域 

農地 採 草 
放牧地 

農業用 
施設用地

山林原野
田 畑 樹園地 

新潟 11,308 5,546 4,518 806 67 － 13 141 

黒埼 2,039 1,356 1,290 61 1 － 3 － 

新津 6,467 3,147 3,001 114 20 － 10 1 

白根 7,232 4,310 3,819 201 281 － 10 － 

豊栄 6,936 4,265 3,848 252 64 － 8 94 

小須戸 1,489 661 635 13 12 － 1 － 

横越 2,215 952 827 88 33 － 4 － 

亀田 1,036 657 598 14 44 － 1 － 

岩室 3,357 1,248 1,176 54 6 6 6 － 

西川 2,172 1,676 1,597 77 － － 2 － 

味方 1,444 966 940 23 － － 3 － 

潟東 2,394 1,634 1,608 20 － － 6 － 

月潟 904 563 492 19 49 － 3 － 

中之口 2,016 1,234 1,145 32 56 － 1 － 

巻 7,207 3,170 2,591 413 140 － 10 16 

合 計 58,216 31,385 28,085 2,187 773 6 81 252 
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（イ）平成 29年度農用地利用計画の変更の用途別内訳表           （単位：件・㎡） 

地域名 

公共施設用地

（学校・公園

等） 

住宅用地 

（農家・分

家） 

農業用施設 

用  地 

資材置場 

用  地 
その他 合 計 

件

数
面積 

件

数
面積 

件

数
面積 

件

数
面積 

件

数
面積 

件

数
面積 

新潟 2 2,819 2 2,819

白根 1 299 1 299

新津 1 216 1 857 2 1,073

岩室 1 449 1 449

巻 1 1,689 1 1,689

合計 2 515 4 4,125 1 1,689 7 6,329

※整数位未満を四捨五入しているため、内訳の合計と合計欄記載の面積とは必ずしも一致しない。 

（２）農業経営基盤強化促進対策事業 

ア 認定農業者の育成 

  認定農業者制度の創設以来、確保・育成に取り組んできた。 

各区における認定農業者の年度別推移（平成 29年度末現在） 

区 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 前年度比増減 

北  区 455 454 453 △1 

東  区 70 62 63 1 

中央区 38 36 36 0 

江南区 360 344 351 7 

秋葉区 536 526 517 △9 

南  区 683 680 672 △8 

西  区 651 636 632 △4 

西蒲区 1,086 1,036 1,054 18 

合  計 3,879 3,774 3,778 4 
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イ 農業法人の育成 

農業経営の安定と発展を図るため、経営体の法人化に取り組んできた。 

農業法人の現況（平成 29年度末現在） 

区 分 

合  計 農事組合法人 株式会社 有限会社 合資会社・NPO 

うち農業

生産法人 

うち農業

生産法人 

うち農業

生産法人 

うち農業

生産法人 

うち農業

生産法人 

北 区 14 12 4 4 7 6 3 2 0 0 

東 区 3 2 0 0 1 1 1 1 1 0 

中央区 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 

江南区 24 15 12 8 4 2 7 4 1 1 

秋葉区 14 11 4 4 5 4 5 3 0 0 

南 区 46 40 7 7 13 10 26 23 0 0 

西 区 20 17 6 6 11 9 3 2 0 0 

西蒲区 58 51 13 12 24 21 21 18 0 0 

合 計 180 149 46 41 66 54 66 53 2 1 

補助事業実施状況 

事業名 事業主体 事業内容 区 

新潟県

農林水

産業総

合振興

事業 

農地所有適格

法人設立支援 

株式会社ベジ・アビオ

○パイプハウス・4棟・1438.56 ㎡

（7.2m×49.95m・4 棟） 

○暖房機・4台 

○改良型アイメックシステム（総ベッ

ド長 725.4m） 

北区 

株式会社黒鳥枝豆研究

所 

○枝豆自動脱莢機・1,800 本/h・1台

○枝豆自動選別機・150kg/h・1台（付

帯設備含） 

○木造平屋新築工事・1棟・208.68 ㎡

（付帯設備含） 

西区 

ウ 女性農業者の育成・参画 

家族経営内で後継者・女性農業者の地位や役割を明確化するため、個人の役割分担、労働時間

などの就業条件、収益の分配、経営の継承などを家族で話し合い、ルール化する「家族経営協定」

の推進を図り、認定農業者の夫婦・親子による連名申請への誘導を行った。 

家族経営協定締結件数（累計） 

 北 区 東 区 中央区 江南区  秋葉区 南 区 西 区 西蒲区 合 計 

H27 年度末現在 58 12 7 79 61 68 43 75 403 

H28 年度末現在 59 11 6 80 57 70 48 74 405 

H29 年度末現在 63 14 9 89 57 71 51 73 427 
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エ 新規就農者の確保 

農業担い手の高齢化が進む中で、地域農業を継続的に維持・発展させるためには、新規就農者、

新規参入者の確保育成が喫緊の課題となっている。法人等への就業という形態が増加している中

で、新規参入者の確保に向け、新たに就農希望者を雇用した農業者に対し、研修期間中に支払う

給料の 10分の 4相当額を助成する「新規就農者確保・育成促進事業」を実施した。  

新規就農者の状況                      （H29.1.1～H29.12.31) 

    補助事業実施状況 

事業名 事業主体 事業内容 区 

新潟県農林水産業総

合振興事業 

（新規就農者育成促

進） 

株式会社クボタクレジット

新潟支店 

○トラクター・24ps・1台（ロータリー，

整形マルチ・ロータリー，掘取機含む）
北区 

株式会社クボタクレジット

新潟支店 

○コンバイン・4条刈・1台（デバイダ・

ドロッパ含む） 
北区 

新規就農者確保・育成促進事業 

年度 新規就農者人数 各区内訳（雇用人数） 

H27 22 名 北区 1，東区 1，江南区 5，秋葉区 2，南区 1，西区 2，西蒲区 10 

H28 24 名 北区 2，東区 1，江南区 1，秋葉区 1，南区 6，西区 5，西蒲区 8 

H29 17 名 東区 1，江南区 1，南区 8，西蒲区 7 

（３）担い手育成・確保緊急対策事業 

分散した農地の連担化を図るため、人・農地プランによる地域での話し合いを進めるとともに、

平成 26年度設置された農地中間管理事業を活用するなど認定農業者への農地集積を進めた。 

認定農業者への農地集積状況 

 平成 28年 3月末現在 平成 29年 3月末時点 平成 30年 3月末時点 

農用地利用集積面積(ha) 20,909.4 21,402.3 21,704.2 

 集積率（％） 63.2 64.9 65.8 

自己所有(ha) 10,884.2 10,910.9 10,939.1 

借入地(ha) 9,065.8 9,736.4 10,031.3 

農作業受託(ha) 959.5 755.1 733.8 

区 分 

新規就農者数 

 性 別 出 身 形態 

計 男 女 農家出身 非農家出身 就  農 法人等就業 

北   区 16 12 4 11 5 11 5 

東   区 1 1 0 0 1 0 1 

中 央 区 1 1 0 1 0 1 0 

江 南 区 6 5 1 3 3 5 1 

秋 葉 区 6 6 0 5 1 4 2 

南   区 17 16 1 7 10 7 10 

西   区 3 2 1 1 2 1 2 

西 蒲 区 19 18 1 11 8 5 14 

合   計 69 61  8 39 30 34 35 
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（４）制度資金 

ア 農業近代化資金 

農業近代化資金融通法に基づき農業者等の資本装備の高度化を図り、農業近代化に資すること

を目的に融資するものである。市は 5年間一部利子補給を行い、金利負担の軽減を図っている。 

また、認定農業者の金利負担を 0.50％に設定し利子補給を行っている。 

平成 29年度、当該資金に対する利子補給は、上半期 2件 33 千円、下半期 2件 32 千円で、計 4

件で 65千円である。 

（単位：千円） 

平成 2７年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

件数 交付額 件数 交付額 件数 交付額 

農業近代化資金（交付実績） 6 80 4 71 4 65 

イ 農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金） 

認定農業者が、農業改善計画に示した具体的な経営改善を実現するため、必要となる長期資金

として平成 6年に創設された。当該資金借入者に対し、利子助成を行うことにより認定農業者の

金利負担の軽減と経営の安定を図る。市の利子補給は県利子補給の 3分の 1の法定利子補給に加

え、当初 5年間に限り、国が示す末端負担金利の 3分の 1を上乗せ利子補給する。 

なお、平成 24 年度以降は、当初 5年間に限り、利子助成は全額国費となっており、人・農地プ

ランに位置づけられた認定農業者を実質無利子化の対象としている。 

平成 29年度、当該資金に対する利子補給は、114件で 1,746 千円である。 

                        （単位：千円） 

ウ 新規参入者経営安定資金 

新規参入者は農家子弟と違い、農地や農業機械等の資本を持たない。また営農経験が浅いこと

等から、経営開始後、所得確保が安定するまで概ね 5年を要する。このため、経営開始後の早期

経営安定を図るため利子補給を行う。平成 29年度、当該資金に対する利子補給は、8件で 255 千

円である。 

          （単位：千円） 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

件数 交付額 件数 交付額 件数 交付額 

農業経営基盤強化資金（交付実績） 201 3,661 164 2,578 114 1,746 

平成 27 年度 平成 28年度 平成 29年度 

件数 交付額 件数 交付額 件数 交付額 

新規参入者経営安定資金（交付実績） 8 250 8 259 8 255 
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エ 農林水産業振興資金 

    猛暑、豪雨等により販売収入が減少し、資金繰りが悪化した農業者や農業法人が見受けられた。

このことから、次年度以降の営農の継続を目的として緊急的に農業者や農業法人が借り入れる運

転資金に対して利子補給を行った。 

農林水産業振興資金を借入れた者に対し利子補給等を行い、平成 29 年度、当該資金に対する

利子補給は、7件で 98 千円である。 

          （単位：千円） 

（５）農地中間管理事業

国は、担い手への農地集積・集約化を図るため、平成 26 年度から農地中間管理事業を創設し、

農地集積に協力した場合、機構集積協力金を交付している。新潟県は、公益社団法人新潟県農林

公社に農地中間管理機構を設立し、本市は機構との委託契約により、利用配分計画案の作成業務

などを実施した。 

農地中間管理事業実績 

   ※途中解約される契約案件があるため、各年度の実績と合計は一致しない 

地域積集積協力金交付事業 

年度 区 地区名 地区面積 

(ha)

機構への貸付

面積  (ha) 

貸付率 

(%)

26 

北 区 濁川 44.75 23.95 53.5 

江南区 和田・上和田 77.55 47.11 60.7 

西 区 小見郷屋 34.35 27.94 81.3 

西蒲区 羽黒 104.70 68.82 65.7 

     計 261.35 167.82 64.2

27 北 区 濁川 44.75 0.78(24.73) （55.3）

平成 2７年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

件数 交付額 件数 交付額 件数 交付額 

農林水産業振興資金（交付実績） 8 347 8 217 7 98 

平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 合計 

筆数 面積(ha) 筆数 面積(ha) 筆数 面積(ha) 筆数 面積(ha) 筆数 面積(ha)

北  区 793 70.2 1,415 138.8 974 77.7 982 72.1 4,094 354.8

江南区 889 74.8 2,176 192.6 1,982 166.5 837 64.4 5,847 496.5

秋葉区 208 20.1 610 56.7 1,476 116.3 381 30.4 2,598 218.5

南  区 174 28.0 686 125.7 1,802 179.9 1,141 119.9 3,781 451.7

西  区 595 47.8 2,033 161.2 2,356 177.3 242 19.9 5,196 404.3

西蒲区 1,320 100.3 617 56.3 3,639 318.6 3,807 298.4 9,353 771.4

計  3,979 341 7,537 731.3 12,229 1,036.3 7,390 605.1 30,869 2,697.2
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松潟・新崎 119.60 47.67 39.9

福島潟 165.70 39.50 23.8

江南区 

亀田長潟 47.83 33.88 70.8

木津 197.27 58.64 29.7

二本木 148.41 35.58 24.0

西野 100.09 24.16 24.1

秋葉区 小須戸１，２丁目 61.16 21.01 34.4

南 区 

菱潟 56.26 36.48 64.8

吉江 117.08 47.36 40.5

蜘手興野 17.41 12.75 73.2

西 区 

小見郷屋 34.35 0.19(28.13) （82.3） 

勘助郷屋 21.75 18.12 83.3

小瀬 54.16 41.12 75.9

藤野木 60.98 51.39 84.3

     計 1,246.80 468.63     (41.8)

28 

北 区 

濁川 44.75 1.62(26.35)   (58.8)

松潟・新崎 119.60 2.46(50.13) (41.9)

大月上 73.33 30.83 42.0

江南区 

和田・上和田 77.55 2.25(49.36) (63.6)

木津 197.27 2.27(60.91) (30.9)

上早通 79.84 23.20 29.06

丸山・北山・善之丞組 187.33 47.13 25.16

小杉上 105.09 23.87 22.71

川根谷内 78.95 21.84 27.66

秋葉区 荻川第２ 227.32 52.63 23.15

南 区 
田中 17.54 10.80 61.57

東笠巻新田 117.37 38.10 32.46

南 区 鷲ノ木新田 215.80 73.53 34.07

西 区 

小見郷屋 34.35 0.36(28.49) (82.9)

藤野木 60.98 2.86(54.25) 89.0

道河原 24.91 21.28 85.42

明田 100.68 78.81 78.28

保古野木 58.15 45.04 77.45

早潟 42.54 26.46 62.20

西蒲区 
西汰上 53.40 40.10 75.09

道上 161.40 103.87 64.36
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伏部 26.70 8.85 33.15

二箇 99.20 67.96 68.51

安尻 50.60 39.03 77.13

     計 2,254.65 765.15 33.9

29 

北 区 

濁川 44.75 0.07(28.02)   (62.6)

松潟・新崎 119.60 1.45(51.61) (43.2)

大月上 73.33  8.11(38.94) (53.1)

鷲津 47.65 25.60 53.7

江南区 

亀田長潟 47.83 0.79(34.67) (72.5)

木津 197.27 4.99(65.90) (33.4)

二本木 148.41 1.25(36.83)  (24.8)

上早通 79.84 0.15(23.35)  (29.2)

丸山・北山・善之丞組 187.33 8.95(56.08)  (29.9)

小杉上 105.09 1.83(25.70)  (24.5)

川根谷内 78.95 1.21(23.05)  (29.2)

新川町 14.54 5.61 38.6

茅野山 64.61 19.10 29.6

秋葉区 小須戸１，２丁目 61.20 0.07(21.07)  (34.4)

南 区 
大別當 49.06 21.68  44.2

引越 48.95 31.50  64.4

西 区 

小見郷屋 34.16 0.02(28.42)  (83.2)

道河原 24.91 0.20(21.48)  (86.2)

保古野木 58.15 0.02(45.06)  (77.5)

西蒲区 

西中 82.87 58.31  70.4

見帯 96.18 65.10  67.7

東汰上 44.87 27.48  61.2

山島 41.50 36.31  87.5

     計 1,751.05 319.80 52.2

 ※（ ）は H26～H29 の合算値 
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（６）がんばる農家支援事業 

経営規模に関わらず意欲を持って農業に取り組む農業者を支援するため平成 20 年度に市単独事

業を設立した。この事業では、農業所得の向上を図るための規模拡大、農産物の付加価値向上、経

営の複合化への取り組みに対し支援を行った。 

平成 29 年度には、機械施設整備支援において、革新的農業支援を拡充し、省力化や生産の効率

化を図る取り組みを支援。また、生産性向上機械・施設整備支援、鳥獣被害防止対策支援を事

業目的に追加した。 

ア 事業の実績（概要） 

（ア）機械施設整備支援（ハード事業） 

種目・事業目的 件数 事業内容 
補助金額 

（千円） 

１ 水田経営担い手支援 191,441 

 多様な米づくり支援 279 田植機，乾燥機ほか 128,465 

 多様な米づくり支援（特例） 65 畦塗機，乾燥機，田植機ほか 50,710 

 自給率向上支援（特例） 8 大豆ｺﾝﾊﾞｲﾝ,色彩選別機ほか 12,266 

２ いいものづくり支援 66,710 

園芸生産機械・施設整備支援 130 ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ，野菜移植機ほか 45,725 

園芸生産機械・施設整備支援（特例） 26 ﾄﾗｸﾀｰ，ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽほか 20,133 

生産性向上機械・施設整備事業 1 光合成促進機 734 

鳥獣被害防止対策支援 1 防鳥施設一式 118 

３ 革新的農業支援 234 

ＩＣＴ農業導入支援 1 圃場ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 234 

４ 新たな法人支援（特例） 12,661 

法人化機械・施設整備支援 13 ﾄﾗｸﾀｰ，田植機，ｺﾝﾊﾞｲﾝほか 12,661 

５ 新規就農者支援（特例） 13,054 

新規就農者機械・施設整備支援 12 ﾄﾗｸﾀｰ，ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽほか 13,054 

（イ）取組推進事業（ソフト事業） 

種目・事業目的 件数 事業内容 
補助金額 

（千円） 

１ いいものづくり支援 4,904 

新規園芸品目・技術導入支援 5 新規園芸品目種苗費ほか 2,651 

果樹産地生産振興支援 6 果樹苗木ほか 2,253 

２ 省エネルギー対策支援 36,633 

省エネルギー型被覆資材等導入支援 203 長期展張被覆フィルムほか 36,633 
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（７）田んぼフル活用促進事業 

平成 22年度から創設された戸別所得補償制度は、モデル対策として麦・大豆等の生産拡大のため

の支援と、米の直接支払交付金（15,000 円/10a）が実施された。平成 23 年度からは麦・大豆等の

畑作物にも補償対象を広げた本格的実施が始まった。 

平成 25年 12 月には，戸別所得補償制度のうちの米の直接支払交付金が平成 30年度から廃止され

ることが閣議決定された。平成 26 年度から 29 年度までは、激変緩和のための経過措置として交付

単価を減額（7,500 円/10a）して実施されることとされた。この制度変更と合わせて飼料用米・米

粉用米の推進を図るための数量払い（上限 105,000 円/10a）が導入された。 

本市においても、国の制度変更に対応し、需要に応じた適正な米の生産と水田のフル活用と麦・

大豆等の本格生産に向けた施策を行っている。 

平成 29 年度の生産調整（主食用米の需給調整）は、農家数 16,426 戸に対し、作付目標面積

17,614.6ha を配分した。水稲生産実施計画書提出者は 10,430 戸、参加率 63.4％であり、主食用水

稲作付目標面積 14,493.6 ha に対し作付面積は 14,287.6ha で、達成率は 98.6％となった。 

ア 平成 29 年度生産調整実施状況 

各区農業再生 

協議会 

生産目標数量

配分戸数 

水稲生産実施計画書を提出している農業者の取組み 

生産目標 

数量 

作付目標 

面積 

主食用水稲 

作付面積 
達成率 

生産調整 

実施戸数 

A B C C/B×100 D 

(戸) (t) (ha) (ha) (%) (戸) 

北区 2,766 9,553.0 1,664.6 1,658.2 99.6 1,075

亀田郷 

(東･中央･江南区）
2,799 14,650.7 2,560.2 2,521.0 98.5 1,962

秋葉区 2,181 11,464.9 2,050.9 2,029.9 99.0 1,726

南区 2,575 13,391.8 2,329.0 2,265.2 97.3 1,476

西区 2,193 9,831.0 1,715.0 1,710.1 99.7 1,194

西蒲区 3,912 24,292.5 4,173.9 4,103.2 98.3 2,473

新潟市計 16,426 83,165.9 14,493.6 14,287.6 98.6 9,906

※平成 16年度からの生産調整は、生産目標数量・作付目標面積の配分に変更された。 

※平成 16年度からの生産調整達成は、主食用水稲作付面積と作付目標面積との比較であり、達成

率が 100％以下の場合達成となる。 
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イ 平成 29 年度生産調整の内訳                       （単位：ha） 

区 

分 
作物名 

協議会名 

計 
北区 亀田郷 秋葉区 南区 西区 西蒲区 

戦
略
作
物

麦 5.6 0.2 17.0 0.2 0.8 0.0 23.8 

大豆 42.0 73.0 85.1 399.9 12.8 618.9 1,231.7 

飼料作物 9.6 10.4 30.2 0.3 0.0 16.9 67.4 

新
規
需
要
米

米粉用米 148.1 179.4 0.2 241.4 161.0 14.2 744.3 

 うち多収性 0.0 0.0 0.0 6.5 0.0 0.0 6.5 

飼料用米 9.7 40.5 169.7 134.5 30.0 162.1 546.5 

 うち多収性 2.7 8.8 45.0 128.4 10.6 97.5 293.0 

WCS 用稲 27.6 0.0 10.1 0.0 0.0 0.0 37.7 

 加工用米 428.0 286.0 397.2 290.1 233.7 1,146.1 2,781.1 

  うち複数年 94.7 61.9 25.7 58.1 1.5 109.5 351.4 

そ
の
他
作
物

備蓄米 65.9 268.1 178.7 127.9 5.4 377.6 1,023.6 

新
規
需
要
米

わら専用等 0.0 2.6 0.1 0.0 0.1 0.0 2.8 

醸造用 0.0 0.0 2.1 3.3 0.6 1.0 7.0 

バイオ燃料用米 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

試験研究米 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

輸出用米 13.4 10.1 36.4 23.3 22.6 36.2 142.0 

非主食用の種子 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.2 

そば 1.1 1.2 0.9 0.0 0.0 3.4 6.6 

なたね 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

野菜 187.4 332.7 177.8 211.5 475.0 208.8 1,593.2 

果樹 11.2 31.6 24.4 131.3 4.7 43.7 246.9 

花き・球根類・花木 10.1 26.5 73.2 40.2 5.7 11.6 167.3 

地力増進作物 1.4 52,7 9.8 0.8 19.3 0.5 84.5 

景観形成作物 4.6 9.7 1.7 2.0 1.8 44.3 64.1 

上記以外 2.4 4.1 4.4 3.9 6.6 3.7 25.1 

不
作
付

青刈り稲（調整手法） 0.1 2.3 3.2 1.1 0.3 3.6 10.6 

調整水田 34.5 76.0 3.8 8.8 31.8 25.7 180.6 

保全管理 41.9 42.8 85.3 53.6 84.0 140.4 448.0 

土地改良通年施工 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 

養魚水田 0.1 0.5 0.2 0.2 0.1 0.0 1.1 

養魚池 0.3 0.1 0.0 0.0 0.0 0.3 0.7 

林地 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.3 0.4 

上記以外 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

上記以外 10.8 29.5 18.8 71.8 27.9 28.9 187.7 

計 1,153.2 1,551.0 1,401.1 1,939.1 1,136.3 3,095.4 10,276.1
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（８）多様な米づくり推進事業 

   平成 21 年度から自給率向上のため「水田フル活用」事業として国が助成制度を創設し、米粉用米、

飼料用米を助成対象としたため、本市の多様な米づくり「にいがたモデル」と併せ、米粉用米、飼

料用米の生産に対し支援（平成 21～23 年度）を行った。 

ニューフードバレー構想を推進するため、平成 22年度から、市内食品産業に需要が見込まれる加

工用米の地域内流通に対し支援するとともに、平成 25年度からは、新たな需要として期待の高まる

新形質米や、出荷量の拡大につながる多収穫米の取組拡大へ誘導するための加算措置を設けた。平

成 26 年度からは、水田活用の直接支払交付金の制度変更に合わせ、加工用米の複数年契約を新設し、

平成 27年度からは、市内に需要のある酒造用米の地域内流通支援を開始した。 

また、生産者と実需者のマッチングを支援するために結び付き支援会議を年 1回開催している。 

平成 29年度支援実績 

支援

種目 

地域内流通支援 加算措置 

加工用米 米粉用米 飼料用米 酒造用米 
新商品・ 

開発原料供給 

多収穫米・ 

新形質米供給 

加工用米複数年 

契約加算 

支援

面積 
1,077.5ha 618.4ha 126.6ha 33.5ha 0.0ha 346.5ha 304.8ha 

（９）環境と人にやさしい農業支援事業 

平成 21年度から、環境保全型農業支援事業（平成 15～20 年度）、エコファーマー加速推進事業（平

成 19、20 年度）、売れる米づくり推進事業（平成 18～20 年度）、及びがんばる農家支援事業に設け

ていた環境保全・資源循環型農業の推進のための機械・施設支援、園芸品目の減農薬・減化学肥料

栽培への支援、有機ＪＡＳ農産物認証支援を統合し、あわせてふゆみずたんぼ取組支援、産業用無

人ヘリコプターの運転免許取得支援を新設し、「環境保全型農業総合支援事業」を構築した。 

   平成 24 年度から、事業を「環境と人にやさしい農業支援事業」に制度継承し、環境保全型農業や

資源循環型農業に資する機械・施設の整備や、5 割減化学肥料・化学合成農薬栽培取組み等に対し

て支援を行っている。 



- 36 - 

  平成 29 年度事業の実績（概要） 

種目・事業目的 件数 事業量 
補助金額 

（千円） 

１ 環境保全型・資源循環型農業機械施設整備支援（ハード事業） 5,490 

 (1)環境保全型農業機械・施設整備支援 10 乗用草刈機ほか 1,818 

 (2)資源循環型農業機械・施設整備支援 14 もみ殻散布機ほか 3,672 

２ 選んでもらえる農産物生産支援 37,850 

 (1)５割減・減支援＋ケイ酸施用 － 5 割減＋ケイ酸面積助成 37,850 

(2)有機ＪＡＳ農産物認証者支援 0 取組認証経費 0 

３ やさしい農業取組支援 11,518 

(1)環境保全・資源循環型農業取組支援 
＜実証事業＞  

11 生分解性マルチほか 3,645 

(2) 環境保全・資源循環型農業取組支援 
＜普及事業＞ 

33 生分解性マルチほか 6,173 

(3)無人ヘリコプター運転免許取得支援 8 免許取得経費 1,700 

 合計   54,858 

（10）環境保全型農業直接支払交付金事業 

国の制度に基づき、化学肥料・化学合成農薬の 5 割低減の取組とあわせて、地球温暖化防止を目

的とした農地土壌への炭素貯留に効果の高い営農活動や生物多様性保全に効果の高い営農活動を行

うエコファーマー等に支援した。 

平成 29年度事業の実績（概要） 

取組種目 組織数 農家数 取組面積（a） 補助金額（円） 

１ 全国共通取組 3,222,830 

 5 割減・減栽培＋堆肥の施用（基本単価） 8 62 21,542 2,369,620 

 5 割減・減栽培＋堆肥の施用（特例単価） 2 32 3,022 166,210 

 有機農業 8 25 3,435 687,000 

２ 地域特認取組 244,825 

 5 割減・減栽培＋冬期湛水管理 
（有機質肥料施用，畦補強等実施）

2 6 510 102,000 

 5 割減・減栽培＋冬期湛水管理 
（有機質肥料施用，畦補強等未実施）

1 1 57 9,975 

 5 割減・減栽培＋冬期湛水管理 
（有機質肥料未施用，畦補強等実施）

1 2 442 55,250 

 5 割減・減栽培＋冬期湛水管理 
（有機質肥料未施用，畦補強等未実施）

3 4 641 64,100 

 5 割減・減栽培＋江の設置 
（作溝未実施） 

1 2 180 13,500 

合計 26 134 29,829 3,467,655 

※ 組織数、農家数、取組面積の合計は、各取組みの延べ数。補助金額は、市の一般財源分のみ計上 
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（11）新潟市野菜安定供給対策事業 

野菜生産農家の経営安定と市民への生鮮野菜安定供給を目的とし、昭和 57年に「新潟市野菜安定

供給資金協会」を設立して野菜の市場価格が著しく低落した際の価格差補てん金交付を実施してい

る。 

また、第 13業務対象期間第 3次年度の対象品目は、独自品目のかぶ、こまつな、しゅんぎく、と

うな、かきのもと、プチヴェール、モロヘイヤ、いちご(越後姫)、すいかの以上 9 品目並びに、補

完品目のねぎ、きゅうり、なす、とまと、ミニトマト、スィートコーン、えだまめ、たまねぎ、い

ちご(越後姫)、すいかの以上 10 品目、合計 19 品目であった。なお、いちご（越後姫）及びすいか

は両方の品目に含まれている。また補てん申込のあった対象品目は、下記表に示す 5品目であった。 

  平成 29 年度では、価格が年間を通して堅調に推移したことから補てん金の交付は生じなかった。 

第 13 業務対象期間第 3次年度交付予約数量出荷数量及び価格差補てん金 

(平成 29 年 4月 1日～平成 30年 3月 31 日） 

品 目 農 協・支  店 月

交付予約 

数量 

 (ｋｇ） 

対象市場 

出荷数量 

（ｋｇ） 

価格差補てん金

交付対象数量

（ｋｇ） 

価格差補てん金

合計（円） 

かぶ 
新潟みらい農協 

西ｸﾞﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 
5 68,910 68,290.00 68,290.00 0

とうな 
新潟市農協 

鳥屋野支店 

1 16,900 4,983.30 4,983.30 0

2 21,200 4,012.40 4,012.40 0

3 26,900 12,807.35 12,807.35 0

モロヘイヤ 新津さつき農協 

7 1,000 440.40 440.40 0

8 1,000 408.30 408.30 0

プチヴェール 新津さつき農協 

2 1,000 127.53 127.53 0

3 1,000 268.83 268.83 0

えだまめ 
越後中央農協 

黒埼支店 

7 13,000 32,621.00 13,000.00 0

8 19,000 47,909.00 19,000.00 0

合   計   169,910 171,868.11 123,338.11 0
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（12）試験研究事業 

生産現場における栽培技術上の課題解決に向け栽培実証試験等を実施し、栽培上の疑問点などに

ついては、新潟県経営普及課、農業総合研究所園芸研究センター、新潟地域振興局（新潟・巻の各

農業普及指導センター）、農業協同組合等と協議し解決にあたった。 

ア 栽培実証試験 

（ア） 野菜の部（6課題） 

・早生茶豆「新潟系 14号」の継続出荷体系 

・イチゴ「越後姫」の新作型実証試験（スーパー超促成作型） 

・イチゴ「越後姫」の促成作型における花芽安定化試験 

・イチゴ「越後姫」の緑色光照射によるうどんこ病抑制効果の確認 

・ホウレンソウの品種比較試験（冬期栽培） 

・おいしい野菜のブランド化・伝統野菜の維持保存（ナス、寄居カブ） 

（イ） 花きの部（5課題） 

・ストックの被覆資材試験（春播き、夏播き） 

・小ギクの品種展示（7・8月咲き） 

・スプレーギクの品種展示（秋咲き系） 

・ヒマワリの播種期別品種特性試験 

・シンテッポウユリの品質改善（ウイルスフリー苗作出） 

（ウ）果樹の部【見本展示】（9課題） 

・ナシ・ブドウの根域制限栽培 

・ナシのＹ字ジョイント・改良ムカデ整枝栽培 

   ・リンゴ新わい化栽培展示

  ・ナシ樹体ジョイント栽培展示 

   ・モモＹ字栽培展示 

   ・イチジク品種展示 

   ・小果樹類品種展示 

   ・ブドウハウス栽培展示 

・品種展示（ナシ・ブドウ・ウメ・カキ） 

（エ）薬用植物の部（2課題） 

・完全閉鎖型植物工場におけるオタネニンジンの栽培実証実験 

・市内の栽培に適する薬用植物の探索 

イ 土壌分析 

栽培指導の一環として、作物栽培の基本となる「土壌」の分析及び診断を行い、適正な肥培管

理の推進による安定生産と品質向上を図るとともに、過剰施肥の防止による環境への負担軽減を

図ることを目的に土壌分析を実施した。 
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平成 29 年度土壌分析実績 

水田土壌 

水田以外の土壌 

合計 露地 施設 
果樹 その他 

野菜 花卉 野菜 花卉 

44 37 10 98 39 20 5 253 

ウ 大学等との共同研究 

・ゲノム科学による新形質ソバの作出（新潟薬科大学） 

・薬用植物の試験栽培及び植物工場における実証栽培等の検討（新潟薬科大学） 

・イチゴ「越後姫」における緑色 LED 照射による病害抵抗性誘導の調査研究（新潟薬科大学） 

・健康を支援する地域農・食品のブランド化（大麦・薬草）（新潟薬科大学） 

(13) ６次産業化サポート事業 

   農業活性化研究センターにおいて、生産・加工・販売までマーケットに対応した農産物の付加価値

向上や６次産業化・農商工連携など農業者の新事業展開を支援するため、(公財)新潟市産業振興財団

と連携し、専門家による相談と農業者向けビジネス入門セミナーやフードメッセでの６次産業化優良

事例表彰を実施した。また、アグリパーク食品加工支援センターと連携し、新潟の伝統野菜の紹介や

食べ方の提案・試食会を実施した。 

６次産業化・農商工連携支援補助金により、農業者及び食品関連企業を対象に、新たな事業展開に

必要となる加工機械・施設整備支援及び販路拡大支援、機能性成分調査支援を行った。 

多様な事業者が参画する６次産業化ネットワークを構築し、新たな食と健康の地域ブランドを作る

ため、(公財)食の新潟国際賞財団と連携し、各種事業を行った。 

 ア 相談事業 

  (ア)専門家 

 担当者名 専門分野 

農業活性化 

研究センター 

名 誉 所 長 伊藤 忠雄 農業経営・経済，農村計画 

顧 問 平山 匡夫 食品機能性 

非常勤嘱託 小田切 文朗 野菜栽培・育種 

非常勤嘱託 谷 稔 果樹栽培 

非常勤嘱託 椎葉 彰典 

（IPC 食の技術コーディネーター） 

食品加工全般，冷凍加工技術 

衛生・品質管理 

(公財)新潟市 

産業振興財団 

(新潟 IPC財団) 

技術コーディネーター 江川 和徳 米の加工，６次産業化 

統括プロジェクトマネージャー 

百合岡 雅博 
マーケティング 
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 (イ)相談実績 

   件数 48 件 

栽培・技術関連 4 件(技術・品種、土壌・肥料など) 

６次産業化関連 32 件(加工開発、販路開拓など) 

その他 12件 

 イ セミナー事業 

 （ア） 事業の実績 

実施月 タイトル 参加数 

5 月 ワークショップで学ぶ商品規格 14 人 

6 月 超入門シリーズ第 1弾「販路拡大のコツ」 9 人 

７月 超入門シリーズ第 2弾「FCP シート活用講座」  10 人 

７月 超入門シリーズ第 3弾「FCP シート作成講座」 11 人 

8 月 FCP シート実践講座  7 人 

8 月 もみがらを使った土づくり 14 人 

11 月 農産品加工者のための商談力アップ講座  4 人 

12 月 雇用定着に向けた雇用環境の改善点について 6 人 

1 月 これからの農業経営（プレ・ビギナー農業者向け） 20 人 

2 月 これからの農業経営（中堅農業者向け） 8 人 

2 月 売上＆利益アップの基礎知識 4 人 

3 月 話題の大麦作ってみませんか 12 人 

3 月 わたしの 6次化物語 3 人 

  122 人 
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ウ ６次産業化・農商工連携支援補助金 

（ア） 事業の実績 

種目・事業目的 件数 事業内容 
補助金額 

（千円） 

１ 機械・施設整備支援 5  3,220 

 加工食品供給 5 食品施設、黒にんにく製造機ほか 3,220 

 農産物等直売所 0  0 

 直飲・直食施設 0  0 

２ 販売支援 2  622 

農産物等直売所 0  0 

直飲・直食施設 0  0 

地場農産物販路拡大 2 顧客管理システム，GI 販促資材 622 

３ 機能性成分調査支援 0  0 

地場農産物販路拡大 0  0 

 加工食品供給 0  0 

合計 7  3,842 

エ ６次産業化ネットワークの構築 

  (ア)産学官ネットワーク推進事業 

ＦＩＯＮ分科会の開催 

(イ)にいがたフードイノベーションネットワーク活動 

ネットワーク通信の発行 

「新潟の食の付加価値を考えるセミナー」の開催 

（14）農産物高付加価値化推進事業 

ア 柿葉プロジェクト 

  食と花の銘産品に指定されている柿生産の後継者不足が課題となっている中、果実以外の利用

されていない剪定若葉の機能性（柿葉ポリフェノール）に着目し、柿葉に含まれる機能性成分

に関するヒト臨床試験を実施し、その健康機能性の評価を学術論文誌に掲載した。これらの情

報を活用し、食品へ応用してもらうためのセミナーを開催した。 

イ 農産物高付加価値化プロジェクト 

  農産物の消費者ニーズを踏まえ、ゲノム情報に裏打ちされた農産物の付加価値向上を図り、農

業所得の向上や農業を中心とした地域経済の活性化に貢献していくことを目的に、県内外の枝

豆 44 品種の代謝成分や香気成分分析（メタボローム解析）、代謝産物の定量分析及び比較ゲノ

ム解析を実施し、育種に向けての基盤整備のために DNA マイクロアレイを作製した。 
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  ウ 大麦プロジェクト 

    機能性成分の高い大麦を製品として実需者へ提案し、実需者側からの要求による農産物の生産

を行うことで生産者単価を向上させ、大麦の生産性と品質の向上を目指す。 

産学官連携で機能性食品化への取り組みを行うため、新潟市オオムギ研究会を設立し、大麦利

活用についての検討を行った。また、原料となる大麦の作付けを実施した。 
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（15）畜産振興事業 

ア 畜産経営支援事業 

 畜産業の振興及び畜産経営環境の整備を行うことにより、地域社会と調和した畜産経営の安定的

な発展のための取組に対し支援した。 

 平成 29年度事業の実績（概要） 

種目・事業目的 件数 事業量 
補助金額 

（千円） 

（ア）畜産振興機械・施設整備支援 2 自動餌寄せ機ほか 1,416 

（イ）堆肥化施設維持管理支援 4 浄化槽修繕ほか 2,797 

合計   4,213 

イ 家畜防疫推進事業 

   経営の安定化と畜産物の安定供給を目的に、法定伝染病を中心とした疾病のワクチン接種並びに

法定検査に対し助成を行い、家畜伝染病の発生予防対策を推進した。 

   平成 29 年度事業の実績（概要） 

（ア） 家畜伝染病予防注射実績 

対象ワクチン 実績頭数 

豚日本脳炎（生） 1,020 

豚日本脳炎（不活化） 1,379 

豚日脳炎（パルボ） 1,654 

豚丹毒（生） 0 

豚丹毒（不活化） 2,242 

豚マイコプラズマ病 42,619 

豚流行性下痢 760 

牛アカバネ病 38 

牛伝染性鼻気管炎 0 

牛 5種混合 460 

牛 6種混合 0 

牛ヘモフィルス感染症 0 

牛コロナウィルス 204 

（イ） 家畜伝染病検査実績 

対象検査 実績頭数 

牛ブルセラ病 125  

牛結核病 125  

牛ヨーネ病 149  
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（16）食と花の銘産品事業 

ア 目的 

全国に向けて自慢できる本市の園芸品目、畜産物及び水産物（以下、農水畜産物）を「新潟市

食と花の銘産品」に指定し、関係機関・団体と協力し、市内外に向けて積極的に情報発信すると

ともに、消費拡大等を支援することにより、本市の農水畜産業のさらなる振興を図る。 

イ 概況 

平成 15 年度までに、新テッポウユリ「ホワイト阿賀」、「にいがた十全なす」、「新潟すいか」，

「くろさき茶豆」、「女池菜」の 5品目を「園芸銘産品」（現、食と花の銘産品）に指定した。 

平成 17 年に近隣 13 市町村と広域合併し、全国トップクラスの大農業都市になったことから、

11 月に西洋なし「ル レクチエ」と食用菊「かきのもと」の 2 品目を、18 年 2 月に、いちご「越

後姫」、トマト（大玉系）、やきなす、ながいも、日本なし「新高」、「新興」、ぶどう「巨峰」、う

め「藤五郎梅」、かき「越王おけさ柿」、チューリップ（球根・切花）、アザレア及びボケの 12 品

目、計 14 品目を「食と花のにいがた」を代表する「園芸銘産品」（現、食と花の銘産品）として

新たに指定した。 

平成 19年度には、畜産・水産物を新たに対象に加えた「食と花の銘産品事業」に改め「しろね

ポーク」と「南蛮えび」、「さくらます」、「あまだい」、「やなぎがれい」及び「のどぐろ」を指定

品目に加えた。 

平成 21年度には、「クリスマスローズ」を指定品目に加えた。 

平成 24年度には、いちじく「越の雫」を指定品目に加えた。 

平成 29年度は、「さつまいも「いもジェンヌ」」の生産団体が行う消費宣伝活動等ＰＲ事業に対

して支援を実施した。 

平成 30 年度には、「やわ肌ねぎ」、「さつまいも「いもジェンヌ」」を指定品目に加え、現在 29

品目により事業を展開している。 



- 45 - 

ウ 食と花の銘産品指定品目数・出荷額等 

平成 29年度 27 品目 4,555,153 千円  

新潟市食と花の銘産品 指定品目一覧 

No. 区分 品目 生産団体又は生産地区 
指定 

年度 

1 花き 
新テッポウユリ「ホワイト

阿賀」 
ホワイト阿賀生産推進委員会 11 

2 野菜 にいがた十全なす JA 新潟市なす部会 12 

3 野菜 新潟すいか 
JA 新潟市すいか部会 

JA 新潟みらいすいか部会
15 

4 野菜 くろさき茶豆 黒埼地区茶豆組合協議会 15 

5 野菜 女池菜 女池女池菜生産組合 15 

6 果樹 西洋なし「ル レクチエ」 市内全域 17 

7 野菜 食用菊「かきのもと」 JA 新潟みらい食用菊部会 17 

8 野菜 いちご「越後姫」 市内全域 17 

9 野菜 トマト（大玉系） 豊栄，濁川 17 

10 野菜 やきなす 豊栄 17 

11 野菜 ながいも 横越，巻 17 

12 果樹 日本なし「新高」 市内全域 17 

13 果樹 日本なし「新興」 市内全域 17 

14 果樹 ブドウ「巨峰」 白根，中之口，月潟 17 

15 果樹 うめ「藤五郎」 亀田 17 

16 果樹 かき「越王おけさ柿」 巻 17 

17 花き 
チューリップ（切花・球

根） 
市内全域 17 

18 花き アザレア 新津，小須戸，白根 17 

19 花き ボケ 新津，小須戸，白根 17 

20 畜産物 しろねポーク JA 新潟みらい白根畜産部会 19 

21 水産物 南蛮えび － 19 

22 水産物 さくらます － 19 

23 水産物 あまだい － 19 

24 水産物 やなぎがれい － 19 

25 水産物 のどぐろ － 19 

26 花き クリスマスローズ 
新潟県花き出荷組合クリスマ

スローズ部会 
21 

27 果樹 いちじく「越の雫」 JA 越後中央いちじく部会 24 

28 野菜 やわ肌ねぎ 市内全域 30 

29 野菜 
さつまいも「いもジェン

ヌ」 
JA 新潟みらいかんしょ部会 30 

（17）食文化創造都市推進事業 

ア 目的 

  本市の強みである食や食文化の素晴らしさに目を向け、これらを産業の活性化や交流の拡大な

どにつなげ創造的なまちづくりを推進するため、食の魅力のさらなる向上や創出、市内外への発

信の強化を図る。 
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イ 事業内容 

 （ア）食文化創造都市推進会議支援事業 

    食文化創造都市の推進を図るため、産官学民が連携し立ち上げた食文化創造都市推進会議を支

援する。セミナー・交流会の開催によりネットワークの構築を図るとともに、会員の異業種連携

により行う推進プロジェクトへの事業費助成を実施。 

   a セミナー・交流会の開催 

    第 1回 日時：平成 29 年 7月 27 日（木）15:15～19:30 

        会場：ホテルイタリア軒 

        内容：講演「レストランバスが扉を開いた新潟ガストロノミーツーリズム」 

        講師：（公財）新潟観光コンベンション協会 事務局次長 横山 裕 

    第 2回 日時：平成 30 年 2月 2日（金）15:00～20:00 

        会場：ホテルイタリア軒 

        内容：講演①「食文化による地域活性化の取り組み」 

           講演②「食を生かした地域拠点づくり」 

        講師：①アーツカウンシル新潟 プログラムディレクター 杉浦 幹男 

           ②㈲風間総合サービス 代表取締役 風間 教司 

 （イ）生産者・料理人・消費者の関係づくり支援事業 

   生産者・料理人・消費者が交流する場を創出し、相互理解を深めることで本市の食文化への理

解の深化を図るため、料理教室と農業体験を組合せたツアー「農家の日」を開催。 

 a 開催日 平成 29年 11 月 3日（金・祝），4日（土）、5日（日）， 

平成 30年 2 月 24 日（土），25日（日）、3月 3日（土） 

b延べ参加者数 105 人 

 （ウ）レストランバス等を活用したコンテンツ開発 

    レストランバスを活用して食と農と様々な地域資源を結び、地域の魅力を一体的に体験できる

観光形態「ガストロノミーツーリズム」を構築し、本市の食文化の魅力を広く発信するとともに、

食に関わる人々の関係づくりを推進する。 

   a 実施期間 平成 29年 4月 1 日（土）～6月 30 日（金） 

   b 延べ参加者数 1,181 人 

（18）食と花の世界フォーラムにいがた

ア 食と花の世界フォーラムにいがた 2017 

 新潟市が誇る食と花の魅力と個性を国内外に広く発信するとともに、産官学が連携して世界に

貢献できる都市ブランドを構築するため、食の国際見本市事業等を展開した。 

  （ア）第 9回食の国際見本市（フードメッセ inにいがた 2017） 

本州日本海側最大の食の国際見本市。32都府県、海外 4ヶ国から 450 社が出展、来場者 10,033

名。一次産業から厨房機器、食の安全管理のほか、セミナーや災害食コーナー、にいがた 6次
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化フェアを開催するともに、輸出商談会、6 次化大賞を同時開催することで、総合性の高い見

本市となった。 

ａ 開催期間 平成 29年 11 月 8 日（水）～11月 10 日（金）

ｂ 会場 朱鷺メッセ（新潟市中央区） 

   （イ）食と健康フォーラム 2017 

「食と健康」について広く市民に発信するとを趣旨とし、学術面の成果を広く市民に還元す

るとともに、市民に食と健康に対する意識を深め、市民の健康増進に寄与することを目的に 

開催した。内容は未病と糖尿病をテーマに、「未病を知って、健康寿命！」「糖尿病とその合併

症を予防するために」を講演するほか、関連商品の試食配布等説明会を実施した。 

ａ 開催期間 平成 29年 11 月 11 日（土）

ｂ 会場 新潟日報メディアシップ（新潟市中央区） 

ｃ 参加者数  73 人 

（ウ）花き産業振興事業（にいがたフラワーフェスタ～趣味の園芸フェア inにいがた～）

    全国一の産地であるアザレアをメインテーマに、ＮＨＫ趣味の園芸とタイアップして新潟

市の花の魅力や楽しみ方を全国に発信し、認知度向上と需要拡大を図るため開催した。 

    第 1 部の公開収録は、番組ナビゲーターの三上真史氏と新潟県立植物園副園長の倉重祐二

氏を講師にアザレアの特徴や栽培方法、新品種を紹介した。第 2 部のトークイベントは、第

1 部の 2 人に番組ナレーターの笠原留美氏と新潟市内のアザレア、ボケ生産者の 2 人が加わ

り、新品種や花卉の生産について語った。会場ではアザレアタワーの展示し、来場者へ配布

した。 

      収録された内容は「NHK E テレ趣味の園芸」として平成 30年 2月 25 日に全国放送された。 

ａ 開催期間 平成 30年 1 月 28 日（日）

ｂ 会場 いくとぴあ食花 花と緑の展示館（新潟市中央区） 

ｃ 参加者数  192 人 

（19）地場産学校給食推進事業 

安全で良質な地場農産物を学校給食に供給することにより、学校給食の充実、食育の推進、地場

農産物の生産振興・消費拡大を図るため、学校給食統一米価格と地場産の環境保全型栽培コシヒカ

リ価格の差額の前期分（4月～10月）及び各区の取り組みについて助成を行った。 

ア 環境保全型栽培コシヒカリ米飯給食差額助成 

自校方式及びセンター方式で給食を実施している小・中学校、特別支援学校、幼稚園（147 校・

園）を対象に、地場産の環境保全型栽培コシヒカリ（化学肥料と農薬をそれぞれ５割以上減らし、

環境に配慮した栽培方法により生産されたコシヒカリ）を使用した米飯給食を実施した。 
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対象校 市内の自校方式及びセンター方式で給食を実施している小・中学

校、特別支援学校、幼稚園  147 校・園 

実施期間 平成 29 年 4 月から平成 29 年 10 月まで 

統一米との差額助成額 19,950 千円 

イ 地場産学校給食推進のためのモデル事業 

地場農産物を積極的に取り入れた学校給食を推進するため、地域の関係者との協働により、地

域の実情に応じたモデル事業を行った。 

実施地区 内容 

北区（木崎・笹山・松浜・太夫

浜） 
地場農産物を利用した料理講習会の実施 

東区（大形） 
地場産馬鈴薯、やわ肌ねぎの収穫体験を行い、地元生産者との交流給食会を

実施 

江南区（曽野木） 地元生産者との会食、地場産農産物の紹介と現物の展示 

江南区（大江山） 地元農産物のイチゴ収穫と加工体験 

秋葉区（区全体） 地域特産のさといも、プチヴェール、おけさ柿、キャベツの紹介と現物の展示 

秋葉区（小須戸・新津東部） 
栄養士、直売所部会員が給食時間に合わせて幼稚園・小・中学校を訪問し、地

場農産物に関する話及び会食を実施 

秋葉区（新津西部） 
農産物を納入している直売所部会員等が調理現場を見学し、意見交換及び会

食を実施 

秋葉区（小須戸） 
栄養士、農産物を納入している直売所部会員が、全国学校給食週間の給食時

間に合わせて小学校を訪問し、地産地消に関する話及び会食を実施 

南区（区全体） 
地場産小松菜の商品開発や農産物の活用を促すため、粉末を使用した食品を

試作し、学校給食への利用・アンケート調査を実施 

南区（味方） 
地場産さといもの収穫体験及び地元生産者組織に地場農産物の円滑な導入の

ためのコーディネートを委託 

西区（区全体） 

地域特産のさつまいも「いもジェンヌ」を使用した給食レシピを一般公募し、選考

された献立を小学校の給食で提供するとともに、献立や「いもジェンヌ」の紹介を

掲載した「食育だより」を作成し、全児童へ配布 

西蒲区（区全体） 
地元直売所や地元生産者団体に地場産農産物の円滑な導入のためのコーディ

ネートを委託 

西蒲区（岩室和納） 
地元生産者を講師に招き、植付け・収穫体験及び収穫した大豆で味噌づくり体

験を実施 

西蒲区（西川） 
地区内の全小学校に地元生産者が訪問し、地域特産のそらまめのサヤ取り体験

の実施 

西蒲区（潟東） 特産品カモ肉を使用し、関係者と交流給食会を実施 
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（20）国家戦略特区推進事業 

ア 指定までの経緯 

・平成 23年度 ﾆｭｰﾌｰﾄﾞﾊﾞﾚｰ構想によるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始 

・平成 25年 9月 5 日 「ﾆｭｰﾌｰﾄﾞﾊﾞﾚｰ特区」「環日本海ｹﾞｰﾄｳｪｲ特区」「簇業特区」を提案 

・平成 26年 5月 1 日 大規模農業の改革拠点として国家戦略特区指定 

イ 区域方針(平成 26年 5 月 1日内閣総理大臣決定) 

(目的)地域の高品質な農産物及び高い生産力を活かし革新的な農業を実践するとともに、食

品関連産業も含めた産学官の連携を通じ、農業の生産性向上および農産物・食品の高付加価

値化を実現し、農業の国際競争力強化のための拠点を形成する。 

ウ 区域会議及び諮問会議(新潟市関連分) 

平成 26年 7 月 18 日 第 1回区域会議 区域計画素案について 

平成 26年 12 月 3日 第 2回区域会議 認定申請を行う区域計画について 

平成 26年 12 月 19 日 第 10 回諮問会議 区域計画の認定について 

平成 27年 6 月 9日 第 3回区域会議 認定申請を行う区域計画について 

平成 27年 6 月 29 日 第 14 回諮問会議 区域計画の認定について 

平成 27年 11 月 26 日 第 4回区域会議 認定申請を行う区域計画について 

平成 27年 11 月 27 日 第 17 回諮問会議 区域計画の認定について 

平成 28年 3 月 24 日 第 5回区域会議 １次指定区域に係る評価について 

平成 28年 8 月 31 日 第 6回区域会議 認定申請を行う区域計画について 

平成 28年 9 月 9日 第 23 回諮問会議 区域計画の認定について 

平成 29年 3 月 6日 第 29 回諮問会議 指定 10区域の中間評価について 

平成 29年 4 月 20 日 第 7回区域会議 認定申請を行う区域計画について 

平成 29年 5 月 16 日 第 8回区域会議 指定 10区域の評価について 

平成 29年 5 月 22 日 第 30 回諮問会議 指定 10区域の評価について 

平成 30年 3 月 8日 第 9回区域会議 認定申請を行う区域計画について 

平成 30年 3 月 9日 第 33 回諮問会議 区域計画の認定について 
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エ 規制緩和事項（農業関連） 

項目 計画認定日 実施主体 内容等（H30.3 末時点） 

農業生産法人に係

る農地法等の特例 

H26.12.19 
㈱ﾛｰｿﾝ 

H27.3.25 ㈱ﾛｰｿﾝﾌｧｰﾑ新潟設立

(全国初の特例農業法人) 

新潟麦酒㈱ H27.11.26 ㈱ﾋﾞｱﾌｧｰﾑ設立 

H27.6.29 

㈱新潟ｸﾎﾞﾀ H27.9.18 ㈱NK ﾌｧｰﾑ新潟設立 

㈱WPPC H27.11.26 ㈱ｸﾞﾘｰﾝｽﾞｸﾞﾘｰﾝ設立 

㈱ｾﾌﾞﾝﾌｧｰﾑ新潟 H27.8.27 ㈱ｾﾌﾞﾝﾌｧｰﾑ新潟市設立 

㈱ars-dining H27.7.31 特例農業法人へ移行 

㈱ｱｲｴｽｴﾌﾈｯﾄﾗｲﾌ新潟 H27.8.27 ㈱たくみﾌｧｰﾑ設立 

H27.11.27 
東日本旅客鉄道㈱ H27.2.22 ㈱JR 新潟ﾌｧｰﾑ設立 

㈱ひらせいﾎｰﾑｾﾝﾀｰ H27.2.22 ㈱ひらせいﾌｧｰﾑ設立 

農業委員会と市の

事務分担に係る特

例 

H26.12.19 新潟市 企業参入に係る部分のみ分担 

H27.11.27 新潟市 
H28.4 から企業参入以外も分担 

農家ﾚｽﾄﾗﾝの設置に

係る特例 
H26.12.19 

㈲ﾌｼﾞﾀﾌｧｰﾑ 
H28.3.18 全国初の農家ﾚｽﾄﾗﾝ 

「ﾗ･ﾋﾞｽﾃｯｶ」ｵｰﾌﾟﾝ 

㈲ﾜｲｴｽｱｸﾞﾘﾌﾟﾗﾝﾄ 
H28.5.20 農園のカフェ厨房「ﾄﾈﾘ

ｺ」ｵｰﾌﾟﾝ 

㈲高儀農場 H28.5.14｢ﾗ･ﾄﾗｯﾄﾘｱ･ｴｽﾄﾙﾄ｣ｵｰﾌﾟﾝ 

農業への信用保証

制度の適用 
H26.12.19 新潟市 

H27.1 から運用開始 

22 件，約 2億 4千万円の融資実行 

課税の特例措置 H27.11.27 ｳｫｰﾀｰｾﾙ㈱及び㈱IHI 
H28.3 から革新的な農業情報ｻｰﾋﾞ

ｽの研究開発を実施 

雇用労働相談ｾﾝﾀｰ

の設置 
H27.6.29 

内閣府、厚生労働省、 

新潟市 

H27.10.29 開設 

延べ相談件数：1,479 件 

（農業関連：152 件） 

旅館業法の特例 H29.5.22 新潟市 

H29.7.27 から運用開始 

外国人農業支援人

材の受入れに係る

出入国管理及び難

民認定法の特例 

H30.3.9 

内閣府、東京入国管理

局、新潟労働局、北陸

農政局、新潟市 

H30.5.23 から運用開始予定 



- 51 - 

オ 特区効果(農業分野に関する連携協定等)の状況 

時期 内容 関連企業 

平成 27年 1 月 農産物高付加価値化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関する連携協

定締結 

㈱電通，ｹﾞﾉﾒﾃﾞｨｱ㈱ 

平成 27年 2 月 地域活性化包括連携協定締結 ㈱ぐるなび 

平成 27年 3 月 高付加価値・低ｺｽﾄな植物工場の実証開始 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ㈱ 

平成 27年 5 月 革新的稲作営農管理ｼｽﾃﾑ実証ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関す

る連携協定締結 

㈱NTT ﾄﾞｺﾓ，ﾍﾞｼﾞﾀﾘｱ㈱， 

ｳｫｰﾀｰｾﾙ㈱ 

平成 27年 7 月 独自の ek ﾚｼﾋﾟを活かした栽培指導ﾂｰﾙの開発 PS ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 

平成 27年 10 月 長距離無線通信を活用した圃場ｾﾝｼﾝｸﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ

のﾄﾗｲｱﾙ実施 

NTT 東日本㈱ 

平成 28年 9 月 新潟市ﾄﾞﾛｰﾝ実証ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに関する連携協定締

結 

㈱NTT ﾄﾞｺﾓ，ﾍﾞｼﾞﾀﾘｱ㈱，㈱自

律制御ｼｽﾃﾑ研究所，ｴｱﾛｾﾝｽ㈱ 

平成 29年 5 月 ICT 田植機による田植えの実証実験 ㈱ヰｾｷ信越 

平成 29年 8 月 ﾄﾞﾛｰﾝによる水稲の薬剤散布の実証実験 ㈱ﾛｰｿﾝﾌｧｰﾑ新潟、㈱新潟ｸﾎﾞﾀ 

平成 29 年 9 月 ICT コンバインによる稲刈りの実証実験 ㈱ヰｾｷ信越 

カ ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ総合相談窓口 

(ア) 目  的  国家戦略特区の指定を契機に民間企業等から寄せられた様々な提案を実現 

させてきたﾉｳﾊｳを活かし、本市がｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ役となることで、規制緩和の活用 

の有無を問わず、革新的農業の実践を図る取り組みを支援するもの。 

(イ) 受付時間  月曜～金曜 8:30～17:15（祝日，年末年始を除く） 

(ウ) 対 象 者  本市においてｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽに取り組もうと考える農業者、企業、大学等 

(エ) 支援内容  ・専門家によるﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝの構築 

          ・連携先農家や企業、大学等の紹介 

          ・国家戦略特区（規制緩和）の活用 

          ・補助金の活用支援やﾌｧﾝﾄﾞの紹介 など 
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（21）12 次産業化の推進 

6 次産業化の取組みに加え、本市が有する広大な農地、恵み豊かな里山などの自然環境といった

豊富で多様な田園資源を、生活に密着する分野にも活かしていくことで、産業や雇用の創出を図る

とともに、全ての市民が地域への愛着と誇りを持ちながら、健康で生き生きと安心・安全に暮らせ

るまちづくりを目指す「12次産業化」の推進に取り組んだ。 

平成 29年度は、民間事業者の取組みを促進するため、セミナーの開催や啓発用リーフレットの作

成・配布を行ったほか、優良事例表彰制度を創設して民間事業者による独創的で効果的な取組を表

彰するなど、12 次産業化の認知度の向上を図ったほか、12 次産業化に関連する市の施策 74 事業に

ついて組織横断的に取り組んだ。 

ア 12 次産業化関連セミナー 

開催日 セミナー名 参加者数 

平成 29年 1 月 25 日（水） 
農福連携セミナー 「田園資源×障がい福祉 

これからの農福連携」 
89 人 

平成 30年 1 月 17 日（水） 
新潟の食の付加価値を考えるセミナー 

「機能性表示食品の可能性」 
41 人 

平成 30年 2 月 15 日（木） 
農福連携セミナー 「農福連携の“これから”

～農産物加工のはじめの一歩～」 
70 人 

イ 12 次産業化関連事業数（分野別） 

 子育て 教育 
保健 

医療 
福祉 

ｴﾈﾙｷﾞｰ 

環境 
交流 その他 計 

H28 年度 7 7 13 14 6 11 2 60 

H29 年度 8 9 17 14 6 17 3 74 
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（22）新潟発 わくわく教育ファーム推進事業 

ア 農業体験学習の推進 

学習と農業体験が結びついたプログラム「アグリ・スタディ・プログラム」などに沿った農業

体験学習を推進した（以下の数字は市内の園・校の延べ実施数）。 

  （ア）アグリパーク 

    ・ 実施園・校 168 園・校（うち宿泊は 23校） 

    ・ 参加人数  8,544 人（うち宿泊は 749 人） 

  （イ）いくとぴあ食花（※団体体験プログラムは除く） 

    ・ 実施園・校 3 園・校 

    ・ 参加人数  186 人 

（ウ）子ども農業体験交流事業 

  総務省・文部科学省・農林水産省連携の「子ども農山漁村交流プロジェクト」を受け、小学生

の市域内での宿泊を伴う農業体験・交流を実施した。 

・ 実施校  1 校 

・ 参加人数 16 人 

（エ） 学校教育田設置事業 

田植え・稲刈り及び収穫祭等、年間の農作業体験を通じて、米の消費拡大と次世代を担う子ど

もたちに農業及び米に対する理解を深めてもらうとともに、米を中心とした日本型食生活の普及

及び定着化を図るため、係る経費について助成を行った。市内の農業協同組合が事業主体となる。 

   区別参加校数 

区名 北区 東区 中央区 江南区 秋葉区 南区 西区 西蒲区 計 

参加校数 10 9 9 11 12 8 13 9 81 

[参加校数内訳] 小学校 76 校 中学校 4校 特別支援１校 

農協別事業実績 

農協別内訳 
実施校数 

（校） 

事業量 

（a） 

補助金額 

（円） 
助成単価 

新潟市農業協同組合 30 232.21 4,086,896 

新潟みらい農業協同組合 25 204.60 3,600,960 

新津さつき農業協同組合 12 74.90 1,318,240 

越後中央農業協同組合 14 96.85 1,704,560 

計 81 608.56 10,710,656 

10a 当り
176,000 円 

※助成対象面積基準 
・1 学級     5a 
・2～3 学級  10a 
・4～5 学級  15a 
・6 学級以上 20a 
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（23）食育の推進 

ア 食育推進計画推進事業 

 新潟市食育推進計画に基づき、食・農・健康・環境・文化など、多岐にわたる様々な問題を解

消して、市民一人ひとりが生涯にわたって健全な心と身体を培い、豊かな人間性を育むことがで

きる、いきいき暮らせる活力ある住みよいまち“新潟”の実現を目指し、本市の特色ある基盤を

生かした「食育」を推進した。 

（ア）「食育の日」の普及啓発 

   年 3回（6月、10月、3月）の食育の日に、食育の普及啓発活動の一環として、下記の取組を

実施した。 

ａ 飲食店における特別メニューの提供（平成 18年度から実施） 

地場の旬の食材の使用や野菜の使用量、食事バランスに配慮した特別メニューを提供（平

成 30 年 3月：16社 23 店舗）。 

ｂ スーパーマーケット等における取組（平成 19年度から実施） 

食に関するリーフレット等を配布するほか、地場産食材の販売やメニューの提案など、独

自の取組を実施 

（平成 30年 3月：12社 91店舗）。 

（イ）食育マスターの登録，派遣 

食育に関する優れた知識、技術、技能及び経験を有する人材を「食育マスター」として

登録し、学校、職場、市民団体等が行う食育活動へ派遣することで、食育活動の推進を図

った。（平成 24年度創設） 

平成 29 年度 登録者数 個人 97 人、団体 15 団体 派遣回数 217 回（のべ 521 人派遣） 

イ 「にいがた流 食生活」実践事業（平成 23年度から実施） 

本市で生産される米や食材を生かした日本型食生活の実践などを柱とする「にいがた流 食生活」

を推進するため、食育・花育センターを拠点に、季節の料理教室や各種食育体験プログラム等を

191回提供した。 

（24）花育の推進 

  全国に誇る花の大産地である本市が、「花や緑」を大切に育み、一層こころ豊かなまちとなること

で、名実ともに「食と花の政令市にいがた」をつくりあげることを目的に、市民をはじめ、生産や

流通、販売、そして教育や福祉に携わる多くの皆様と行政等が一体となり花育を推進している。 

ア 花育推進事業 

（ア）花育推進計画の進行管理 

   「第 2次新潟市花育推進計画（H27～H34）」の着実な実行に向け、学識経験者や花の生産・販

売関係者、市民活動団体の代表者などで構成する「新潟市花育推進委員会」において、計画の

進捗状況についての評価や今後の推進方策について検討を行った。 

平成 29年度は委員会を 2回開催 
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（イ）花育関連講座等の開催 

   市民の園芸に対する多様なニーズに応じた園芸講座、イベント等での花育 

体験活動など 

   平成 29 年度は 85回開催 

（ウ）展示会の開催 

らんや盆栽等、園芸に関する市民団体等が日頃の活動の成果を発表。また，生産者団体によ

る展示即売会を開催し、市内産の花をＰＲ。平成 29年度は 20回開催 

（エ）園芸相談の実施 

植物の病気や害虫の駆除方法、用土の配合など、市民の園芸に関する質問や相談に答える。 

平成 29年度は 6422 件 

（オ）アトリウム，花壇等における植栽展示 

ａ アトリウム展示 

市内産の鉢物を中心とした草花等を展示した。 

    ｂ 屋上緑化（食の広場、花の広場） 

センター本館の屋上では、「食の広場」としてにいがたの食文化にちなんだ作物を栽培展

示し，「花の広場」はカラーリーフガーデンとして展示した。 

    ｃ 屋外見本園・花壇 

      新潟の気候・風土に合ったものを中心に草花、花木、樹木等を展示した。 

  （カ）花育マスターの登録、派遣 

     地域における花育を推進するため、花や緑に関する専門家を、「新潟市花育マスター」として

登録し、学校、職場、市民団体等が行う花育活動の講師、インストラクターとして派遣した。 

平成 29 年度 登録者数 個人 149 人、団体 2団体 派遣回数 157 回 

 （キ）花育総合情報サイトの運営 

    花や緑に親しめるイベント情報や家庭園芸の楽しみ方、新潟市の花育の取り組み、四季折々

の花の見ごろを紹介する花ごよみを掲載するなど、市内の花や緑に関する情報を一元化したサ

イトを平成 22年 10 月に開設し、運営している。 

 （ク）花育通信の発行 

    市内の花育活動団体の活動状況や花育に関する制度の紹介などを掲載した花育情報誌「花育

通信」を発行した。平成 29 年度 4回発行 
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（25）食と花の交流推進事業 

   ア 食育・花育センター季節イベントの開催 

食育・花育センターにおいて、食育、花育や農業に関する体験の機会として、いくとぴあ食

花内各施設と連携し季節に応じたイベントを開催した。 

イベント名 開催日 来場者数 

春いくフェスタ 平成 29 年 4 月 8 日（土）～9日（日） 7,418 人 

ゴールデンウィークスペシャル 平成 29 年 5 月 3 日（水）～7日（日） 18,388 人 

夏休みこどもまつり 平成 29 年 7 月 22 日（土）～23 日（日） 6,430 人 

動物ふれあいフェスタ 平成 29 年 9 月 23 日（土） 2,976 人 

秋の収穫感謝祭 平成 29 年 10 月 7 日（土）～8 日（日） 6,629 人 

クリスマスフェスタ 平成 29 年 12 月 23 日（土）～24 日（日） 4,104 人 

バレンタインフェスタ 平成 30 年 2 月 11 日（日） 1,262 人 

春花・舞花 平成 30 年 3 月 3 日（土）～4日（日） 4,546 人 

   イ 食育・花育センター小学校・保育園等団体体験プログラムの実施 

     食育・花育センターにおいて、食育・花育について体験を通して楽しみながら学べる団体体

験プログラムを実施した。 

     平成 29 年度 132 団体で実施（保育園・幼稚園 63 園、小学校 44校、その他 25 団体） 

（26）農村・都市交流の推進 

ア 農業体験教室 

市民の「農業」への関心や「農業体験の場」の需要が高まっている中、農業体験や生産者との

交流などを通じ、農業・農村への理解を深めるとともに、農のある暮らしの楽しみ方を学ぶ場と

して、「食と農の学校 週末農業体験教室」を秋葉区で開催した。週末を利用して、農作業や農産

物加工の体験、野菜の栽培に関する講座などを行った。 

（ア）食と農の学校 週末農業体験教室 うららこすど教室 

・ 開催日  平成 29年 4 月 15 日（土）～平成 30年 1月 28日（日） 全 12回 

     ・ 会場   新潟市秋葉区小須戸 花とみどりのシンボルゾーン 

    ・ 参加者数 48 人 

（イ）食と農の学校 西区 

・ 開催日  特産コース：平成 29年 4月 21 日（金）～11月 18 日（土） 全 5回×2 

       入門コース：平成 29年 5月 11 日（木）～9月 28日（木） 全 4回 

    ・ 会場   新潟市西区赤塚・黒埼・金巻 

    ・ 参加者数 59 人 

イ 都市型グリーン・ツーリズム推進事業 

    農業・農村の資源を活用してその魅力を発信し、農村と都市の双方の魅力を味わえる都市型グ

リーン・ツーリズムを提供することにより、都市住民の農業・農村への関心を高めるとともに、

農村地域の活性化を図るための事業を行った。 
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（ア）地域の「食」を活用した体験受入先整備 

   各区における地域の「食」を活用した体験の受入先整備により、交流人口の拡大を図ること

を目的とし、 西蒲区で開催した。 

・ 開催日  平成 29 年 8月 3 日（木）～8月 5日（土） 

・ 会場   新潟市西蒲区和納 岩室農村環境改善センター 

・ 参加者数 9 人 

（イ）農業・漁業体験に関する情報発信 

   都市型グリーン・ツーリズムを市内外に広く周知することを目的に、農業体験だけでなく漁

業や自然、伝統、食文化も含めたツーリズムを盛り込んだガイドマップ、イベントを集約した

「グリーン＆ブルー・ツーリズムガイドマップ」を 4,500 部発行した。 

ウ 農業サポーターシステム推進事業 

都市住民の農業への理解と関心を高めるとともに、農家の労働力不足の解消の一助とするため、

農業に関心のある都市住民を農業サポーター（ボランティア）として登録し、農業に理解を持っ

てほしい、消費者と交流したいという農家の農作業を手伝ってもらう農業サポーターシステムを

実施した。 

（ア）実施期間      平成 29 年 4月～平成 30年 3月 

 （イ）受入農家      54 軒（受入農家からの紹介、一般公募による農家） 

  （ウ）参加サポーター数  377 人 

  （エ）サポーター活動日数 5,622 人日 

エ 市民農園 

市民が野菜や花の栽培を通じて、自然にふれ合うとともに農業に対する理解を深めてもらうこ

とを目的として市及び地元地権者の組合が開設している。すこやか農園は市街化区域内農地の有

効活用と市民の健全な余暇活動を促すため、農家が開設している。 

（ア）北区・長浦市民農園 

利用者協議会が組織され積極的に地域との交流を深める活動や作付け指導会を行っている。

入園継続年数は 3年とし、3年毎に全区画再募集を行っている。 

開設年度 所在地 区画数 

平成 9年度 北区浦木 2317-1 25 
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（イ）北区・濁川ふれあい農園 

都市住民の農業への理解を深め，新たな農業経営の展開による濁川地域の活性化を図ること

を目的に開設し，濁川ふれあい農園組合が管理運営する市民農園である。入園継続年数は 1年

（継続可）としている。 

開設年度 所在地 農園の種類 区画数 

平成 10年度 北区濁川 4251 

【標準農園】 
野菜，草花の栽培・収穫 

291 

【果樹付標準農園】 
果樹，野菜，草花の栽培・収穫 

11 

【オーナーハーブ園】 
ハーブの栽培管理・収穫 

14 

（ウ）中央区・すこやか農園 

各農園とも入園継続年数を 3年とし，3年毎に全区画再募集を行っている。 

開設年度 農園名 所在地 区画数 

平成元年度 上所すこやか農園 中央区上所上 2-8 付近 41 

平成 5 年度 近江中すこやか農園 中央区上近江 3-3 付近 25 

平成 10 年度 ファミリーファーム近江すこやか農園 中央区上近江 3-25 付近 51 

平成 12 年度 高志すこやか農園 中央区高志 1-5 付近 80 

計 4 ケ所  197 

（エ）江南区・すこやか農園 

各農園とも入園継続年数を 3年とし，3年毎に全区画再募集を行っている。 

開設年度 農園名 所在地 区画数 

昭和 56 年度 第 1 号ミニ農園 江南区所島 1-7 14 

平成 12 年度 第 4 号ミニ農園 江南区亀田四ツ興野 5-3 11 

計 2 ケ所  25 

（オ）秋葉区・小須戸地区市民農園 

「花とみどりのシンボルゾーン」の施設として開設している。入園継続年数は 5 年とし，5

年毎に全区画再募集を行っている。 

開設年度 所在地 区画数 

平成 18 年度 秋葉区小須戸 893-1 100 

（カ）秋葉区・蒲ヶ沢市民農園 

入園継続年数は 1年（継続期間は応相談）としている。 

開設年度 所在地 区画数 

平成 27 年度 秋葉区蒲ヶ沢大入 50～53 28 

（キ）西区・黒埼地区市民農園 

各農園とも入園継続年数を 3年とし，3年毎に全区画再募集を行っている。 

開設年度 農園名 所在地 区画数 

平成 4 年度 金巻市民農園 西区金巻 243 56 

平成 15 年度 鳥原市民農園 西区鳥原 2247-1 40 

計 2 ケ所  96 
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（ク）西蒲区・越前浜市民農園 

越前浜の砂丘地帯に開設し，低農薬栽培区画・慣行栽培区画に区別しているほか，駐車場，

トイレ，シャワー（温水は有料），休憩室，ロッカーなどを完備している。入園継続年数は 5

年とし，5年毎に全区画再募集を行っている。 

開設年度 所在地 区画数 

平成 17 年度 西蒲区越前浜 6803-4 96 

（ケ）西蒲区・中之口市民農園 

「中之口農業体験公園」の施設として開設し，駐車場，トイレ，シャワー室，休憩室，ロッ

カーなどを完備している。入園継続年数は 5年とし，5年毎に全区画再募集を行う。 

開設年度 所在地 区画数 

平成 24 年度 西蒲区東小吉 775-1 60 

オ 体験農園 

  市内に在住する農業者以外の方が，栽培体験作物別の「植付け」，「草刈り」，「収穫」などの作

業を通じて，自然にふれ合うとともに農業に対する理解を深めてもらうことを目的として，市が

開設し入園者を公募している。 

（ア）秋葉区・花とみどりのシンボルゾーン体験農園 

「花とみどりのシンボルゾーン」内の施設として開設し，募集を行っている。 

体験品目 参加者数（組） 

6 作物コース 

（じゃがいも・枝豆・だいこん・白菜・キャベツ・さつまいも） 
48 

（イ）西蒲区・中之口農業体験公園内体験農園 

「中之口農業体験公園」内の施設として開設し，募集を行っている。 

体験品目 参加者数(組) 

野菜づくり（トマト・ナス・ピーマン） 8 

野菜づくり（土とふれあう野菜） 13 

野菜づくり（スイカ・かぼちゃ） 6 

野菜づくり（枝豆・落花生） 19 

米づくり 6 

野菜づくり（ナス・だいこん） 8 

野菜作り（スイカ・スイートコーン） 13 

お盆花づくり（アスターほか） 10 

野菜づくり（ほうれん草・にんじん・だいこん・白菜ほか） 11 

野菜づくり（プチベールほか） 10 

球根花づくり（ユリ・チューリップ） 6 

野菜づくり（秋野菜） 11 

野菜づくり（春採り野菜） 7 
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カ 収穫農園 

農業への理解，地域活性化，また地域農産物の消費拡大を図るため，栽培・管理を農家が行い，

消費者が収穫する「収穫農園」を実施した。 

  平成 29 年度 収穫農園 実績一覧 

品目 所在地 参加者数

（組） 

品目 所在地 参加者数

（組） 

トマト 北区葛塚 14 メロン 西区赤塚 44 

枝豆 北区木崎 19 サツマイモ 西蒲区越前浜 64 

梅 江南区亀田 22 ル レクチエ 西区大学南 37 

スイートコーン 

江南区横越 74 ナシ 江南区横越 13 

西区赤塚 63 いちじく 西蒲区升潟 35 

西蒲区松野尾 84 越王おけさ柿 西蒲区竹野町 30 

  計 499 
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（27）保安林・里山 

新潟市は，市町村合併により信濃川，阿賀野川，佐潟，鳥屋野潟，海岸保安林に加え，福島潟，

にいつ丘陵，角田山，多宝山等，豊かな自然環境を有した。 

   森林法（昭和 26 年法律第 249号）第 5条の規定よる地域森林計画の対象森林（0.3ha 以上の一団

の森林）は，5,438ha で，市域の約 7.5%を占める。 

また，本市は 58.6km の長い海岸線を有している。この海岸線に沿って帯状に保安林が連なり，そ

の面積は 1,089ha に及ぶ。その約 63%は，飛砂防備保安林となっており，内陸側にある市街地や田

畑を季節風による風潮害から守る重要な役割を果たしている。 

 地域森林計画の対象森林 

地区別森林面積                           （単位：ｈａ） 

地区 

面積 
北区 東区 中央区 秋葉区 西区 西蒲区 合計 

森林面積 288 4 52 1,474 325 3，296 5,438 

 うち保安林 221  48 20 303 496 1,088 

出典：新潟県新潟地域振興局 

森林面積は，平成 29年 3月 31 日現在 

うち保安林面積は，平成 30 年 3月 31 日現在 

端数処理のため合計と内訳が一致しない。 
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保安林指定の目的別面積                            （単位：ha） 

地区 

保安林の種類 
北区 中央区 秋葉区 西区 西蒲区 計 

水源かん養保安林 

（うち保健保安林を兼種） 

338 

(338) 

338 

(338) 

土砂流失防備保安林     42 42 

土砂崩壊防備保安林   5   0 5 

飛砂防備保安林 

（うち防風保安林を兼種） 

（うち保健保安林を兼種） 

219 

  (69) 

49 

 (1) 

(43) 

302 

(19) 

115 684 

(1) 

(131) 

潮害防備保安林 2     2 

干害防備保安林   15  0 15 

なだれ防止保安林   0   0 

落石防止保安林     0 0 

保健保安林   0  0 0 3 

合計 221 48 20 303 496 1,088 

出典：新潟県新潟地域振興局（平成 30 年 3月 31 日） 

（注）0は 1ha 未満端数処理のため合計と内訳が一致しない。 

新潟市では，市街地や田畑を飛砂や風潮害から守り，市民の皆様の憩いの場である保安林を保護・育

成するため，県営治山事業を導入するとともに，各種の管理事業を実施し保安林の機能充実を図ってい

る。 
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ア 保安林事業 

（ア）新潟県の実施した治山事業 

施行地 事業名 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

太郎代 保育事業 下刈り   1.53ha 
下刈り   1.39ha 

除伐    0.39ha 

下刈り   0.30ha 

除伐    0.28ha

島見町 保育事業 除伐    2.20ha 除伐    1.97ha 除伐    1.96ha

太夫浜 

海岸防災林造成事業 

堆 砂 工 

1,134.9m 

ﾊ ﾏ ﾆ ﾝ ﾆ ｸ 植 栽 工 

0.12ha 

静砂工  1,086.4m 

ﾊﾏﾆﾝﾆｸ植栽工 0.13ha 

保育事業 
下刈り      0.48ha 

除伐    3.02ha 

除伐    3.91ha 下刈り   0.36ha 

除伐    1.63ha

青山 
海岸防災林造成事業 

堆 砂 工

8,574.9m 

ﾊﾏﾆﾝﾆｸ植栽 1.07ha 

広葉樹植栽 1.83ha 

下刈り   0.90ha 

除伐    0.78ha 

下刈り   2.67ha

下刈り   0.26ha 

本数調整伐 2.30ha 

本数調整伐 5.06ha 

保育事業  

上新栄町 

保育事業 

海岸防災林造成事業 

植栽工     0.18ha 

除伐    0.31ha 

下刈り   0.73ha 

防風工    72.1m 

ｸﾛﾏﾂ植栽  0.08ha 

下刈り   2.18ha 

本数調整伐 4.34ha 

下刈り   0.52ha

小規模県営治山事業 
ラジコンヘリ空中散布 1 式 松くい虫防除空中散布 1 式 松くい虫防除空中散布 1 式

五十嵐 

保育事業   

海岸防災林造成事業 

除伐    0.29ha 広葉樹植栽 1.37ha 

除伐    0.91ha 

砂丘造成(徐砂含む)80m 

覆砂工         0.31ha 

下刈り        1.37ha

内野上新町 
海岸防災林造成事業 

除伐       3.12ha 

下刈り     6.79ha 

下刈り   8.64ha 

除伐    1.22ha 

下刈り   8.64ha

小規模県営治山事業 緩傾斜護岸修繕 1 式  

四ツ郷屋 
海岸防災林造成事業 

植栽工       1.64ha 

広葉樹樹下植栽 1.22ha 

下刈り他   3.35ha 

ｸﾛﾏﾂ植栽  2.60ha 

広葉樹植栽 0.70ha 

下刈り   4.44ha 

ｸﾛﾏﾂ植栽  0.96ha 

下刈り   4.63ha 

除伐    1.09ha

防 潮 工

15.0m 

除伐    3.97ha 防潮工   40.9m 

保育事業  下刈り   3.10ha 下刈り   3.10ha

越前浜 海岸防災林造成事業 除伐    1.48ha 除伐    1.39ha 

角田浜 保育事業 除伐    1.05ha 
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（イ）新潟市の実施した保安林管理事業 

ａ 危険木の伐採 

       229 本（西区：青山・四ツ郷屋地区，西蒲区：角田浜・越前浜・岩室温泉地区） 

ｂ 不法投棄物の処理 

年度 処分量 家電リサイクル品 廃タイヤ 

27 3.40ｔ 19 台  8 本 

28 1.77t 13 台 16 本 

29 2.00ｔ 10 台 8 本 

※廃棄家電リサイクル品 ： テレビ，冷蔵庫，洗濯機 

（ウ）保健休養機能の活用 

     保健保安林は，生活環境の保全・形成及び森林レクリエーションの場として，公園などとし

て活用されている。 

ａ 新潟市海辺の森 面積：約 120.2ha 

自然と調和した快適生活都市づくりを進めるため，島見町及び太夫浜地区の市有保安林

において，その樹林環境と日本海の海浜環境を活用した市民の憩いの場，青少年の自然体

験の場を提供している。 

「新潟市海辺の森」キャンプ場利用者               （単位：人） 

年  度 22 23 24 25 26 27 28 29 

利用者 5,614 5,322 5,687 5,757 5,472 6,415 6,891 6,699 

累  計 77,398 82,720 88,407 94,164 99,636 106,051 112,942 119,641 

第二展望塔 キャンプ場 

  平成 17 年度末には海辺の森のうち 64.79ha（森林，キャンプ場や展望塔などの施設）につ

いては，都市公園以外の公園（その他公園）として指定した。 
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ｂ 公園 

（ａ）西海岸公園 面積：52.5ha 

       野鳥の森，文学の森として，四季を通じて多くの人々が自分の生活リズムに合った利用

をしている。 

・約 38万本のクロマツ林 

・延べ 13km の森林浴が楽しめる散策，ジョギングのできる園路 

・海岸線を走るサイクリングロード 

・野鳥の森 

・白砂青松百選に選ばれました。 

（ｂ）青山海浜公園 面積：2.2ha 

       静かな松林の中には木製遊具やトリム遊具を配し，また芝生広場も設置。 

イ 松くい虫の防除 

    全国的に被害が発生している松くい虫の防除対策は，予防事業として，地上防除，無人ヘリコ

プター防除，樹幹注入を，駆除事業として，被害木の伐倒駆除を実施して，保安林等の松林機能

の健全化に努めている。 

（ア）松くい虫被害の発生状況 

区

名 

平成 28年度 平成 29年度 平成 28年度 平成 29年度 

本数 地区内訳(本) 本数 地区内訳(本) 材積 地区内訳( ) 材積 地区内訳( ) 

北 894 
豊栄 0 

202 
豊栄 0 

32.2 
豊栄 0.0 

16.3 
豊栄 0.0 

南浜 894 南浜 202 南浜 32.2 南浜 16.3 

中

央 
249 西海岸 249 591 西海岸 591 46.8 西海岸 46.8 141.4 西海岸 141.4 

秋

葉 
27 

新津 27 
24 

新津 24 
21.0 

新津 21.0 
15.0 

新津 15.0 

小須戸 0 小須戸 0 小須戸 0.0 小須戸 0.0 

西 1,907 

青山・ 

上新栄町

964 

445 

青山・ 

上新栄町

229 

363.0 

青山・ 

上新栄町

195.8 

149.9 

青山・ 

上新栄町

86.6 

内野・ 

四ツ郷屋

943 
内野・ 

四ツ郷屋

216 
内野・ 

四ツ郷屋

167.2 
内野・ 

四ツ郷屋

54.3 

西

蒲 
1,129 

巻 1,075 
509 

巻 421 
202.9 

巻 174.1 
88.2 

巻 50.6 

岩室 54 岩室 88 岩室 28.8 岩室 37.6 

合

計 
4,206 本 1,771 本 665.9   401.8  

参考 新潟県 6,965   3,708  
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（イ）予防事業実績（平成 29 年度） 

区名 予防方法 散布面積（ha） 予防本数（本） 

北 無人ヘリコプター防除 14.7×1 回 － 

中央 地上防除 30.1×1 回 － 

秋葉 
地上防除 － － 

樹幹注入 － 327 

西 無人ヘリコプター防除 86.4×１回 － 

西蒲 無人ヘリコプター防除 63.6×1 回 － 

合計 

地上防除 30.1×1 回 － 

無人ヘリコプター防除 164.7×1 回 － 

樹幹注入 － 327 

（ウ）駆除事業実績（平成 29 年度） 

区名 駆除方法 駆除本数（本） 駆除材積（ ）

北 伐倒駆除（くん蒸，集積） 252 16.66 

中央 伐倒駆除（くん蒸・破砕） 380 62.40 

秋葉 伐倒駆除（くん蒸） 24 15.03 

西 伐倒駆除（くん蒸） 922 179.36 

西蒲 伐倒駆除（くん蒸） 689 118.38 

合計 2,267 391.83 
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ウ 林道の維持管理 

    林道利用者の安全を守るため，林道の舗装を行った。 

    新潟市林道一覧（平成 30年 3 月 31 日現在）                  （単位：m） 

地区 路線名 総延長 
舗装総延長 

舗装進捗率 未舗装延長 
 うち H29 

〔秋葉区〕 

小須戸 

灰ヶ沢線 【合併建設計画】 1,467 1,467  100.0％ 0 

灰ヶ沢線 2 号 157 157  100.0％ 0 

宮田西ヶ崎線 2,373 2,373  100.0％ 0 

紙屋沢仏路線 1,860 1,860  100.0％ 0 

計（４路線） 5,857 5,857  100.0％ 0 

〔秋葉区〕 

新津 

十ヶ沢線 1,240 0  0.0％ 1,240 

大沢支線 700 0  0.0％ 700 

計（２路線） 1,940         0  0.0％ 1,940 

〔西蒲区〕 

岩室 

赤山線 1,067 964  90.3％ 103 

角海線 【合併建設計画】 764 764  100.0％ 0 

羽黒線 【合併建設計画】 490 0  0.0％ 490 

岩室金池線 4,537 4,537  100.0％ 0 

石瀬峠線 640 154  24.1％ 486 

岩室金池支線 658 658  100.0％ 0 

金池石瀬線【合併建設計画】 1,180 1,180  100.0％ 0 

開ノ木平線 2,253 12  0.5％ 2,241 

計（８路線） 11,589 8,269  71.4％ 3,320 

〔西蒲区〕 

巻 

鴻ヶ石線 1,420 1,420  100.0％ 0 

堂ノ腰線 325 0  0.0％ 325 

乳母谷線 750 233  31.1％ 517 

大平線 200 0  0.0％ 200 

治郎右エ門入線 1,397 0  0.0％ 1,397 

本間入線 1,230 0  0.0％ 1,230 

甚右エ門入線 700 0  0.0％ 700 

片平線 840 50  6.0％ 790 

此入線 1,500 0  0.0％ 1,500 

欅谷線 1,417 0  0.0％ 1,417 

大沢線 1,610 394 70 24.5％ 1,216 

大川線 800 0  0.0％ 800 

落ヶ谷線 【合併建設計画】 2,060 2,024  98.3％ 36 

大入線 520 120  23.1％ 400 

モノマツリ線 600 0  0.0％ 600 

計（１５路線） 15,369 4,241 70 27.6％ 11,128 

合計 34,755 18,367 70 52.8％ 16,388 

エ 角田山・多宝山保全活用基本計画

角田山・多宝山の魅力ある豊かな森林環境を「地域及び市民の宝」として次世代に引き継ぎ将

来にわたり持続的に保全・活用していくための，仕組みづくりの方向を示す計画を策定した。

（ア）策定年月  平成 21 年 3 月 

（イ）対象エリア 角田山・多宝山とそれらを取り囲む山麓部の林業地や農地，海岸，田園など 

（ウ）計画のポイント 

角田山・多宝山を「法的制約条件，自然条件，社会条件」の 3 つの視点で整理することで，

大まかな位置付けと，目指すべき方向性を定めた。 

     また，これを踏まえ，個別の課題について整理し，解決に向けての仕組みを検討した。 
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左から多宝山，角田山 角田山の杉林（福井地区） 

（28）特用林産物の生産量                                                    （単位：ｔ） 

地区 江南区 秋葉区 南区 西蒲区 H28 

年計 

H29 

年計 年次 H28 H29 H28 H29 H28 H29 H28 H29 

原木しいたけ 3.70 3.70 3.70 3.70

菌床しいたけ 0.08 0.10 212.45 255.50 8.64 8.64 221.17 264.24

菌床なめこ 60.20 38.38 80.00 80.00 140.20 118.38

えのきたけ 50.00 50.60 50.00 50.60

ひらたけ 0.10 0.60 198.51 227.56 198.61 228.16

まいたけ 160.00 195.00 160.00 195.00

ぶなしめじ 322.81 266.72 322.81 266.72

とらまきたけ 

きくらげ 35.00 43.55 35.00 43.55

たけのこ 

山菜類 

計 53.70 54.30 0.18 0.70 988.97 1,026.71 88.64 88.64 1,131.49 1,170.35
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（29）強い林業・木材産業づくり交付金事業 

 新潟市ほたるの里交流館 

    木材を使用した施設を市民の利用に供し，木の良さを市民に広めることにより木材の需要の拡

大を図り，林業の振興に寄与することを目的として設置した。 

・事業主体：新潟市（旧巻町） 

・事業年度：平成 17年度 

    ・建築面積：246.71 ㎡ 

    ・延床面積：283.44 ㎡（1階 150.00 ㎡ 2 階 133.44 ㎡) 

    ・国産材…100.0%，県産材…97.7%，巻産材…87.1% 

実 績 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

見学等来場者 2,388 人 2,290 人 1,926 人 

利用者 359 人 514 人 351 人 

実施イベント等 3B 体操（12 回） 

6 月 30 日 ﾊﾟｯﾁﾜｰｸ体験 

10月29日 ﾊﾞﾙｰﾝｱｰﾄ体験 

12 月 21 日 ｸﾘｽﾏｽ＆お正

月ﾘｰｽ作り 

市産材 PR 用 DVD の放映 

3B 体操（21 回） 

5 月 25 日 香りの花束＆虫

よけスプレー作り 

7 月 27 日 藍の生葉染め 

9 月 28 日 一閑張り教室 

11月 25日 お正月飾りの切

り絵 

12月20日 お正月飾りの香

りのリース作り 

3月10・17日 一閑張り教室 

市産材 PR 用 DVD の放映 

3B 体操（20 回） 

6月27日 ﾊｰﾌﾞで染めるｵﾘ

ｼﾞﾅﾙＴｼｬﾂ作り 

12月15日 お正月飾りの切

り絵 

3 月 15 日 ｸﾗﾌﾄｶｺﾞ編み作

り 
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（30）食肉センター 

昭和 42年 8 月に小新地区で開設した旧食肉センターの老朽化及び周辺の宅地化に伴い，本食肉セ

ンターを平成 2～4年に中野小屋地区に整備し，平成 5年 4月に開設した。施設管理については，食

肉センターでと殺解体事業等を行う公益財団法人新潟ミートプラントに管理業務委託した。 

平成 18年 4 月から指定管理者制度を導入し，指定管理者は公益財団法人新潟ミートプラントであ

る。 

ア 施設の概要 

（ア）設置場所       新潟市西区中野小屋 1631 番地 

（イ）敷地面積       44,145.87 ㎡（進入道路を含む） 

（ウ）建物面積       10,459.22 ㎡ 

（エ）施設内容       処理工場棟，管理棟，廃水処理施設，焼却炉・ワラ堆積棟ほか 

（オ）と畜能力       大動物 30頭／日，小動物 900 頭／日 

（カ）廃水処理方法，能力  活性汚泥方式 1,200  ／日 

イ 処理頭数 

  牛 と  く 馬 豚 め ん 羊 山  羊 

平成 27年度 

平成 28年度 

平成 29年度 

866 

854 

801 

2 

3 

1 

－ 

－ 

－ 

204,818 

206,722 

204,253 

 8 

6 

7 

6 

6 

2 

ウ 生産地別処理頭数（平成 29 年度） 

生 産 地 牛 と  く 馬 豚 め ん 羊 山  羊 

新 潟 市 

長 岡 市 

三 条 市 

新 発 田 市 

村 上 市 

燕   市 

五 泉 市 

上 越 市 

阿 賀 野 市 

魚 沼 市 

南 魚 沼 市 

胎 内 市 

238

23

 3

169

  57

 2

 1

－

47

－

42

88

1

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

24,217

5,036

11,630

40,788

54,773

1,618

1,669

1,526

－

2,141

2,300

 8,970

4

－

－

－

3

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

2

－

－

－

－

－

－

－

弥 彦 村 － － － 3,880 － －

田 上 町 － － － 810 － －

阿 賀 町 15 － － － － －

津 南 町 － － － 248 － －

関 川 村 

加  茂  市 

柏  崎  市 

青 森 県 

岩 手 県 

宮 城 県 

1

1

 3

 8

20

54

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

7,994

－

－

－

2,719

  517

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

秋 田 県  2 － － 2,080 － －

山 形 県  － － － 31,337 － －

栃 木 県  25 － － － － －

群 馬 県 2 － － － － －

総   数 801 1 － 204,253 7 2
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エ 食肉センター施設設備改善工事 

新潟市食肉センターは肉畜の生産から畜解体処理加工，販売までの一貫した流通体制を強化す

るため，新潟市が整備した施設である。 

    Ｏ－１５７対策，ＢＳＥ対策などの法改正に伴う施設設備や備品等の改善工事を随時実施して

おり，消費者に対し新鮮で良質，安全で衛生的な食肉の提供に貢献している。 

    平成 29 年度は，施設の老朽化の影響に伴う改修工事を行った。主な工事内容は以下の表のとお

りであり、処理工場棟照明改修工事などを行った。 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

事業費 90,474 千円 42,077 千円 47,679 千円 

起債 90,400 千円 42,000 千円 47,600 千円 

一般財源 74 千円 77 千円 79 千円 

主な工事内容 

・汚水処理施設内部配管改
修工事 

・車両消毒装置設置工事 

・大動物枝肉計量機改修工
事 

・冷凍機改修実施設計業務
委託 

・処理工場棟照明改修工事 
・内臓連続ボイル機更新工
事 

・汚水処理施設屋上防水処
理工事 

・ポンプ棟受水設備改修工
事 
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５ 各区における独自の取り組み 

（１）北区 

ア 平成29年度の実施施策の要旨 

北区の地域農業の活性化を図るため、従来からの事業を更に充実させるとともに、 6次産業化に向

けた地産地消の推進、ならびに保安林を活用した新産業創出事業について重点的に取り組んだ。 

イ 6次産業化に向けた取組推進事業  

（ア）「新潟市北区特産物研究協議会」の活動 

ａ 設立目的 

   北区の農水産物を活用した商品研究等を通じて地域の産業の発展と経済の活性化に寄与すること。 

（イ）事業内容 

ａ 北区産サツマイモ「しるきーも」を使用した加工品の開発 

(ａ) 笹山小学校や事業者と連携した商品開発（5品） 

ｂ 商品販売・ＰＲイベントへの参加 

    (ａ) 新潟オクトーバーフェスト（古町商店街） 

    (ｂ) ＮＩＩＧＡＴＡ越品（新潟伊勢丹） 

(ｃ) キテ・ミテ・キタク「さつまいもフェスタ」（ＪＲＡ新潟競馬場） 

(ｄ) 東京催事販売（表参道ネスパス） 

  c  見本市への参加 

       (ａ) フードメッセｉｎにいがた2017（朱鷺メッセ 展示ホール） 

ウ 「キテ・ミテ・キタク」での地場産農産物の消費拡大事業 

北区の農水産業、商業、観光等を広く市内外にアピールする当事業において、地場産農産物や農産

加工品等を来場者にＰＲ販売することで、地域農業の活性化と農産物等の消費拡大を図った。 

（ア）開催日・会場  平成29年 11月 23日（木・祝） ＪＲＡ新潟競馬場 

（イ）内 容     農産物及び農産加工品のＰＲ販売 

（ウ）来場者     5,000人 

エ 保安林を活用した新産業創出事業 

（ア）草刈ロボットの開発と、コミュニティビジネスの創出 

平成26年度に設立したプロジェクト会議で、保安林管理作業の省力化、効率化を図るための草刈

ロボットの開発を決定し、地元企業と大学が連携し製作を行っている。また、森林資源を活用した

地域ビジネスを創出することを目的に、地元の住民やＮＰＯと共に商品の試作販売を実施し、活動

組織設立の準備を始めた。 

（イ）今後の取り組み 

引き続き上記の取り組みを進めることで、地元での雇用機会の確保、地域活性化につなげていく。 
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（２）東区・中央区・江南区 

ア 平成29年度の実施施策の要旨 

 食育や地産地消関連事業を通じ、区内の農産物や農業環境の周知を図り、農業の重要性をアピール

することに努めた。 

また、区内は広大な優良農地を有し、水稲のほか果樹や野菜、花き・球根など多様な品目が栽培さ

れており、これらの農産物を活用して農業者と消費者との交流を促進するとともに、区の農業の魅力

の発信に努めた。  

イ 地場産学校給食推進モデル事業 

（ア）農業体験や生産者を招いた交流給食会を通じ、食の大切さや農家への感謝の気持ちを児童から育

んでもらうことを目的に実施した。平成29年度は、東区の特産品である大形地区の馬鈴薯、下山産

やわ肌ネギの収穫体験と、生産者を招いての交流給食会などを実施した。 

・大形小学校 収穫体験  平成29年 6月 28日（水）  ※ 第 3学年148名が参加 

野菜の話を聞く会  平成29年 7月 13日（木）   ※第3学年148名，ＪＡ1名（講師） 

・下山小学校 収穫体験  平成29年 10月 17日（火）  ※ 第 3学年126名が参加 

         交流給食  平成29年 12月 1日（金）  ※ 生産者2名，ＪＡ2名が参加 

（イ）大江山地区で生産される農産物の理解を深める学習として、イチゴ生産者を招き、栽培の歴史、

生産、流通を講義してもらい、地元のイチゴを使ってジャム作りをした。 

  ・大江山中学校 実施日 平成29年 5月 25日（木） ※第1学年55名が参加 

（ウ）地場農産物の理解促進のため、給食で使用する地場産野菜の展示や、生産者を招いての交流給食

会を実施した。 

  ・東曽野木小学校 現物展示 平成29年 7月 19日（水） 

           交流給食 平成29年 11月 28日（火） ※学校田ボランティア6名が参加 

ウ 地場産農作物のＰＲ活動 

（ア）区と関係農業団体で組織する亀田郷農業振興協議会の事業の一貫として、地場産農作物の普及啓

発活動を行った。 

・越後姫（いちご）のブランド力強化と認知度向上に向けた販売促進活動を支援 

開催日   平成29年 4月 4日(火)～6日(木) 

会  場   ＪＡ新潟市ほほえみ産直広場（石山店，中島店，大渕店） 

エ 地域の特徴を活かした農商交流・産地ＰＲ活動への支援 

（ア）江南区“旬果旬菜”いきいきフェスタ 

江南区の食を中心とした魅力を発信することを目的に、区の見本市的イベントとして実施した。 

出店、販売品は江南区の特産品やこれから特産品としたい品目を中心とし、イベントを通じて、生

産者と消費者の交流を図るとともに、区の食を中心とした魅力の発信に努めた。 

開 催 日 平成29年 10月 15日（日） 
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会  場 新潟市中央卸売市場 

参加者数 約18,000人 

実施内容 区内産の農産物・加工品のＰＲ・販売コーナー、商店街販売コーナー、  

伝統工芸品の展示・販売コーナー、PRコーナー、各種イベント 

（イ）かめだ梅まつり・梅の陣 

 ａ かめだ梅まつり 

     亀田地区の梅（藤五郎梅・越の梅）を地元特産品として区内外に広くＰＲし消費拡大を図るため， 

梅の開花期に合わせ、梅園を巡る散策路を設定するとともにイベントを開催した。 

開催時期 平成30年 3月 25日（日）～4月8日（日）、（イベントは3月25日(日)のみ） 

会  場 荻曽根地区の梅園及び江南区役所 

参加者数 約1,200人  （期間中延べ、2,500人） 

   実施内容 梅畑スタンプラリー、飲食・販売コーナー、梅剪定枝の配布 

 ｂ 梅の陣 

まちなかスタンプラリー（梅スイーツ、梅加工品の販売店などを巡る） 

   ミニギャラリー（亀田商店街ストリートギャラリー、亀田縞ギャラリーの開催） 

（ウ）たけのこフェアinフジコマ 

 藤山・駒込地区の竹林を地域資源として活用するため、無煙炭化器による炭づくりの実演・無料配

布するとともに、たけのこを地元特産品として区内外に広くＰＲするためイベントを開催した。 

開 催 日 平成29年 5月 7日（日） 

会  場 藤駒野菜集出荷場 

参加者数 約800人 

（３）秋葉区 

  ア 平成29年度の実施施策の要旨

秋葉区では、環境保全型農業の推進、特色ある区づくり事業による花き花木産業の振興や特産野菜の

ブランド化など、農業の活性化に取り組むとともに、里山の保全・利活用に努めた。 

イ 水稲の取組 

  秋葉区水稲の特色である環境保全型農業の推進と消費拡大（消費者との交流）に努めた。 

（ア）生産調整の減収率設定などを通じ環境保全型農業の推進に取り組み、他産地との差別化を図った。 

  設定減収率：直播栽培＝15％、有機栽培＝20％、農薬・化学肥料を5割以上減らした減減栽培＝2％ 

県認証やＪＡガイドライン等の制度に基づく5割減減栽培＝10％ 

（イ）地産地消・消費者との交流対策への取り組み 

ａ 満願寺稲架木並木活用事業 （特色ある区づくり事業）…JA新津さつきに委託 

   満願寺稲架木並木（市の指定文化財）でのはさ架け体験ほか（田植え・稲刈り） 
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  ｂ 秋葉区産業祭「新津みのりの収穫祭」「小須戸産地大感謝祭」の開催 

ウ 花き花木の取組 

全国有数の花き花木産地である秋葉区をＰＲするとともに、さらなる販売拡大と産業振興に努めた。 

（ア）「花のまち」ＰＲ事業（特色ある区づくり事業） 

区内の花き直売施設や学校施設などと連携し事業を実施した。 

また、市内・外に向けてＰＲ展示やイベントを開催し，地元花き花木の認知度の向上を図った。 

ａ 区内花き直売施設連携事業「Ａｋｉｈａクリスマスローズ展」を開催 

ｂ 区外市民を対象に「秋葉区花のバスツアー」を開催 

ｃ 保育園児を対象にフラワーアレンジメント教室を開催 

ｄ JR東日本TRAIN SUITE四季島の新津駅停車に合わせた切り花のプレゼントと鉢花展示の実施 

ｅ 新日本海フェリーアザレア号へのアザレア展示の実施 

ｆ NHK趣味の園芸公開収録へのアザレアタワー及び鉢花展示の実施 

（イ） 新潟県花木振興協議会と連携したＰＲ活動 

（（ア）の事業のほか、市内での各種展示会など） 

（ウ） 食育・花育センターと共催で、園芸銘産品指定の「クリスマスローズ」の展示会・講習会を開催 

エ 野菜の取組 

    新津野菜振興協議会及び農商工連携等により、特産野菜の生産振興と販売拡大に努めた。 

（ア）農商工連携によるプチヴェールの販売促進（「にいつ食の陣」など） 

（イ）新津野菜振興協議会で商標登録したブランド品の生産・販売の促進 

ａ 商標登録（プチヴェール「雪こだち」、里芋「里のいもこ」、枝豆「さつき茶豆」）のブランド化

による販売促進 

ｂ  野菜振興協議会の「生産振興対策助成金」制度による生産促進 

ｃ「里のいもこ・越後姫・スイートコーン」の収穫イベントの実施 

オ 里山の保全活用の取組 

「にいつ丘陵里山保全活用基本計画」（平成17年度策定）に基づき，里山を市民の健康増進やリフレ

ッシュの場，学びの場として整備を図るとともに，その利活用に努めた。 

（ア） 秋葉区 里山未来創造事業 

緑豊かな里山の魅力ある資源や機能を活かし，施設等のネットワーク構築や人づくりなど，平成27

～28年度にまとめた里山利活用の具体的行動計画に基づき，里山の魅力発信やにぎわい創出，次世代

につながる環境教育を行った。 

（イ）地域環境保全林管理事業 

市有林の間伐等（0.65 ha） 

（ウ） 学ぼう・育てよう「環境林・保健休養林」事業 

菩提寺山トレッキング、アキハアウトドアスポーツフェスタ、ツリー＆アドベンチャープログラム
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など。 

(エ)里山ビジターセンター 

市民への森林が持つ保健・休養機能を利活用する最前線基地として、旧観光物産館を改装し、登山 

者や里山活動団体が活動しやすい機能を持つ、里山の情報発信基地として平成27年度から供用開始し 

た。 

「里山ビジターセンター」利用者 

  年  度 27 28 29 

 利 用 者  28,647人 28,696人 36,704人 

（４）南区 

ア 平成29年度の実施施策の要旨 

    南区区ビジョンまちづくり計画に掲げる「農商工の連携が、新たな活力を生み出すまち」「大凧が舞

い、獅子が跳ね、ルレクチエが実るまち」の実現に向け、以下の取り組み等を行った。 

イ 農商工連携がっちりプロジェクト（特色ある区づくり事業・（公社）南区農業振興公社委託） 

  県下に誇る農業地帯である南区の農産物を活かした新しい商品やサービスの開発・提供及び販路の

拡大を行うため、農業・商業・工業の連携による農業の６次産業化の推進について検討・実践を行っ

た。 

（ア）南区お土産アイデアコンテスト 

（イ）若手農業者連携 

（ウ）６次産業化・未利用品のＰＲ 

ウ 果樹剪定枝バイオマス利用実験（特色ある区づくり事業・（公社）南区農業振興公社委託） 

果樹剪定枝を木質バイオマス資源と捉え、収集から加工販売までの効果的なシステムの構築を

図るとともに、剪定枝等を園地から回収することにより、果樹の病虫害発生の抑制を図った。

（ア）果樹剪定枝の固形燃料化・発電燃料化・堆肥化実験 

（イ）（ア）に対する必要な実証試験等       

など 

エ 南区健康オオムギプロジェクト 

  大麦を南区の農業者が生産し、南区内の障がい者就労支援施設が加工・販売するサイクルを構築し

た。 

   生産者：南区内農業者 

   加工、販売：障がい者就労支援施設 

オ 風と大地のめぐみ ～南区凧フェスティバル＆産業まつり～ 

    産業まつりでは、地域ブランドであるしろねポークの試食販売や、地場農産物・農産加工品・特産
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品の販売・鉢花販売等を行い、生産者と市民の交流を通じて南区の農業と農産物をＰＲした。 

（ア）開催期間 平成29年 10月 1日（日） 

（イ）会場   白根総合公園・白根学習館 

（ウ）参加者数 57,000人 

（５）西区 

ア 平成29年度の実施施策の要旨 

都市部と農村部が共存している西区の地域特性を活かし、都市と農村の交流事業を通じて農業と農

産物の理解を深め、地域農業の振興に重点的に取り組んだ。 

イ 農業体験事業 

農業への理解を高め生産者と消費者の交流を図るため、生産者や新潟大学農学部の指導による農業

体験を実施した。 

（ア）食と農の学校 

    特産コース   開催期間 平成29年 4月 21日～11月 18日（2コース各5回）参加者数 35名 

入門コース   開催期間 平成29年 5月 11日～9月28日（4回）  参加者数 23名 

（イ）親子農業体験教室  

    開催期間 平成29年 5 月 13日～10 月 14 日（5回） 参加者数 15組（46名） 

ウ 教育連携事業 

  地場農産物への興味を高め地産地消を推進するため、西区内の小学校を対象に、地場産農産物の収

穫体験や調理実習などの食育講座を実施した。 

（ア）収穫体験 

実施期間   平成 29年 10月 3日～11月 13日  参加児童数  1,254人（14校） 

（イ）料理講座 

   実施回数 20回   参加児童数 591人（8校） 

（ウ）生産者講話 

   実施回数  4回   参加児童数 263人（4校） 

エ 笑顔がいっぱい西区deマルシェ 

農産物の収穫時期の農業まつりと定期の新鮮あさ市を開催し、都市と農村の交流と西区産農産物の

ＰＲを図った。 

（ア）農業まつり 

すいかまつり         開催日 平成29年 7月 1日（土）  参加者数 6,000人 

      茶豆まつり          開催日 平成29年 8月 20日（日）  参加者数 17,298人 

      新米・大根・ねぎの収穫祭   開催日 平成29年 10月 7日（土）  参加者数 4,000人 

（イ）西区新鮮あさ市 
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開催期間  平成29年 5月 28日～10月 29日（毎週日曜日及び8月12日）年24回 

会場      西区役所 駐車場      来場者数  8,821人 

（ウ）収穫農園 

スイートコーン        開催日 平成29年 7月 1日（土）  参加者数 200人 

      メロン            開催日 平成29年 7月 2日（日）  参加者数 124人 

      レクチェ           開催日 平成29年 10月 21日（土） 参加者数 92人 

  オ いもジェンヌ農商工連携協議会 

西区の砂丘地で生産されるサツマイモ「いもジェンヌ」の生食及び加工商品の消費拡大と生産地域

の活性化を目的に、作付面積拡大支援や学校給食用スイーツの商品開発、販路拡大に係る支援などを

行った。 

カ 特産品情報の発信 

  西区の地場農産物を首都圏など県内外でアピールし、知名度の向上と消費・販路拡大、そして農産

物を切り口にした交流の促進を図った。 

「くろさき茶豆」が、国の地理的表示（ＧＩ）保護制度に登録されたことを受け、市内及び首都圏

において積極的なＰＲ・販売促進活動を展開し、さらなる知名度向上と消費拡大を図った。 

（ア）かがやきすいかツアー（西区内） 

公募参加者が，西区かがやき大使の越乃リュウさんとともにすいかの収穫体験や地場産食材を使

った料理を味わう日帰りツアーを実施した。 

開催日   平成29年 7月 2日（日）  参加者数  72人（うち県外3人） 

（イ）首都圏モニターツアー（西区内） 

グリーンツーリズムに興味を持つ県外在住者を対象に、枝豆といもジェンヌの収穫体験や地場産

食材を使った料理を味わう東京駅発着の日帰りツアーを実施した。 

開催日   平成29年 9月 30日（土）  参加者数  21人 

（ウ）くろさき茶豆アピール（東京） 

   実施日 平成29年 7月 27日（木）～30日（日） 会場 ネスパス、築地市場ほか7か所 

（エ）くろさき茶豆 夏の陣（西区内） 

国のＧＩ登録を受け，これまで一日の単発イベントだった「くろさき茶豆 夏の陣」を約一カ月

間に期間を延ばして開催し、一層のＰＲ、消費拡大を図った。 

   実施日 平成29年 7月 24日（土）～8月20日（日） 

 当日座参加者数 3,500人  くろさき茶豆メニュー提供店舗数 15店 

（オ）いもジェンヌアピール（首都圏） 

   実施日 平成29年 12月 8日（金）～10日（日） 会場 イオンレイクタウン越谷 
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（６）西蒲区 

ア 平成29年度実施施策の要旨 

西蒲区の魅力ある美味しい農産物の収穫体験や食味体験などを通して、生産者の農産物にかけるこ

だわりや思いを実感し、地場農産物への興味関心をより深めていただくとともに、地元を誇りに思う

気持ちの育成や、地産地消の推進に努めた。 

イ 実ノベーション事業（特色ある区づくり事業） 

市場流通規格に満たない果樹のＢ級品を材料とした加工品の開発と流通先を検討することによる、

高付加価値化と６次産業化を目的とする事業で、平成29年度は柿の加工品の開発を越後中央農業協同

組合と協働ですすめ、フードメッセにいがたに出展し、流通先の開拓を進めた。 

ウ 地場産学校給食推進モデル事業 

  安全な地場野菜を子供たちに提供したいという地元生産者の願いを実現するとともに、児童が食・

農を通した交流により地元の農産物への興味関心を高めることにより、地産地消を推進する。平成 29

年度は、生産者の指導のもと、児童・生徒による学校給食用のソラマメのさや取り体験、潟東特産の

カモ肉を使用した郷土料理のカモ汁給食の提供などを行った。 

＜事業内容＞ 

・ソラマメのさや取り体験 鎧郷小学校 平成29年 6月 5日（月） 第1学年 30名 

             曽根小学校 平成29年 6月 6日（火） 第1学年 39名 

              升潟小学校 平成29年 6月 7日（水） 第1，2学年 39名 

 西川中学校 平成29年 6月 7日（水） 給食委員会9名 

   ・郷土料理給食（カモ汁） 潟東小学校・潟東中学校 

              平成29年 12月 7日（木） 児童・生徒・職員 456名 

エ 西蒲区うんめもん講座の開催 

 農村生活アドバイザーの方を講師に迎え、西蒲区の伝統食、郷土食教室を開催した。 

・野菜編「大根のクエン酸漬け教室」       平成29年 12月 11日（月） 中之口農業体験公園 

・郷土料理「五目おこわ・ジェラート教室」  平成30年 3月 9日（金）  岩室地区公民館 
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第４章 新潟市の農業農村整備 

１ 農業農村整備の概要 

（１）農地 

本市の農地は，海岸沿いの砂丘部の畑と水田中心の平地部に大きく分けることができる。平地部は

広大で海水面以下のいわゆるゼロメートル地帯に属する農地も多い。この地形的要因から，農業排水

機場は 24時間連続排水を行っており、その排水は農地のみならず，水害に脆弱な低平地に立地する

都市の住民の財産・生命を守ることにも重要な役割を果たしている。また、農業用水の供給も機械力

への依存が大きい。 

農地は阿賀野川，信濃川，小阿賀野川，中ノ口川等の主要河川によって水系ごとに分けられ，それ

ぞれ農業農村整備事業推進の歴史や自然環境が異なるとともに，土地改良区についても多くが水系毎

の区域を管理している。 

農業農村整備事業については,農業競争力を高め効率的で生産性の高い基盤整備が求められている

一方で，農地の持つ防災や生態系の保全，優れた農村景観の形成などの多面的機能を発揮するために

環境との調和に配慮した実施が求められている。 

（２）土地改良区 

新潟市を区域に含む土地改良区の賦課面積と組合員数 

※ 平成 30年 4 月 1日現在の各土地改良区賦課面積(小数点以下四捨五入)，組合員数 

団体 設立年月 

賦課面積（ha） 

組合員数 
土地改良区全体 左の内新潟市分 

田 畑 田 畑 全体 
左の内 

新潟市分 

亀田郷土地改良区 Ｓ26.11 3,729 481 3,729 481 4,516 4,516 

西蒲原土地改良区 Ｓ26. 3 18,308 1,001 12,645 770 14,249 9,637 

角田山ろく土地改良区 Ｓ43. 8 0 145 0 145 338 327 

角田焼山土地改良区 Ｓ50. 8 6 103 6 103 328 325 

白根郷土地改良区 Ｓ27. 5 4,468 678 4,125 614 3,560 3,127 

新津郷土地改良区 Ｓ26.11 3,750 215 3,542 209 3,974 3,596 

早出川土地改良区 Ｈ11. 4 3,548 408 1 0 3,619 93 

新潟北土地改良区 Ｈ30. 2 4,083 187 4,013 186 3,921 3,632 

阿賀野川土地改良区 Ｈ15. 2 5,425 209 190 83 5,034 672 

豊浦郷土地改良区 Ｓ25. 6 2,607 93 1 0 2,205 132 

佐々木土地改良区 Ｓ35.11 758 2 52 0 661 175 

    合計  46,682 3,522 28,304 2,591  42,405 26,232 
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２ 農業生産基盤整備の現況 

（１）ほ場整備 

経営耕地面積の約9割を占める水田のほ場整備の状況は，平成28年3月末で50.6％となっており，

新潟県全体の 62.2％を下回っている。 

このため，地域特性に応じたほ場整備を推進し，生産の効率化，担い手の育成と生産の組織化，農

地中間管理事業による農地の集積及び集約により，更なる大区画化を図るとともに，高収益作物への

転換を容易にするため，水田の汎用化についても推進していく。 

同時に，自然豊かで潤いのある田園環境の形成を目指して，環境に配慮した工法や製品を導入し，

多様な生物が生息できる水辺環境の保全，田園景観との調和等，多面的機能が発揮されるよう配慮す

る必要がある。 

ほ場整備状況(注 1) 

 水田面積 

(ha) 整備済面積(注 2) 

(ha) 

率 

(％) 

汎用化水田(注 3) 

(ha) 

率 

(％) 

新潟市 28,400 14,371 50.6 10,463 36.8 

県全体 151,900 94,413 62.2 74,746 49.2 

全国 2,432,000 1,574,627 64.7 1,088,003 44.7 

注 1)新潟県農地部農地計画課調べ（平成 28年 3月 31 日現在）による。 

注 2)「整備済」とは，原則として標準区画（30ａ程度）以上で道路， 

用水路，排水路等が整備され，中・大型機械化体系の営農が可能なほ場をいう。 

注 3)汎用化水田面積：水田整備済みで，排水条件の良好な水田面積。（畑作が可能なよ 

うに地下水位が低く，地表水の排除が良好な水田） 

（２）排水施設の現況

新潟市管理排水機場一覧 

施設名 葛塚排水機場 須戸排水機場 濁川排水機場 南浜排水機場 
両村囲 

排水機場 
飯山排水機場 

管理委託先 新潟北土改 新潟北土改 新潟北土改 新潟北土改 新潟北土改 阿賀野川土改 

稼働年次 Ｓ59 Ｓ57 
旧Ｓ39・新Ｓ

61 
Ｓ57 Ｓ61 Ｈ9 

原動機種別 

モーター1台 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

1 台 

モーター2台 
モーター2台 モーター2台 モーター2台 モーター2台 

区名 北区 北区  北区 北区 北区 北区 

施設名 蔵岡排水機場 本所排水機場 鮭川排水機場 
水田 

揚排水機場 

東部 

排水機場 
曲通排水機場 

管理委託先 亀田郷土改 亀田郷土改 新津郷土改 新津郷土改 新津郷土改 西蒲原土改 

稼働年次 Ｈ3 Ｈ2 Ｈ22 Ｈ1 Ｈ16 旧Ｓ48・新Ｈ3 

原動機種別 
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

3 台 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

3 台 
モーター2台 モーター3台 モーター2台 モーター6台 

区名 江南区 江南区 秋葉区 秋葉区 秋葉区 南区 
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（３）平成 29年度農業基盤整備事業の実績 

農業基盤整備事業について、市営事業を表－１に，市がその一部を助成及び負担した事業を表－２

に，本市に関する国営，県営事業の進捗状況を表－３に示した。 

表－１ 市営農業生産基盤整備事業          （単位：千円） 

表－２ 主な農業生産基盤整備事業等への市の助成及び負担    （単位：千円） 

施設名 
旧広通江 

排水機場 
田潟排水機場 鎧潟排水機場 

旧木山川 

排水機場 
升潟排水機場 

管理委託先 西蒲原土改 西蒲原土改 西蒲原土改 西蒲原土改 西蒲原土改 

稼働年次 旧Ｓ54・新Ｈ8 
旧々Ｓ46・旧

Ｓ51・新Ｈ8 

旧Ｓ38・新Ｈ4 

新々H5 

旧々Ｓ33・旧

Ｓ51・新Ｈ3 
旧Ｓ53・新Ｈ9 

原動機種別 モーター8台 モーター6台 
モーター 

13 台 
モーター6台 モーター6台 

区名 西区 西区 西蒲区 西蒲区 西蒲区 

事業種目 件数 事業概要 事業費 市費 

農村振興総合基盤整備事業 1 巻地区 79,705 24,055 

田んぼダム利活用促進事業 － 
田んぼダム取組地区 50 地区 

効果検証委託１地区 
2,760 2,760 

農道維持管理支援事業 － 砕石 V=661    6,357 6,357 

農業水利施設保全合理化事業 － 水位計更新 一式 2,001 501 

農業施設保全強化対策事業 1 農道台帳作成 L＝6.44 ㎞ 9,347 9,347 

農業基盤整備促進事業 13 排水路整備 L＝838.8ｍ 35,001 17,501 

農地耕作条件改善事業 7 排水路整備 L＝1,553.4ｍ 50,000 25,000 

計   185,171 85,521 

事業種目 地区数 
対象 

事業費 

補助・ 

負担額 

補
助
金

農業土木支援事業 26 26,210 13,105 

団体営基幹水利施設ストックマネジメント事業 6 234,380 23,438 

農業基盤整備促進事業 8 267,218 13,358 

農地耕作条件改善事業 4 147,100 7,355 

ほ場整備促進活動事業 9 85,410 10,151 

用排水路安全施設整備支援事業 5 11,000 4,000 

債務負担設定済分土地改良事業 3 － 12,799 

国営土地改良事業 2 － 67,309 

県営かんがい排水事業 3 108,618 7,812 

県営ため池等整備事業 3 60,000 4,800 

県営農地防災排水事業 7 774,690 43,242 

県営基幹水利施設ストックマネジメント事業 1 224,833 22,484 
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 表－３ 平成２９年度新潟市関係主な農業生産基盤整備事業進捗状況  （単位：ha，百万円，％） 

県営地盤沈下対策事業 3 844,455 71,279 

県営農道整備事業 1  10,000 25,000 

県営ほ場整備事業 14 210,531 19,150 

国営造成施設管理体制整備促進事業 6 164,396 26,320 

ほ場整備促進活動事業 2 3,920 1,960 

債務負担設定済分土地改良事業 3 － 6,794 

土地改良施設維持管理適正化事業 1 － 1,925 

事業名 
事業
主体

地区名 
着工 
年度 

総事 
業費 

受益面積 
29 年度
まで 

進捗
率 

国営かんぱい 国 

新川流域 Ｈ18 31,000 (13,782) 19,778 25,360 81.8

新川流域二期 Ｈ26 22,000 (13,620) 19,535 4,444 20.2

加治川用水 Ｈ24 27,000   (28) 6,121 12,971 48.0

水利施設整備 

（かんがい排水） 
県 

阿賀野川右岸 1期 Ｈ21 8,798  (151)  1,058 2,607 29.6

西蒲原排水４期 Ｈ8 16,337  (2,789)  3,830 14,095 86.3

阿賀野川右岸第３ Ｈ26 2,238  (329)    972 464 20.7

水利施設整備 

（基幹ストマネ） 
県 亀田郷 Ｈ26 1,314 (1,265)  1,265 594 45.2

農地保全整備 

(地盤沈下対策) 
県 

新潟南部８期 Ｈ21  4,294  (3,317)  3,317 3,792 88.3

西蒲原２期 Ｈ24 2,690 (6,123)  7,486   2,229  82.9

亀田郷阿賀 Ｈ28 2,527 (1,002)  1,002   521 20.6 

農地保全整備 

(ため池等) 
県 

針ケ曽根 Ｈ25 214 (1,279)  1,279     170 79.4

沢海揚水機場 Ｈ27 69 (2,590) 2,590 59 85.5

四ツ合 Ｈ25 192 (1,221) 1,221 192 100.0

一般農道整備 県 中郷屋 Ｈ10  1,169 (360)    360 1,161 99.3

農地保全整備 

（国営附帯県営 

農地防災） 

県 

白根郷第３期 Ｈ13 1,896 (4,930)  5,360 1,783 94.0

白根郷第４期 Ｈ15 1,826 (4,930)  5,360 1,219 66.8

白根郷第５期 Ｈ27 2,294 (4,930)  5,360 101 4.4

農地整備事業 

（経営体育成 

  基盤整備） 

県 

両新 Ｈ14 5,081    (219)   219 4,888 96.2

河間三ツ門 Ｈ18 1,823 (133)   133 1,733 95.1

小吉 Ｈ19 3,127 (205)   207 2,914 93.2

小中川 Ｈ19 2,280 (8)   140 2,231 97.9

道上 Ｈ20 865 (53)    53 829 95.8

道上２期 Ｈ21 1,609 (92)    92 1,570 97.6

巻東町 Ｈ22 1,524 (77)    77 1,346 88.3

負
担
金
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注１）平成 30年度農業農村整備事業管理計画による。 

注２）受益面積欄の（ ）は，新潟市分を示す。 

３ 農村環境整備の現況 

（１）平成 29年度農村環境整備の実績 

市営農村環境整備事業の平成 29 年度実績を表－１に，農村環境整備事業に対し市がその一部を助

成及び負担した平成 29年度実績を表－２に示した。 

表－１ 市営農村環境整備事業           （単位：千円） 

表－２ 主な農村環境整備事業等への市の助成及び負担    （単位：千円）

上泉 Ｈ22 748 (1)    46 743 99.3

本町 Ｈ24 1,950  (1)    83 1,601 82.1

打越 Ｈ27 3,698 (189)   192 887 24.0

福島 Ｈ28 1,094 (64)    64 362 33.1

桑山 Ｈ29 729 (34)    34 99 13.6

羽黒 Ｈ17 384 (32)    32 384 100.0

羽黒 2期 Ｈ18 917 (48)    48 917 100.0

事業名 件数 事 業 概 要 事業費 市費 

農村排水等整備事業 

（市単） 
8 

排水路等整備  77.0m 

水槽改良工  １基 

簡易ゲート改修 ２基 

7,941 7,941 

田園環境保全事業 

(美しい農村づくり) 
1 

美しい農村づくり事業夏井地区

景観ワークショップ支援業務委

託 

2,328 2,328 

環境用水利活用促進事業 1 
舞潟揚水機場～鳥屋野潟 

(又は親松排水機場） 
10,032 10,032 

計 10  20,301 20,301 

事業名 地区数 対象事業費 補助・負担額等 

多面的機能支払交付金事業 143 1,639,511 1,639,511 

用排水浄化対策事業 8 － 14,893 



- 85 - 

（２）多面的機能の維持発揮 

農業・農村は，国土の保全，水源の涵養，自然環境の保全，良好な景観の形成等の多面的機能を

有しているが，農業者の高齢化，担い手不足により，多面的機能の発揮に支障が生じつつある。 

このため，地域資源の適切な保全管理や多面的機能を維持・発揮するための地域の共同活動に対

し支援を行った。 

平成29年度の多面的機能支払の区別の取組み実績を表－１に、区別のカバー率実績を表－２に示

した。 

表－１ 多面的機能支払交付金取組み面積 

地域資源の質的向上のための共同活動 施設の長寿命化のための活動

合計（ha） 田 畑 合計（ha） 田 畑 合計（ha） 田 畑

北 区 3 4,140.98 4,029.32 111.66 3 3,886.77 3,788.09 98.68 3 3,886.77 3,788.09 98.68

東 区 4 231.04 206.97 24.07 4 231.04 206.97 24.07 1 203.11 183.71 19.40

中 央区 1 61.10 59.58 1.52 1 61.10 59.58 1.52 1 61.10 59.58 1.52

江 南区 5 3,218.52 2,942.89 275.63 5 3,218.52 2,942.89 275.63 5 3,218.52 2,942.89 275.63

秋 葉区 1 3,454.97 3,340.40 114.57 1 3,454.97 3,340.40 114.57 1 2,855.21 2,754.13 101.08

南 区 13 5,413.84 5,018.21 395.63 13 5,413.84 5,018.21 395.63 11 5,333.18 4,942.88 390.30

西 区 37 3,163.58 2,873.96 289.62 32 3,018.73 2,749.15 269.58 25 2,679.52 2,426.04 253.48

西 蒲区 79 7,458.64 7,057.37 401.27 77 7,349.29 6,950.95 398.34 31 4,191.80 3,860.13 331.67

合 計 143 27,142.67 25,528.70 1,613.97 136 26,634.26 25,056.24 1,578.02 78 22,429.21 20,957.45 1,471.76

農地維持支払
資源向上支払

組織
数

交付金算定の対象農用地面積 組織
数

交付金算定の対象農用地面積 組織
数

交付金算定の対象農用地面積

表－２ 多面的機能支払交付金取組みカバー率 

活動区分

農用地面積
に対する交
付対象面積
（ha）

カバー率
(％)

農地維持 4,141 93.7

資源向上(共同) 3,887 88.0

農地維持 231 32.8

資源向上(共同) 231 32.8

農地維持 61 13.0

資源向上(共同) 61 13.0

農地維持 3,219 91.2

資源向上(共同) 3,219 91.2

農地維持 3,455 94.3

資源向上(共同) 3,455 94.3

農地維持 5,414 91.2

資源向上(共同) 5,414 91.2

農地維持 3,164 77.3

資源向上(共同) 3,019 73.7

農地維持 7,459 90.5

資源向上(共同) 7,349 89.2

農地維持 27,144 87.4

資源向上(共同) 26,635 85.8

区
耕地面積
（ha）

農用地面積
（ha）

平成29年度

北区 4,210 4,418

東区 671 704

中央区 446 468

江南区 3,363 3,529

秋葉区 3,490 3,662

南区 5,656 5,935

西区 3,903 4,096

西蒲区 7,851 8,239

合計 29,590 31,051

注１）耕地面積：「農林業センサス2015」（経営耕地総面積の各区の面積） 

注２）農用地面積合計：本書P.24「農用地利用計画面積（平成29年12月31日現在）」の農用地区域 

のうち，農地＋採草放牧地の面積（各区の農用地面積は「農林業センサス2015」の経営耕 

地総面積比率で各区に按分した換算値） 

注 1） 

注 2） 
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第５章 新潟市の水産業 

１ 概要 

本市は、日本海沿岸のほぼ中心に位置し、海岸線延長は 58.6km、底質は砂泥で単調な遠浅の漁場とな

っている。沖合には佐渡が島・粟島の 2島とこれに連なる岩礁及び瀬・礁が多数点在し、暖・寒流系の

回遊魚類及び定着性魚介類の好漁場が形成され、各種の漁業が営まれている。また、水揚げされる主な

水産物としては、サバ・アジ・ホッケ・ニギス・イワシ・ハタハタ・スケトウダラ・ブリ・カレイ類・

ヒラメ・スルメイカ・カニ類・エビ類等がある。 

  内水面漁業は、信濃川・阿賀野川・鳥屋野潟・佐潟・福島潟で営まれ、サケ・マス・コイ・フナ・ヤ

ツメウナギ・シジミ等が漁獲され、種苗の放流等も行われている。 

  水産物の流通については、中央卸売市場（消費地）1 ヶ所、地方卸売市場（産地）1 ヶ所の 2 卸売市

場が存在し、本県の中枢的拠点卸売市場として広域的に水産物を供給する重要な役割を果たしている。 

２ 海面漁業 

  沿岸漁業は、新川・松浜・巻の第一種漁港、特定重要港湾である新潟港西港区の漁港区及び天然海浜

を基地として、板びき網・さし網・吾智網・船びき網・小型定置網漁業・採貝漁業等が営まれている。 

  沖合漁業は、新潟港西港区の漁港区を基地として、機船底びき網・いか釣・まき網・流し網漁業等が

営まれ、市民になじみ深い新鮮な水産物を供給している。 

今後の本市水産業の発展には、生活基盤となる漁港整備、漁場造成並びに資源管理型漁業の推進等が

重要である。 

（１）地方（産地）市場に直接水揚される地場物の取扱高 

年次 数量（t） 前年対比（％） 金額（千円） 前年対比（％） 

25 9,866 193.5 1,813,755 126.3 

26 7,480 75.8 1,795,873 99.0 

27 6,344 84.8 1,745,027 97.2 

28 9,483 149.5 2,099,593 120.3 

29 5,568 58.7 1,602,614 76.3 

（新潟漁協水揚高より算出）

（２）海面（沿岸）漁業の現況 

漁獲実績 

       年 次

数量 
27 28 29 

漁獲量（t） 678.4 686.8 589.5 

金額（千円） 397,471 408,391 383,842 

地
場
売

う
ち

数量（t） 65.6 39.4 30.6 

金額（千円） 39,987 19,021 25,494 

割合（％） 10.1 4.7 6.6 
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漁船隻数 

総数 1t 未満 
1t 以上～ 

3t 未満 

3t 以上～ 

5t 未満 

5t 以上～ 

10t 未満 

10t 以上～

50t 未満 
50t 以上 無 動 力 

457 137 222 52 20 20 6 0 

主な漁業 主な水産物 

・底びき網漁業 ・船びき網漁業 ・カレイ ・イカ 

・さし網漁業 ・地びき網漁業 ・ヒラメ ・タコ 

・釣（ひき釣）漁業  ・イワシ ・イワガキ 

・はえ縄漁業  ・タイ ・ワタリガニ 

・定置網漁業  ・ブリ ・マルガニ 

・かに籠漁業  ・マス ・クルマエビ 

・採貝漁業  ・アジ ・アカヒゲ 

・たこ箱漁業  ・サバ  

（３）つくり育てる漁業 

ヒラメの中間育成放流                            （単位：千円） 

年度 事業主体 事業内容 事業費 

27 
新潟市 ヒラメ（50mm） 1 万 7千尾 900 

新潟漁協 ヒラメ（50mm） 1 万尾 529 

28 
新潟市 ヒラメ（50mm） 9 千 4百尾 500 

新潟漁協 ヒラメ（50mm） 1 万 1千尾 629 

29 
新潟市 ヒラメ（50mm） 4 千 7百尾 250 

新潟漁協 ヒラメ（50mm） 1 万 8千尾 977 

３ 内水面漁業 

内水面漁業は、信濃川・阿賀野川の 2大河川延長 22km 及び 3湖沼（鳥屋野潟・佐潟・福島潟）約 220ha

が主要漁場となっており、サケの種苗生産をはじめ、サクラマス・フナ・シジミ等の種苗を放流するな

ど漁業者自ら意欲的に取り組んでおり、加えて水質等の浄化も進む傾向にあって内水面漁業の一層の発

展が期待されている。 

（１）内水面漁業の現況 

漁獲実績 

数量      年次 27 28 29 

漁獲量（t） 166.6 141.2 136.4 

金額（千円） 101,646 104,970 95,816 

地
場
売

う
ち

数量（t） 66.0 63.3 59.0 

金額（千円） 43,629 45,651 39,899 

割合（％） 42.9 43.5 41.6 
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漁船隻数 

総 数 1t 未満 1t 以上～3t 未満 3t 以上 無 動 力 

292 158 113 8 13 

 主な漁業 主な水産物 

 ・流し網漁業 ・サケ ・ウナギ 

 ・刺し網漁業 ・サクラマス ・ヤツメウナギ 

 ・袋網漁業 ・コイ ・カワガニ 

 ・地曳網漁業 ・フナ ・シジミ 

（２）つくり育てる漁業 

ア サケの採捕・採卵と稚魚の放流 

平成 28 年度 平成 29 年度 

採捕尾数 

（尾） 

採卵数  

（千粒） 

放流尾数

（千尾） 

採捕尾数 

（尾） 

採卵数  

（千粒） 

放流尾数

（千尾） 

信濃川漁業協同組合 3,176 1,805 1,529 3,261 1,840 1,385 

松浜内水面漁業協同組合 9,164 

2,339 1,473 

10,906 

2,144 1,372 濁川漁業協同組合 1,944 1,149 

新潟市大形地区漁業協同組合 867 823 

計 15,151 4,144 3,002 16,139 3,984 2,757 

イ 湖沼・河川の稚魚放流実績      （単位：Ｋｇ・円、但し、サクラマスは単位：尾・円） 

年
度区分 

鳥屋野潟 佐潟 信濃川 阿賀野川 福島潟 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

平

成

27

年

度

サクラマス 40,520 437,616 56,020 605,016

フナ 194 164,900 110 93,500 440 374,000 338 287,300

ウナギ 13.8 105,818

シジミ 1,880 1,725,840

計 164,900 199,318 811,616 2,330,856 287,300

平

成

28

年

度

サクラマス 27,620 298,296 49,370 533,196

フナ 187 162,690 110 95,700 440 382,800 320 278,400

ウナギ 13 91,260

シジミ 1,720 1,578,960

計 162,690 186,960 681,096 2,112,156 278,400

平

成

29

年

度

サクラマス 24,910 269,028 10,080 108,864

フナ 156 135,720 110 95,700 440 382,800 432 375,840

ウナギ 12.2 83,008

シジミ 1,666 1,529,388

計 135,720 178,708 651,828 1,638,252 375,840
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４ 水産施設 

（１）漁港整備の状況 

  ア H29 松浜漁港整備内容                            （単位：千円） 

事業名 事業内容 事業費 

水産物供給基盤 

機能保全事業 

防砂堤保全工事 

水域施設機能保全計画策定業務 

3-1・3-2 岸壁長寿命化実施設計業務 

3-3 岸壁保全工事 

L=6m 

一式 

一式 

L=46m 

46,924 

（平成 29年度決算見込み） 

  イ H29 新川漁港整備内容                             （単位：千円） 

事業名 事業内容 事業費 

新川漁港機能強化事業 
北防砂堤改良工事 

水域施設浚渫工事 

L=24m 

V=67,641m3 
173,232 

水産物供給基盤 

機能保全事業 

東第 1 防波堤保全工事 

物揚場新設工事 

東第 1防波堤 1-3長寿命化実施設計業務

東護岸 3-1・物揚場 4-1 保全工事 

L=20m 

L=30m 

一式 

実施中（繰越） 

95,407 

（平成 29年度決算見込み） 

ウ H29 巻漁港整備内容                              （単位：千円） 

事業名 事業内容 事業費 

水産物供給基盤 

機能保全事業 
南防波堤 1-1 ブロック製作工事 211 個 15,036 

（平成 29年度決算見込み） 



（２） 漁港図 

ア 松浜漁港図 
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イ 新川漁港図 



ウ 巻漁港図
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（３）新潟港内主要水産施設 

  ア 新潟港内主要水産施設概要 

位置 
図面 

番号 
所有者 用途 規模 建設年月 

東
港
線

① 新潟漁業協同組合 水産物荷捌施設 2,304 ㎡ 昭和 49.12 

② 新潟漁業協同組合 冷蔵庫及び貯氷庫 
製氷能力 80t／日 

貯氷能力 3,000t 

昭和 58.3 

平成 6.3 

③ 新潟漁業協同組合 水産物荷捌施設及び事務所 4,703 ㎡ 平成 22.9 

イ 新潟港内主要水産施設平面図 

③ 

① 

② 



５ 水産物流通図 
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第６章 中央卸売市場 

１ 中央卸売市場の役割 

私たちが快適な日常生活を営む上で欠くことのできない生鮮食料品等の生産と消費を結ぶパイプ役

として、卸売市場法に基づき地方公共団体（都道府県，人口 20 万人以上の市）が農林水産大臣の認可

を受けて開設したのが中央卸売市場です。 

中央卸売市場は、開設区域内における生鮮食料品等の流通を確保するための中核的拠点となるのはも

ちろんのこと、開設区域外の広域にわたる生鮮食料品等の流通の改善にも貢献するといった重要な役割

を担っています。 

また、中央卸売市場の機能としては，次のようなものが挙げられます。 

（１）集荷，分荷機能 

生産者及び出荷者からの集荷、消費者への分荷配給の接点として、また、生産者と消費者を結ぶ

流通の中核的拠点としての重要性を持っている。生産、消費、小売などの客観情勢の変化に対応し

た委託または買付による品揃えはもちろんのこと、大量集荷したものを迅速に分荷する。 

（２）価格形成機能 

生鮮食料品や花きは、その特性、特に鮮度の問題があるので、高く売りたい生産者と安く買いた

い小売業者等という利害相反する両者が迅速に納得する価格を決定する。 

（３）決済機能 

販売代金の迅速、確実な決済を行うため、定められたルールに基づいて、仕切、精算を迅速円滑

に処理する。 

（４）情報伝達機能 

     卸売予定数量や販売結果等を速やかに公表するほか、需給に関する情報を収集し、川上である生

産者や川下である小売業者等にそれぞれ伝達する。 

２ 当市場の概要 

（１）所在地       新潟市江南区茗荷谷711番地 

（２）敷地面積      267,637㎡ 

（３）開設認可年月日   昭和 39 年 9月 12 日 

（４）業務開始年月日    昭和 39 年 10 月 1 日  ※新市場移転年月日 平成 19 年 5月 21 日 

（５）開設者      新潟市 

（６）取扱品目      青果部    野菜，果実及びこれらの加工品並びに市長が定める加工食料品 

              水産物部   生鮮水産物及びこれらの加工品並びに市長が定める加工食料品 

             花き部    花き 

（７）せり開始時刻       青果部   午前 6時 

  水産物部  午前 5時 

花き部   午前 8時（ただし，6月 1日から 9月 30 日までの火曜日及び土

曜日は午前 7時 30 分） 
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（８）開設区域       新潟市 

（９）主要施設の面積 

名称 面積（㎡） 概要 名称 面積（㎡） 概要 

卸売場 

（合計 13,279㎡） 

7,080 青果棟（1業者） 
買荷保管・積込所地 

（合計 7,555 ㎡） 

3,593 青果棟 

4,733 水産棟（2業者） 2,450 水産棟 

1,466 花き棟（1業者） 1,512 花き棟 

仲卸売場 

（合計 5,165 ㎡）

1,676 青果棟（16業者） 廃棄物処理施設 80 処理能力 1ｔ/24ｈ 

2,903 水産棟（16業者） リサイクル施設 200 処理能力 0.2ｔ/ｈ 

586 花き棟（3業者） 駐車場 70,625  

関連商品売場 6,246  管理事務所 5,416  

業者事務所 8,303  屋根付通路 4,000  

（１０）施設配置図 

中央卸売市場区域

水産棟

中央棟

新潟魚市場

物流センター

青果棟

花き棟

洪
水
調
整
池

洪水調整池

総合

食品

センター

増設余裕地(北側）

廃棄物集積所

リサイクル施設

駐
車
場

洪水調整池

守衛棟

銀行

正門

市
場
流
通
機
能

補
完
施
設
用
地

（
民
地
）

駐
車
場

駐
車
場

駐
車
場

駐
車
場

駐
車
場

駐
車
場

主
要
地
方
道
新
潟
港
横
越
線
（
通
称
「
赤
道
」
）

増
設
余
裕
地

（
東
側
）

駐車場

バス停 
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３ 流通のしくみ

（１）開設者（新潟市）…農林水産大臣の認可 

施設の維持・管理、取引業務の指導・監督、価格等の情報提供を行い、適切な市場運営を図ります。 

（２）卸売業者（青果部1社、水産物部2社、花き部1社）…農林水産大臣の許可 

全国各地の生産者等から集荷した生鮮食料品等を、せり売又は相対取引により仲卸業者や売買参加

者に販売します。 

（３）仲卸業者（青果部16社、水産物部16社、花き部3社）…市長の許可 

卸売業者から仕入れた大量の生鮮食料品等を市場内の店舗で仕分けして、売買参加者や買出人に販

売したり、スーパーなどに配送したりします。 

（４）売買参加者（青果部145社(人)、水産物部109社(人)、花き部152社(人)）…市長の承認 

小売商、加工業者等のうち、卸売業者との取引に参加する資格を持っている者で、卸売業者又は仲

卸業者から直接仕入れ、消費者に販売したり、加工食料品等を製造したりします。 

（５）関連事業者（32業者）…市長の許可 

市場機能の充実や市場を利用する人達の便宜をはかるため、市場内に店舗を設け、運輸業，物品販

売業、金融業、理容業、食堂等を営業しています。 

（６）買出人 

卸売業者との取引に参加する資格を持たず、仲卸業者や関連事業者から必要な品物を仕入れ、小売

店、スーパーマーケット、飲食店、旅館等を営む人達です。 
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４ 平成29年度 市場取扱状況（推移）   

（青果部）                               平成30年3月31日現在 

 野  菜 果  実 加工品その他 合  計 

数 量 （ト ン） 

金 額 （千円） 

54,667 

13,606,279 

27,359 

8,770,735 

205 

140,940 

82,231 

22,517,954 

※金額は消費税を除く 

（水産物部）                               平成30年3月31日現在 

 生鮮水産物 冷凍水産物 塩干・加工品その他 合  計 

数 量 （ト ン） 

金 額 （千円） 

17,927 

16,453,597 

12,966 

14,871,861 

8,226 

11,252,765 

39,119 

42,578,223 

※金額は消費税を除く 
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（花き部）                      平成30年3月31日現在 

 切  花 鉢  物 合  計 

数 量 （千本）

数 量 （千鉢） 

金 額 （千円）

42,204 

2,715,136 

― 

1,546 

324,130 

42,204 

1,546 

   3,039,266 

※金額は消費税を除く 
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第７章 農業活性化研究センター 

１ 設置目的 

本市のさらなる農業振興を図るため、農業者が抱えている技術的な課題の解決や農村の活性化を支援

するとともに、食品加工支援センターや食と花の交流センターとも連携しながら 6次産業化や農商工連

携を積極的に支援することを目的としている。 

２ 施設の概要 

（１）施設の名称   新潟市農業活性化研究センター 

（２）所在地     新潟市南区東笠巻新田 3043 番地 1（敷地面積 3.7ｈａ） 

（３）開館時間    午前 8時 30 分から午後 5時 15 分まで 

（４）開館日     月曜から金曜（祝・休日及び 12月 29 日～1月 3日を除く） 

（５）施設概要図 

（６）施設内容 

研究棟 土壌分析室、培地調整室、クリーンルーム・培養室，実験室1･2、試料調整

室、食味調査室、種子保存室、研修室1･2、会議室、図書資料室、展示コー

ナー、事務室

試験栽培エリア 実証温室、作業ハウス、育苗ハウス、露地圃場、堆肥舎、用土置場

そのほか 収納舎、車庫 
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３ 事業内容 

（１）試験研究事業 

農作物の安定生産や品質向上を図るため、農作物の生産に関する試験研究を行う。  

ア 栽培実証試験 

生産現場における栽培技術上の課題（品種・作型・栽培法・資材など）や国・県等で開発された

技術を普及するための課題、市の施策を普及推進するための課題等について栽培実証試験を実施す

る。 

イ 土壌分析 

分析結果に基づいた適正な肥培管理による安定生産と品質向上を図るとともに、過剰施肥の防止

による環境への負担軽減を図ることを目的に土壌分析を実施する。 

ウ 大学等との共同研究 

本市農産物のブランド化や企業等のニーズに対応した品種育成等の共同研究を新潟大学や新潟

薬科大学等と連携し実施する。 

（２）６次産業化サポート事業 

農産物の生産から加工・販売までマーケットに対応した農産物の付加価値向上や６次産業化・農

商工連携など農業者の新事業展開を支援する。 

ア 相談業務・セミナー 

（公財）新潟ＩＰＣ財団やアグリパーク食品加工支援センター等と連携し、食品加工、販路拡大、

機能性調査などの相談対応やビジネスセミナーを開催する。 

イ ６次産業化・農商工連携支援補助 

農業者や食品関連企業が行う農産品の加工・販売による新規事業展開や事業の拡大を対象に、加

工機械・施設整備、販路拡大、機能性成分調査に係る経費を補助する。（補助率 1/3，上限補助金

100 万円） 

ウ ６次産業化ネットワーク支援事業 

（公財）食の新潟国際賞財団と連携し、大学や企業とのネットワークや若手生産者ネットワーク

などを構築し、地元農産品の付加価値向上を目指すとともに、人材育成などを行う。 

（３）農産物高付加価値化推進事業 

農業者の所得向上や農業振興を目的に、農産物の様々な機能性成分に着目し、科学的根拠を裏付

けとした付加価値の高い商品開発を進める。 

ア 柿葉プロジェクト 

柿葉ポリフェノールの機能性に着目し、これまで廃棄していた剪定枝の若葉を活用した商品開発

を行う。 

イ 農産物高付加価値化プロジェクト 

東大発ベンチャー企業のゲノム解析技術と育種技術及び大手広告代理店のマーケティングによ

り枝豆・大豆の育種、ブランド化、プロモーションを行う。 

ウ 大麦プロジェクト 

水田での作付けに適し、機械化栽培体系が可能な付加価値の高い農産物として、大麦の作付け推

進に向けた取り組みを行う。 
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第８章 食育・花育センター 

１ 設置目的 

自然豊かな鳥屋野潟南部に、全国初の「食と花を一体的に学ぶ場」として整備したもので、食育及び

花育を推進し、市民の健全な心と身体を培い、豊かな人間性をはぐくむことを目的としている。

２ 施設の概要 

（１）施設の名称   新潟市食育・花育センター 

（２）所在地     新潟市中央区清五郎 401 番地（敷地面積 約 0.9ｈａ） 

（３）開館時間    午前 9時から午後 5時まで 

（４）休館日     不定休 

（５）運営形態    公設民営（指定管理者制度） 

指定管理者 いくとぴあ食花運営グループ  

代表 グリーン産業株式会社 

          愛宕商事株式会社 

          株式会社新潟ビルサービス 

（指定期間 平成 30年 4月 1日～平成 35年 3月 31 日） 

（６）来館者数 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

107,007 人 214,449 人 350,612 人 430,464 人 504,495 人 

平成 28年度 平成 29年度 累計   

426,220 人 414,565 人 2,447,812 人   

（７）本体施設    鉄筋コンクリート造り 2階建て（延床面積 2,349 ㎡） 

場所 施設名 

１階 
アトリウム、調理実習室（調理台 9台、貸出施設）、食の体験展示コーナー、情報展示コ

ーナー、相談・図書コーナー、事務室 

２階 講座室（定員 120人、貸出施設）、食の広場・花の広場，多目的ラウンジ 

屋外 ほ場(見本園) 、農舎、育成温室 
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（８）平面図 

1階                       ２階 

３ 事業内容 

（１）新潟発 わくわく教育ファーム推進事業 

ア 取組みの概要 

  アグリパークやいくとぴあ食花を中心に、子どもたちや市民に本市が誇る農業や食に対する理解

を深め、ふるさとへの愛情や誇り、生きる力を培うとともに、農業を活性化するための食と農の体

験の支援を行う。 

また、教育委員会と連携して策定した学習と農業体験が結びついた農業体験学習プログラム（ア

グリ・スタディ・プログラム）を推進し、平成 26年度から全小学校で食育・農業体験を実施して

いる。 

イ 主な実施事業 

（ア）子ども農業体験交流 

   総務省・文部科学省・農林水産省の三省連携による「子ども農山漁村交流プロジェクト」につ

いて、市内の子どもたちが宿泊を伴う生産現場などでの農業体験・交流を推進する。 

（イ）学校教育田 

   子どもたちに一年間の米作りを通じて、毎日食べるお米のことや農業について知ってもらうと

ともに、米を中心とした日本型食生活の普及及び定着を図る。 

（ウ）アグリパークやいくとぴあ食花での体験学習 

   市内の小学校・中学校・特別支援学校などに、全国に先駆けた、学習と農業体験を結びつけた
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「アグリ･スタディ･プログラム」を提供するため、アグリパークでの宿泊及び日帰りの“農業体

験学習”、いくとぴあ食花での日帰りの“食育・花育などの体験学習”を推進する。 

（エ）幼稚園・保育園での農業体験 

   食べることの本質を体で感じ、健全な心身を育むため、野菜くずを活用した「菌ちゃんリサイ

クル元気野菜づくり」を推進する。 

（２）食育の推進 

ア 取り組みの概要 

本市は「大消費地」でありながら、身近なところで米をはじめとする多種多様な野菜や果物が生

産される「大生産地」でもある。また、日本海では新鮮な魚が漁獲され、健全な食生活を送ること

ができる豊かな環境に恵まれている。 

この特長を生かして、様々な体験を通じて「食」に関する知識及び「食」を選択する力を習得し、

健全な心と身体、豊かな人間性を育む「食育」を市民運動として推進している。 

イ 主な実施事業 

（ア）「にいがた流 食生活」実践事業 

本市で生産される米や食材を生かした日本型食生活の実践などを柱とする「にいがた流 食生

活」を推進するため、食育・花育センターを拠点に、季節の料理教室や各種食育体験プログラム

等を提供する。 

（イ）「食育の日」の普及啓発 

   年 3回（6月、10月、3月）の食育の日に、食育の普及啓発活動の一環として，地元食品企業（飲

食店及びスーパーマーケット等）と連携して，各種取組を行う。 

 （ウ）食育マスターの登録，派遣 

     食育に関する優れた知識や経験を有する人材を、「新潟市食育マスター」として登録し、幼稚

園や保育園、学校、自治会等が行う食育活動の講師、インストラクターとして派遣することで、

地域における食育の推進や食育活動の充実を図る。 

（３）花育の推進 

ア 取り組みの概要 

全国に誇る花の大産地である本市が、「花や緑」を大切に育み、一層こころ豊かなまちとなるこ

とで、名実ともに「食と花の政令市にいがた」をつくりあげることを目的に、市民をはじめ，生産

や流通、販売、そして教育や福祉に携わる多くの皆様と行政等が一体となり花育を推進している。 

イ 主な実施事業 

（ア）アトリウム、屋外見本園等における植栽展示 

アトリウム、屋外見本園等に季節に応じた新潟市ならではの草花、花木、樹木などを植栽し、
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来園者にくつろぎの空間として楽しんでいただくとともに、市民が家庭や地域で「花や緑」を育

てるための見本園として展示している。 

  （イ）相談業務 

一般市民を対象に樹木や草花などの手入れや病害虫の防除など、家庭園芸全般について、来園

又は電話による園芸相談に応じている。 

（ウ）園芸講習会、展示会の開催 

   市民の園芸に対する多様なニーズに応じた園芸講座や園芸に関する市民団体等が日頃の活動

の成果を発表する場として展示会を開催している。 

（エ）花育マスターの登録、派遣 

花や緑に関する専門家を、「新潟市花育マスター」として登録し、学校、職場、市民団体等が

行う花育活動の講師、インストラクターとして派遣することで、活動団体の拡大、活動内容の充

実を図る。 

  （オ）花育関連情報の発信 

     食育・花育センター内において、新潟市産の花、「花や緑」を生活に取り入れる方法、市内の

花育活動等の情報を展示し、来園者に対して花育の大切さ、楽しさを伝えるとともに、花育総合

情報サイトの運営や花育通信を発行することで、花育の普及・啓発を図る。 

（４）食と花による交流の推進 

食育、花育や農業に関する体験の機会として、小学校･保育園等団体体験プログラムの実施や、

いくとぴあ食花各施設と連携し季節に応じたイベントを開催する。 

（５）農村・都市交流の推進 

ア 取り組みの概要 

農業に親しみ、理解を深める場や機会を提供することにより、農業者と都市生活者の相互理解と

交流を深め、都市と農村が互いに恵みあう関係を築くとともに、新潟の食と花の魅力を発信するた

め農村・都市交流を推進している。 

イ 主な実施事業 

（ア）都市型グリーン・ツーリズム推進事業 

  豊かな田園と都市が共存する本市の特徴を活かした都市型グリーン・ツーリズムとして、農業・

漁業体験に関する情報の発信や、グリーン・ツーリズム指導者の養成、紹介を行う。 

（イ）農業サポーターシステム推進事業 

都市住民の農業への理解と関心を高めるとともに、農家の労働力不足の解消の一助とするため、

農業に関心のある都市住民を農業サポーター（ボランティア）として登録し、高齢化などにより労

働力が不足している農家の農作業を手伝ってもらう。 
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第９章 食と花の交流センター 

１ 設置目的 

本市が誇る食と花の魅力を市内外に発信し、多くの人にその魅力に触れる機会を提供することにより、

食と花の販路の拡大及び農村と都市の交流を推進し、もって農林水産業の振興及び市民の豊かな生活の

実現に資すること 

２ 施設の概要 

（１）施設の名称   食と花の交流センター 

（いくとぴあ食花内民活ゾーン） 

（２）所在地     新潟市中央区清五郎 336 番地 

（３）開園日    平成 26 年 6月 21 日 

（４）開館時間    午前 9時から午後 5時（施設・季節により異なる。） 

（５）休館日     不定休 

（６）運営形態 公設民営（指定管理者制度） 

指定管理者 いくとぴあ食花運営グループ  

代表 グリーン産業株式会社 

          愛宕商事株式会社 

          株式会社新潟ビルサービス 

（指定期間 平成 30年 4月 1日～平成 35年 3月 31 日）  

（７）来場者数    

平成 26 年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 累計 

402,627 人 417,951 人 398,624 人 438,192 人 1,657,394 人 

（８）主な施設内容  

敷地面積 5.7ｈａ

施設名 構造 面積等 備考 

情報館 木造 2階建 369.8 ㎡（延床）  

キラキラ―ガーデン  約 13,500 ㎡ 13 種類の庭園 

花とみどりの展示館 鉄骨平屋造 1026.5 ㎡（延床）  

キラキラレストラン 鉄骨平屋造 699.0 ㎡（延床） 出店者（株）オーシャンシステム 

キラキラマーケット 鉄骨平屋造 1831.6 ㎡（延床） 出店者 いくとぴあ食花グループ 

多目的広場  900 ㎡ 主にﾄﾞｯｸﾞﾗﾝとして活用 

第 1駐車場  8,200 ㎡ 299 台 

第 2駐車場  5,000 ㎡ 119 台 



（９）施設配置図 

３ 事業内容 

（１）花とみどりの展示事業 

ガーデン及び花とみどりの展示館

良さを市内外にＰＲし、ブランドアップにつなげる

身近な生活での花とみどりの取入

市民に感動を与え、花とみどりに囲

・ ガーデン、展示館での花やみどりの

   ・ 花とみどりをテーマにしたワークショップ

（２）食と花のプロモーション事業 

施設内の直売所及びレストラン等

ドイメージを更に高め、市内・外

・ 直売所、レストランでの市内農産品

・ イベント時の市内農産品の情報発信
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展示館において、本市自慢の多彩で美しい花とみどりを

ブランドアップにつなげる。 

取入れ方、飾り方等による新しいライフスタイルを提案

囲まれた寛ぎとやすらぎの空間を提供する。 

やみどりの展示 

とみどりをテーマにしたワークショップ

等との連携により、本市の食と花などの優れた農林水産物

外に広く浸透させる各種取り組みを実施する。 

市内農産品の展示販売（提供）によるＰＲ 

情報発信

とみどりを展示し、品質の

提案することで、

農林水産物のブラン
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第 10章 アグリパーク 

１ 設置目的 

・市民が農業に触れ、親しむ場並びに農業を学ぶ場を提供することにより、地域の農業に対する理解を

深め、もって郷土愛を育むこと 

・市内の生産者等に対する食品加工等に関する技術的支援を行うことにより、農業の振興に資すること 

２ 施設の概要 

（１）施設の名称   アグリパーク 

（２）所在地     新潟市南区東笠巻新田 3044 番地 

（３）開園日    平成 26 年 6月 28 日 

（４）開館時間    午前 9時から午後 5時（施設により異なる。） 

（５）休館日     不定休 

（６）運営形態 公設民営（指定管理者制度） 

指定管理者 アグリパーク運営グループ  

代表 グリーン産業株式会社 

          愛宕商事株式会社 

          株式会社新潟ビルサービス 

（指定期間 平成 30年 4月 1日～平成 35年 3月 31 日）  

（７）来場者数     

平成 26 年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 累計 

220,438 人 198,345 人 193,837 人 173,792 人 786,412 人 

（８）主な施設内容  

・敷地面積 4.0ｈａ 

施設名 構造 面積等 備考 

クラブハウス 鉄骨平屋造 938.57 ㎡(延床) 学習室 100 名程度 外 

農業体験棟 鉄骨平屋造 243.29 ㎡(延床) 120 名程度 

畜舎 木造平屋造 388.37 ㎡(延床) 学習室 40名程度 外 

農器具庫 木造平屋造 123.56 ㎡(延床)

宿泊施設 木造平屋造 381.13 ㎡(延床) 最大宿泊人数 70名 

宿泊棟 木造平屋造 158.64 ㎡(延床)

直売所 木造平屋造 253.96 ㎡(延床) 出店者（株）にいがた村 

レストラン 木造平屋造 282.25 ㎡(延床) 出店者 愛宕商事(株) 

食品加工支援センター 鉄骨平屋造 812.37 ㎡(延床) 商品開発研修室、加工室 外 

ほ場  7,000 ㎡  

駐車場  4,200 ㎡ 136 台 



（９）施設配置図 

３ 事業内容 

（１）教育ファーム 

作物を育てるところから食べるところまで

自然の力やそれを生かす生産者等の

さを実感し、もって学ぶことができるカリキュラムを

・ アグリ・スタディ・プログラム

・ 一般向け教育ファームプログラム

（２）就農支援事業 

「農業」という「仕事」の意義を

な知識、技術を享受する各種プログラムを

地域農家との交流会の実施を行うなど

・ ウイークエンド農業塾，ウイークデー

・ 技能習得講座・研修 

・ 就農相談 

（３）食品加工支援事業 

 農家の所得向上に資するため、地元農家

知識及び技術の取得のための講座のほか

各種講座を実施。6次産業化におけるトータル

し、地元農産物を活かした新たな製品

 ・ 食品加工技術の指導、食品加工研修講座
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べるところまで本物の一貫した体験の機会を提供し、その

の知恵と工夫を学び、収穫の喜びや苦労、食べ物の

ぶことができるカリキュラムを企画し実施する。 

アグリ・スタディ・プログラム（幼稚園、保育園、小学校、中学校、特別支援学校

ファームプログラム

を伝え、農業への興味の喚起から就農に繋げるため

プログラムを提供するとともに就農に関する各種相談やフォローアップ

うなど就農の促進を図る。 

ウイークデー農業塾 

地元農家、農業団体等の 6次産業化を支援する。食品加工

のほか、商品化に向けたマーケティングや販促、食品衛生

におけるトータル的な支援を行うとともに、地元企業、

製品を開発する。 

食品加工研修講座、新製品の開発 

その体験を通じて

の大切さ、命の尊

特別支援学校を対象） 

げるため、農業の基礎的

やフォローアップ、

食品加工における

食品衛生に関する

学生などと連携
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第 11章 農業委員会 

１ 農業委員会の沿革 

平成 17年 3 月 21 日に新潟市は周辺の 12市町村と合併し、新・新潟市が誕生した。合併 13 市町村に

設置されていた各農業委員会は地域性等を考慮し、五つの農業委員会に再編された。 

また、平成 17 年 10 月 10 日に隣接 1町と合併し、そこを所管する農業委員会を合わせて 6農業委員

会となった。 

平成 19 年 2 月 4 日に政令市移行時の行政区を単位に所管範囲を再編し、新たに 6 農業委員会を設置

した。 

平成 28 年 4 月には、農業委員会等に関する法律の改正により新たに農地利用最適化推進委員を置く

こととなり、農業委員とともに農地の利用集積・最適化に向けた取り組みを進めることとなった。 

２ 所管区域 

委員会名 所管区域 

新潟市北区農業委員会 北区 

新潟市中央農業委員会 東区，中央区，江南区 

新潟市秋葉区農業委員会 秋葉区 

新潟市南区農業委員会 南区 

新潟市西区農業委員会 西区 

新潟市西蒲区農業委員会 西蒲区 

※農業委員会事務局の住所、電話番号等は「農林水産業関係機関・団体等」の項を参照。 

３ 委員会の構成(実数)              平成 30年 3 月 31 日現在（単位：人）

委員会名 農業委員 
農地利用最適

化推進委員 
合  計 

個人推薦 団体推薦 公  募 

新潟市北区農業委員会 19 17 1 1 19 38 

新潟市中央農業委員会 19 15 2 2 18 37 

新潟市秋葉区農業委員会 16 14 1 1 16 32 

新潟市南区農業委員会 19 16 2 1 21 40 

新潟市西区農業委員会 16 12 2 2 16 32 

新潟市西蒲区農業委員会 19 16 1 2 27 46 

計 108 90 9 9 117 225 

４ 部会(任意部会)委員構成            平成 30年 3月 31 日現在（単位：人）

委員会名 区  分 農業委員 農地利用最適化推進委員 計 

新潟市北区農業委員会 
農地部会 8 10 18 

農政振興部会 9 9 18 

新潟市中央農業委員会 
農地部会 10 8 18 

農政振興部会 7 10 17 

新潟市秋葉区農業委員会 

農地部会 7 0 7 

農政振興部会 7 0 7 

推進委員部会 0 16 16 
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新潟市南区農業委員会 
農地部会 8 11 19 

農政振興部会 9 10 19 

新潟市西区農業委員会 
農地部会 9 9 18 

農政振興部会 8 8 16 

新潟市西蒲区農業委員会 
農地部会 8 13 21 

農政振興部会 9 14 23 

※新潟市西区農業委員会は両部会に所属する委員あり。 

５ 農業委員会の事業概要 

（１）農地の移動・転用 

農地移動の概要（平成 29年 1月～平成 29年 12 月）          （面積単位：アール） 

区分 

新潟市北区 

農業委員会 

新潟市中央 

農業委員会 

新潟市秋葉区 

農業委員会 

新潟市南区 

農業委員会 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 

法
第
３
条
許
可

所有権 - - - - - - - -

売買 - - - - - - - -

贈与 - - - - - - - -

交換 - - - - - - - -

小作地 - - - - - - - -

賃貸借 - - - - - - - -

使用貸借 - - - - - - - -

3 条許可 計 - - - - - - - - 

転
用

法第 4条許可 2 15 9 33 9  43 4 13

法第 4 条届出 11 91 32 178 15 99 10 62

法第 5 条許可 23 142 56 372 22 82 29 125

法第 5 条届出 48 298 142 806 53 782 26 114

許可届出以外 1 2 10 511 0 0 78 611

転用 計 85 548 249 1,900 99 1,006 147 925

法第 18 条 賃貸借解約 101 4,564 203 5,666 128 3,841 166 8,256

合  計 186 5,112 452 7,566 227 4,847 313 9,181

区分 

新潟市北区 

農業委員会 

新潟市中央 

農業委員会 

新潟市秋葉区 

農業委員会 

新潟市南区 

農業委員会 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 

農
地
転
用
の
用
途
別

農業用施設用地 2 3 1 2 7 45 3 21

住宅用地 51 267 157 620 59 264 40 121

鉱工業用地 2 8 0 0 0 0 0 0

学校用地 0 0 1 9 0 0 0 0

公園運動場用地 0 0 0 0 0 0 0 0

道水路・鉄道用地 1 2 4 283 0 0 75 606

その他建物施設用地 4 13 86 986 31 697 29 177

植林 0 0 0 0 0 0 0 0

その他分類不能・不明 25 255 0 0 2 0 0 0

合  計 85 548 249 1,900 99 1,006 147 925



- 112 -

区分 

新潟市西区 

農業委員会 

新潟市西蒲区 

農業委員会 
6 農業委員会 合計 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 

法
第
３
条
許
可

所有権 - - - - - -

売買 - - - - - -

贈与 - - - - - -

交換 - - - - - -

小作地 - - - - - -

賃貸借 - - - - - -

使用貸借 - - - - - -

3 条許可 計 - - - - - - 

転
用

法第 4条許可 9 37 3 14 36 155

法第 4 条届出 9 72 10 71 87 573

法第 5 条許可 26 296 30 140 186 1,157

法第 5 条届出 145 503 38 586 452 3,089

許可届出以外 45 251 53 117 187 1,492

転用 計 234 1,159 134 928 948 6,466

法第 18 条 賃貸借解約 63 2,925 674 23,673 1,335 48,925

合  計 297 4,084 808 24,601 2,283 55,391

区分 

新潟市西区 

農業委員会 

新潟市西蒲区 

農業委員会 
6 農業委員会 合計 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 

農
地
転
用
の
用
途
別

農業用施設用地 12 35 5 33 30 139

住宅用地 163 503 41 131 511 1,906

鉱工業用地 0 0 0 0 2 8

学校用地 1 20 0 0 2 29

公園運動場用地 0 0 0 0 0 0

道水路・鉄道用地 10 119 54 118 144 1,128

その他建物施設用地 19 153 34 646 203 2,672

植林 0 0 0 0 0 0

その他分類不能・不明 29 329 0 0 56 584

合  計 234 1,159 134 928 948 6,466
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 法第３条市長許可分 

区分 

新潟市北区 

農業委員会 

新潟市中央 

農業委員会 

新潟市秋葉区 

農業委員会 

新潟市南区 

農業委員会 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 

法
第
３
条
許
可

所有権 16 372 38 582 22 460 13 235

売買 10 253 19 172 11 59 11 231

贈与 6 119 17 390 9 381 1 2

交換 0 0 2 20 2 20 1 2

小作地 0 0 0 0 0 0 0 0

賃貸借 1 41 2 19 2 9 0 0

使用貸借 7 669 2 234 1 17 11 1,485

3 条許可 計 24 1,082 42 835 25 486  24 1,720 

区分 

新潟市西区 

農業委員会 

新潟市西蒲区 

農業委員会 
6 農業委員会 合計 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 

法
第
３
条
許
可

所有権 24 453 62 1,696 175 3,798

売買 15 383 38 1,233 104 2,331

贈与 7 60 17 398 57 1,350

交換 2 10 7 65 14 117

小作地 0 0 0 0 0 0

賃貸借 0 0 5 144 10 213

使用貸借 7 786 12 787 40 3,978

3 条許可 計 31 1,239 79 2,627 225 7,989 

参 考 
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（２）農業経営基盤強化促進事業 

ア 農業経営基盤強化促進法による農地流動化実績（平成 29年 1 月～平成 29年 12 月） 

権利の種類等 田（㎡） 畑（㎡） 
計 

件数 面積（㎡） 

新
潟
市
北
区
農
業
委
員
会

貸
借
権
設
定

契約期間 3年 1,058,415 47,911 179 1,106,326 

契約期間 6 年 918,141 38,170 183 956,311 

契約期間 10 年 688,738 56,529 145 745,267 

小   計 2,665,294 142,610 507 2,807,904 

所有権移転 56,144 12,141 31 68,285 

計 2,721,438 154,751 538 2,876,189 

新
潟
市
中
央
農
業
委
員
会

貸
借
権
設
定

契約期間 3年 393,453 25,715 103 419,168 

契約期間 6 年 556,008 17,148 121 573,156 

契約期間 10 年 1,749,955 50,018 419 1,799,973 

小   計 2,699,416 92,881 643 2,792,297 

所有権移転 46,096 15,430 44 61,526 

計 2,745,512 108,311 687 2,853,823 

新
潟
市
秋
葉
区
農
業
委
員
会

貸
借
権
設
定

契約期間 3年 533,849 14,787 113 548,636 

契約期間 6 年 572,102 18,073 110 590,175 

契約期間 10 年 1,605,328 47,976 325 1,653,304 

小   計 2,711,279 80,836 548 2,792,115 

所有権移転 79,311 5,178 26 84,489 

計 2,790,590 86,014 574 2,876,604 

新
潟
市
南
区
農
業
委
員
会

貸
借
権
設
定

契約期間 3年 297,841 17,244 38 315,085 

契約期間 6 年 2,068,367 84,115 233 2,152,482 

契約期間 10 年 909,906 40,873 137 950,779 

小   計 3,276,114 142,232 408 3,418,346 

所有権移転 159,594 17,228 58 176,822 

計 3,435,708 159,460 466 3,595,168 

新
潟
市
西
区
農
業
委
員
会

貸
借
権
設
定

契約期間 3年 29,218 46,582 28 75,800 

契約期間 6 年 197,495 6,027 28 203,522 

契約期間 10 年 683,642 31,846 120 715,488 

小   計 910,355 84,455 176 994,810 

所有権移転 96,851 34,978 44 131,829 

計 1,007,206 119,433 220 1,126,639 

新
潟
市
西
蒲
区
農
業
委
員
会

貸
借
権
設
定

契約期間 3年 893,565 7,062 183 900,627 

契約期間 6 年 1,012,186 22,894 206 1,035,080 

契約期間 10 年 4,044,900 32,706 569 4,077,606 

小   計 5,950,651 62,662 958 6,013,313 

所有権移転 362,596 17,171 120 379,767 

計 6,3１3,247 79,833 1,078 6,393,080 

６
農
業
委
員
会

合
計

貸
借
権
設
定

契約期間 3年 3,206,341 159,301 644 3,365,642 

契約期間 6 年 5,324,299 186,427 881 5,510,726 

契約期間 10 年 9,682,469 259,948 1,715 9,942,417 

小   計 18,213,109 605,676 3,240 18,818,785 

所有権移転 800,592 102,126 323 902,718 

合     計 19,013,701 707,802 3,563 19,721,503 
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イ 農地利用集積円滑化事業（平成 29 年 1月～平成 29 年 12 月） 

 ※対象は新潟市管内の農地 

（３）農地中間管理事業 

農地中間管理事業の推進に関する法律による農地集積・集約 

（平成 29年 1月～平成 29年 12 月） 

区    分 

農地中間管理権 農用地利用配分計画 

件数 面積（㎡） 件数 面積（㎡） 

新潟市北区農業委員会 148 763,702 171 911,072 

新潟市中央農業委員会 192 764,781 255 1,344,464 

新潟市秋葉区農業委員会 73 526,533 73 526,533 

新潟市南区農業委員会 96 1,054,014 205 1,054,014

新潟市西区農業委員会 50 237,995 106 409,504 

新潟市西蒲区農業委員会 593 2,795,187 593 2,795,187 

合    計 1,152 6,142,212 1,403 7,040,774 

※農地中間管理権は農業経営基盤強化促進法の利用権設定により出し手（所有者）から農地中間管理機

構への貸付分（新潟市公告） 

※農用地利用配分計画は農地中間管理事業の推進に関する法律により農地中間管理機構から受け手（担

い手）への貸付分（新潟県公告） 

区  分 主な事業 平成 29 年実績 

新潟市農業協同組合 農業経営基盤強化促進法による利用権設定 
田 993 件   937,676 ㎡ 

畑 88 件    66,473 ㎡ 

新潟みらい農業協同組合 同     上 
田 262 件   230,456 ㎡ 

畑  5 件      939 ㎡ 

新津さつき農業協同組合 同     上 
田 864件   818,902㎡

畑   57 件     21,122 ㎡ 

新潟市南区農業振興公社 同     上 
田 278 件   488,525 ㎡ 

畑 18 件    12,205 ㎡ 

越後中央農業協同組合 同     上 
田 1,408 件  1,620,370 ㎡ 

畑 36 件    9,720 ㎡ 
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（４）耕作放棄地の現状

  過去 3年間に農業委員会の全体調査で解消及び新たに確認された耕作放棄地の面積 

平成 29年度                         （平成 29年 4月～平成 30年 3月） 

区    分 当初面積 （a） 解消面積 (a) 増加面積 (a) 年度末計 (a) 

新潟市北区農業委員会 6,468.15 2,453.76 0.00 4,014.39 

新潟市中央農業委員会 82.25 13.49 0.00 68.76 

新潟市秋葉区農業委員会 184.08 149.00 123.79 158.87 

新潟市南区農業委員会 0.00 0.00 11.32 11.32 

新潟市西区農業委員会 6,839.07 2,154.33 69.02 4,753.76 

新潟市西蒲区農業委員会 2,957.78 524.77 349.80 2,782.81 

合    計 16,531.33 5,295.35 553.93 11,789．91 

平成 28年度                         （平成 28年 4月～平成 29年 3月） 

区    分 当初面積 （a） 解消面積 (a) 増加面積 (a) 年度末計 (a) 

新潟市北区農業委員会 6,750.97 375.30 92.48 6,468.15 

新潟市中央農業委員会 88.63 13.64 7.26 82.25 

新潟市秋葉区農業委員会 248.87 64.79 0.00 184.08 

新潟市南区農業委員会 79.59 79.59 0.00 0.00 

新潟市西区農業委員会 7,891.04 1,200.65 148.68 6,839.07 

新潟市西蒲区農業委員会 2,888.89 624.69 693.58 2,957.78 

合    計 17,947.99 2,358.66 942.00 16,531.33 

平成 27年度                         （平成 27年 4月～平成 28年 3月） 

区    分 当初面積 （a） 解消面積 (a) 増加面積 (a) 年度末計 (a) 

新潟市北区農業委員会 6,588.64 412.77 575.10 6,750.97 

新潟市中央農業委員会 88.01 5.61 6.23 88.63 

新潟市秋葉区農業委員会 196.93 25.06 77.00 248.87 

新潟市南区農業委員会 105.46 25.87 0.00 79.59 

新潟市西区農業委員会 8,178.25 695.88 408.67 7,891.04 

新潟市西蒲区農業委員会 3,472.59 583.70 0.00 2,888.89 

合    計 18,629.88 1,748.89 1,067.00 17,947.99 
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第 12章 資料 

１ 農林水産業関係機関・団体等 

（１）国関係機関                          （平成 30 年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

（電話番号は代表電話です）

農

林

水

産

省

関

係

農林水産省 １００－８９５０ 東京都千代田区霞が関１－２－１ ０３－３５０２－８１１１  

北陸農政局 ９２０－８５６６ 金沢市広坂２－２－６０ ０７６－２６３－２１６１ ０７６－２３２－４２１８ 

新潟県拠点 ９５１－８０３５ 中央区船場町２－３４３５－１ ２２８－５２１６ ２２３－２２６４ 

信濃川水系土地改良調査管

理事務所 
９５１－８１３３ 中央区川岸町１－４９－３ ２３１－５１４１ ２３１－６９８６ 

新川流域農業水利事業所 ９５３－００４１ 西蒲区巻甲５４８８ ０２５６－７３－６２００ ０２５６－７２－１７１６ 

横浜植物防疫所新潟支所 ９５０－００７２ 中央区竜が島１－５－４ ２４４－４４０１ ２４６－２７３０ 

動物検疫所新潟空港出張所 
９５０－０００１ 

 東区松浜町３７１０ 新潟空港ターミナルビル内 
２７５－４５６５ ２７０－９７４１ 

林野庁関東森林管理局 ３７１－８５０８ 群馬県前橋市岩神町４－１６－２５ ０２７－２１０－１１５５ ０２７－２３０－１３９３ 

水産庁新潟漁業調整事務所 ９５０－０９０９ 中央区八千代１－５－１５ ２４８－３３０３ ２４８－３３０５ 

国

土

交

通

省

関

係

北陸地方整備局信濃川下流河

川事務所 
９５１－８１５３ 中央区文京町１４－１３ ２６６－７１３１ ２６６－７１０５ 

関屋出張所 ９５１－８１３４ 中央区関屋１８２７－３９ ２６７－６８５７ ２６７－９４５８ 

  三条出張所 ９５５－００５３ 三条市北入蔵１－４－２３ ０２５６－３８－６７６７ ０２５６－３８－０３９６ 

北陸地方整備局阿賀野川河川

事務所 
９５６－００３２ 秋葉区南町１４－２８ ０２５０－２２－２２１１ ０２５０－２４－３００５ 

胡桃山出張所 ９５０－３３６７ 北区高森３９０１－１ ３８６－７１８１ ３８８－３９０８ 

満願寺出張所 ９５６－０８１１ 秋葉区満願寺４１００ ０２５０－２２－１１３２ ０２５０－２３－３７７８ 

北陸地方整備局新潟港湾・空港

整備事務所 
９５１－８０１１ 中央区入船町４－３７７８ ２２２－６１１１ ２２７－１３４４ 

気象庁東京管区気象台新潟地

方気象台 
９５０－０９５４ 中央区美咲町１－２－１ ２８１－５８７３ ２８１－５８６２ 

海上保安庁第九管区海上保安

本部 
９５０－８５４３ 中央区美咲町１－２－１ ２４５－０１１８  
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（２）新潟県関係機関                        （平成 30 年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

（電話番号は代表電話です） 

農林水産部 

９５０－８５７０ 中央区新光町４－１ ２８５－５５１１ 
２８５－９４５２ 

（農業総務課） 

農業総務課  地域農政推進課 

農産園芸課  経営普及課 

食品・流通課  畜産課  水産課 

漁港課  林政課  治山課 

農業総合研究所 
９４０－０８２６ 長岡市長倉町８５７ 

０２５８－３５－０８０５ ０２５８－３９－８４９８ 

作物研究センター ０２５８－３５－０８９３ ０２５８－３５－００２１ 

園芸研究センター ９５７－０１１１ 北蒲原郡聖籠町真野１７７ ０２５４－２７－５５５５ ０２５４－２７－２６５９ 

畜産研究センター ９５５－０１４３ 三条市棚鱗１７８ ０２５６－４６－３１０３ ０２５６－４６－４８６５ 

食品研究センター ９５９－１３８１ 加茂市新栄町２－２５ ０２５６－５２－０４４８ ０２５６－５２－６６３４ 

病害虫防除所 ９４０－０８２６ 長岡市長倉町８５７ ０２５８－３５－０８６７ ０２５８－３５－７４４５ 

農業大学校 ９５３－００４１ 西蒲区巻甲１２０２１  ０２５６－７２－３１４１ ０２５６－７３－３００１ 

中央家畜保健衛生所 ９５９－０４２３ 西蒲区旗屋６８６ ０２５６－８８－３１４１ ０２５６－８８－３１８５ 

水産海洋研究所 ９５０－２１７１ 西区五十嵐３の町１３０９８－８ ２６１－２０４１ ２６１－０３３５ 

内水面水産試験場 ９４０－１１３７ 長岡市大川原町２６５０ ０２５８－２２－２１０１ ０２５８－２２－３３９８ 

森林研究所 ９５８－０２６４ 村上市鵜渡路２２４９－５ ０２５４－７２－１１７１ ０２５４－７２－００１９ 

農地部 

９５０－８５７０ 中央区新光町４－１ ２８５－５５１１ 
２８５－３７８７ 

（農地管理課） 
農地管理課  農地計画課 

農地建設課  農地整備課 

農村環境課 

新潟地域振興局 ９５６－００３１ 秋葉区新津４５２４－１   

企画振興部 （地域振興，労働相談） ０２５０－２４－７１１１ ０２５０－２４－７１７０ 

農林振興部 （農業振興（普及指導センター）） ０２５０－２４－７２６７ ０２５０－２４－７１８８ 

農林振興部 
９５６－００３５ 秋葉区程島２００９（秋葉区役所５階） 

（総務，農村，林業部門） 
０２５０－２４－８２０８ ０２５０－２４－８２６４ 

地域整備部 
９５０－８７１６ 東区竹尾２－２－８０ 

（河川事業等） 
２７３－３２０１ ２７５－８７１１ 

新潟港湾事務所 ９５０－００７２ 中央区竜が島１－６－３ ２４７－９１３１ ２４１－１９６３ 

（巻庁舎） ９５３－００４２ 西蒲区赤鏥１２８５－１   

巻農業振興部 （農業振興（普及指導センター），農村振興） ０２５６－７２－０９５２ ０２５６－７３－２４２９ 

新発田地域振興局 ９５７－８５１１ 新発田市豊町３－３－２   

農村整備部 （農村振興） ０２５４―２２－５１０５ ０２５４－２６－７３０２ 
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（３）新潟市                            （平成 30 年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

（本庁各課を除き電話番号は代表電話です）

農林政策課 
９５１－８５５０ 

中央区学校町通１－６０２－１ 白山浦庁舎 

（事務所所在地 中央区白山浦１－４２５－９） 

２２６－１７６４ 

２３０－０４２３ 食と花の推進課 ２２６－１７９４ 

ニューフードバレー特区課 ２２６－１８６４ 

農村整備・水産課 ２２６－１８２４ ２３０－１０３３ 

農業活性化研究センター ９５０－１４０６ 南区東笠巻新田３０４３－１ ３６２－０１５１ ３６２－０１５３ 

中央卸売市場 ９５０－０１１４ 江南区茗荷谷７１１ ２５７－６７６７ ２５７－６７６８ 

食肉センター ９５０－２１２５ 西区中野小屋１６３１ ２６１－２１００ ２６１－０５０８ 

北区産業振興課 ９５０－３３９３ 北区葛塚３１９７ ３８７－１３６５ ３８４－６７１２ 

江南区産業振興課（東・中央区） ９５０－０１９５ 江南区泉町３－４－５ ３８３－１０００ ３８１－７０９０ 

秋葉区産業振興課 ９５６－８６０１ 秋葉区程島２００９ ０２５０－２３－１０００ ０２５０－２４－５８８８ 

南区産業振興課 ９５０－１２９２ 南区白根１２３５ ３７３－１０００ ３７１－０２００ 

西区農政商工課 ９５０－２０９７ 西区寺尾東３－１４－４１ ２６８－１０００ ２６０－３８９９ 

西蒲区産業観光課 ９５３－８６６６ 西蒲区巻甲２６９０－１ ０２５６－７３－１０００ ０２５６－７２－６０２２ 

（４）農業委員会                          （平成 30 年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

北区農業委員会事務局 ９５０－３３９３ 北区葛塚３１９７ 北区役所内 ３８７－１５７５ ３８４－６７１２ 

中央農業委員会事務局 ９５０－０１９５ 江南区泉町３－４－５ 江南区役所内 ３８２－４９６４ ３８１－７０９０ 

秋葉区農業委員会事務局 ９５６－８６０１ 秋葉区程島２００９ 秋葉区役所内 ０２５０－２５－５５２５ ０２５０－２４－２２１３ 

南区農業委員会事務局 ９５０－１２９２ 南区白根１２３５ 南区役所分館 ３７２－６７９１ ３７３－２２８５ 

西区農業委員会事務局 ９５０－２０９７ 西区寺尾東３-１４－４１ 西区役所内 ２６４－７８１１ ２６９－１６６０ 

西蒲区農業委員会事務局 ９５３－８６６６ 西蒲区巻甲２６９０－1 西蒲区役所内 ０２５６－７２－８６３１ ０２５６－７２－６０２２ 
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（５）土地改良区                          （平成 30 年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

（電話番号は代表電話です） 

新潟県土地改良事業団体連合会 ９５０－８７１８ 中央区長潟１３８ ２８６－１１１１ ２８６－２５２１ 

亀田郷土地改良区 ９５０－０１４８ 江南区東早通１－２－２５ ３８１－２１３１ ３８２－６７５６ 

東部地区事務所 

９５０－０１４８ 江南区東早通１－２－２５ 

（亀田郷土地改良区１階） 

３８１－７５８６ ３８２－９３３９ 

南部地区事務所 ３８４－８５０２ ３８４－００６１ 

西部地区事務所 ３８４－８６６０ ３８４－０６９１ 

北部地区事務所 ３８１－７７１５ ３８１－７７１９ 

西蒲原土地改良区 ９５３－００４１ 西蒲区巻甲５４８１－１ ０２５６－７２－３１６１ ０２５６－７２－５１７９ 

西地区事務所 ９５３－００５４ 西蒲区漆山８７００ 

新潟県農業共済組合西蒲NOSAI連絡所内 

０２５６－７２－１０１１ ０２５６－７２－６１００ 

東地区事務所 ０２５６－７３－１２００ ０２５６－７３－１２１１ 

北地区事務所 ９５０－２１２２ 西区高山３７１－２ ２６２－４４８６ ２６２－１１７０ 

角田山ろく土地改良区 ９５３－００２３ 西蒲区竹野町１４７５ ０２５６－７２－２３３９ ０２５６－７２－２３３９ 

角田焼山土地改良区 ９５３－００４１ 西蒲区巻甲２６９０－１ ０２５６－７２－８４３１ ０２５６－７２－６０２２ 

白根郷土地改良区 ９５０－１２２２ 南区白根東町１－４－３６ ３７２－１１７１ ３７２－３４７７ 

新津郷土地改良区 ９５６－００３１ 秋葉区新津４５４０ ０２５０－２２－２４１１ ０２５０－２２－０４２９ 

早出川土地改良区 ９５９－１８３４ 五泉市木越６００－１ ０２５０－４２－２００５ ０２５０－４２－２０１２ 

新潟北土地改良区 ９５０－３３６１ 北区新井郷５０５ ３８７－２４５２ ３８７－２７４６ 

阿賀野川土地改良区 ９５９－２０３２ 阿賀野市学校町３－６２ ０２５０－６２－２１４０ ０２５０－６３－１０７１ 

豊浦郷土地改良区 ９５９－２３２３ 新発田市乙次２８１－２ ０２５４－２４－４１４５ ０２５４－２４－４１５６ 

佐々木土地改良区 ９５７－００７７ 新発田市則清６２３ ０２５４－２７－３３５５ ０２５４－２７－３３７９ 
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（６）農業協同組合                          （平成 30年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

（電話番号は代表電話です） 

新潟県農業協同組合中央会（JA新潟

中央会） 
９５１－８１１６ 中央区東中通１－１８９－３ ２３０－２０１１ ２２４－２８９２ 

新潟県信用農業協同組合連合会（JA

バンク新潟県信連） 
９５１－８５７０ 中央区東中通１－１８９－３ ２３０－２１２１ ２２８－２５０４ 

新潟県厚生農業協同組合連合会（JA

新潟厚生連） 
９５１－８１１６ 中央区東中通１－８６－１０９ ２３０－２６６１ ２２８－０９９２ 

全国農業協同組合連合会新潟県本

部（JA全農にいがた） 
９５０－１１９３ 西区山田２３１０－１５ ２３２－１５２１ ２３２－１５２５ 

全国共済農業協同組合連合会新潟

県本部（JA共済連新潟） 
９５１－８１１６ 中央区東中通１－８６―５４ ２３０－２３１０ ２２９－５７５９ 

新潟県酪農業協同組合連合会 ９５０－０９１４ 中央区紫竹山２－５－３２ ２４１－３０２１ ２４１－４６８７ 

新潟県花卉球根農業協同組合 ９５９－１６０１ 五泉市一本杉２２３０－１ ０２５０－４３－７５２２ ０２５０－４３－７５３３ 

新潟市農業協同組合（ＪＡ新潟市） ９５０－０８０６ 東区海老ヶ瀬５１２－１ ２７０－２２２２ ２７０－２２９２ 

中部営農センター ９５０－０８５２ 東区石山２－４－２６ ２８６－１７２１ ２８６－１７５４ 

北部営農センター ９５０－３１０２ 北区島見町４４０７－２ ２５５－２００５ ２５５－３７０４ 

南部営農センター ９５０－１１３３ 江南区嘉木２１９－１ ２８０－６００９ ２８０－６１０３ 

長浦岡方営農センター ９５０－３３５１ 北区大瀬柳１１１ ３８７－３３３４ ３８６－９１９２ 

葛塚営農センター ９５０－３３１３ 北区太田乙４８２－１ ３８７－２１０１ ３８７－４０３６ 

木崎営農センター ９５０－３３０４ 北区木崎８８ ３８４－７１５０ ３８４－７０８３ 

石山支店 ９５０－０８５２ 東区石山１－４－１５ ２８６－５７３７ ２８６－１６７４ 

北部支店 ９５０－３１２８ 北区松浜東町２－１－３１ ２５５－７７５５ ２５８－９３５５ 

大形支店 ９５０－０８０６ 東区海老ヶ瀬５１２－１ ２７４－６３７１ ２７１－２８３１ 

木戸支店 ９５０－０８７１ 東区山木戸４－２－３０ ２７４－６６９６ ２７４－０００１ 

大江山支店 ９５０－０１０５ 江南区大渕１１ ２７６－１１１１ ２７６－５３１７ 

鳥屋野支店 ９５０－０９８１ 中央区堀之内３２ ２４７－３３０１ ２４４－０４９７ 

鳥屋野南支店 ９５０－０９５１ 中央区鳥屋野１－９－６ ２８３－５３７６ ２８４－４４９１ 

南部支店 ９５０－１１３３ 江南区嘉木２１７－１ ２８０－６３２１ ２８０－３９１９ 

豊栄支店 ９５０－３３１３ 北区太田乙４８２－１ ３８８－３７３３ ３８８－８００２ 

木崎支店 ９５０－３３０４ 北区木崎８８ ３８７－３４３１ ３８６－９１９３ 

新潟みらい農業協同組合 

（ＪＡ新潟みらい） 
９５０－１２９８ 南区七軒字前２１１－１ ３７３－２１０５ ３７２－４７８６ 

しろね南グリーンセンター ９５０－１４３１ 南区上八枚字櫛下浦１６５３－１ ３７１－１２２１ ３７１－１２３８ 

しろね北グリーンセンター ９５０－１４０７ 南区鷲ノ木新田字曽根４７４０－１ ３６２－１３６２ ３６２－１３７６ 

亀田グリーンセンター ９５０－０１５３ 江南区船戸山４－１０－１８ ３８２－６３６３ ３８２－３７５１ 

横越グリーンセンター ９５０－０２０８ 江南区横越中央１－３－１８ ３８５－２３１３ ３８５－２９９３ 

西グリーンセンター ９５０－２２５３ 西区木山字砂原３９０ ２１０－４５５１ ２１０－４７０１ 

しろね南支店 金融共済課 ９５０－１４３１ 南区上八枚字櫛下浦１６５３－１ ３７１－１２２０ ３７１－１２３７ 

しろね北支店 金融共済課 ９５０－１４０７ 南区鷲ノ木新田字曽根４７４０－１ ３６２－１３６０ ３６２－１３７５ 

亀田支店 金融共済課 ９５０－０１５３ 江南区船戸山４－１０－１８ ３８２－６３６６ ３８２－３６５６ 

横越支店 金融共済課 ９５０－０２０８ 江南区横越中央１－３－１８ ３８５－２３１１ ３８５－３６６６ 

坂井輪支店 ９５０－２０４１ 西区坂井東３－３２－１ ２６９－２８０１ ２６９－２８０４ 

内野町支店 ９５０－２１６２ 西区五十嵐中島３－１－２４ ２６２－３１５１ ２６２－３１３０ 

赤塚支店 ９５０－２２５６ 西区山崎１２３２ ２３９－２０１１ ２３９－３１２５ 

中野小屋支店 ９５０－２１２５ 西区中野小屋９３８－１ ２６２－２１６１ ２６３－２４６０ 
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新津さつき農業協同組合（ＪＡ新津さ

つき） 
９５６－０００７ 秋葉区小戸下組２２２４ ０２５０－２５－１２１１ ０２５０－２２－７５７５ 

東部営農経済センター ９５６－０８２５ 秋葉区下新１５１－１ ０２５０－２２－３６７１ ０２５０－２５－１６７６ 

西部営農経済センター ９５６－０００６ 秋葉区小戸上組５３－１ ０２５０－２５－３１１１ ０２５０－２３－３２９５ 

荻川支所 ９５６－０８０５ 秋葉区中野３－６－２０ ０２５０－２２－４４３３ ０２５０－２５－１６７５ 

新津支所 ９５６－０８６４ 秋葉区新津本町１－４－１ ０２５０－２２－３２２６ ０２５０－２５－１６７４ 

小須戸町支所 ９５６－０１０１ 秋葉区小須戸６３６ ０２５０－３８－２１２４ ０２５０－３８－４１０４ 

越後中央農業協同組合 

（ＪＡ越後中央） 
９５３－８５０３ 西蒲区漆山８８３３ ０２５６－７０－１５００ ０２５６－７０－１５１１ 

巻営農センター ９５３－００２３ 西蒲区竹野町２４３６－１ ０２５６－７２－２３３０ ０２５６－７２－２２１９ 

岩室営農センター ９５３－０１３１ 西蒲区西長島７１２ ０２５６－８２－３７０２ ０２５６－８２－４３７７ 

黒埼営農センター ９５０－１１２２ 西区木場１６０１ ３７７－２７２７ ３７７－２７２８ 

潟東営農センター ９５９－０５１２ 西蒲区番屋８１３ ０２５６－８６－３７６３ ０２５６－８６－３３２８ 

味方事務所 ９５０－１２６１ 南区味方１５８０－１ ３７３－２７６０ ３７３－４６８４ 

中之口営農センター ９５０－１３４３ 西蒲区三ツ門１９－１ ３７５－３１０２ ３７５－５３６７ 

月潟事務所 ９５０－１３０４ 南区月潟１１４２ ３７５－２７１８ ３７５－５３６４ 

西川営農センター ９５９－０４２２ 西蒲区曽根１２２９－１ ０２５６－８８－７２５９ ０２５６－８８－２３０３ 

中央支店 ９５３－００５４ 西蒲区漆山８８３３ ０２５６－７２－４１１１ ０２５６－７２－４１１３ 

巻支店 ９５３－００４１ 西蒲区巻甲２５８８ ０２５６－７２－２１２１ ０２５６－７２－２１４４ 

こしわ支店 ９５３－００２３西蒲区竹野町２４５６－１ ０２５６－７２－２４５４ ０２５６－７２－２４０７ 

岩室支店 ９５３－０１３１ 西蒲区西長島７１２ ０２５６－８２－４１２１ ０２５６－８２－４３７７ 

和納支店 平成２７年４月１１日 岩室支店へ統合   

黒埼支店 ９５０－１１２２ 西区木場１６０１ ３７７－２１０７ ３７９－２４７１ 

鳥原支店 ９５０－１１１５ 西区鳥原８９８ ３７７－２５５５ ３７７－２６１４ 

味方支店 ９５０－１２６１ 南区味方１５８０－１ ３７２－２２２０ ３７３－４６８４ 

中之口支店 ９５０－１３４３ 西蒲区三ツ門１９－１ ３７５－３１０１ ３７５－５３６７ 

西川支店 ９５９－０４２２ 西蒲区曽根１２２９－１ ０２５６－８８－３１１８ ０２５６－８８－３９７８ 
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（７）水産関係団体等                        （平成 30 年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

（電話番号は代表電話です） 

水
産
関
係
各
種
団
体
等

新潟県漁業協同組合連合会 ９５０－００７８ 中央区万代島２－１ ２４３－３６８１ ２４３－３６８４ 

新潟県信用漁業協同組合連合

会 
９５０－００７８ 中央区万代島２－１ ２４１－７２９１ ２４３－６７５６ 

新潟県漁船保険組合 ９５０－００７８ 中央区万代島２－１ ２４１－１６１０ ２４１－６０４９ 

新潟県漁業信用基金協会 ９５０－００７８ 中央区万代島２－１ ２４５－０８１４ ２４１－４５９９ 

全国合同漁業共済組合新潟県

事務所 
９５０－００７８ 中央区万代島２－１ ２４４－６２９８ ２４１－４５９９ 

新潟県蒲鉾組合 ９５０－００７６ 中央区沼垂西１－４－１８－２０２ ２４１－３８０５ ２４４－７９８１ 

新潟県内水面漁業協同組合連

合会 

９５０－０９０２  

中央区南万代町１３－３ 松崎ビル２階 
２４１－５７９５ ２４１－８７６１ 

新潟水産物卸業協同組合 ９５０－０１１４ 江南区茗荷谷７１１ ２５７－６７７０ ２５７－６７７２ 

（公社）新潟県水産振興協会 ９５０－００７８ 中央区万代島２－１ ２４４－４０２１ ２４１－４５９９ 

漁
協
（
海
面
）

新潟漁業協同組合 本所 ９５０－００７８ 中央区万代島２－１ ２４４－６１８１ ２４４－６１８８ 

新潟支所 ９５０－００７８ 中央区万代島２－１ ２４４－６１８１ ２４４－６１８８ 

南浜支所 ９５０－３１0２ 北区島見町１－１３５ ２５０－１１２７ ２５０－１１２８ 

松浜支所 ９５０－３１２６ 北区松浜７－３６４１ ２５９－２０３５ ２５９－３７７５ 

五十嵐浜支所 ９５０－２１０２ 西区五十嵐２の町９１４３－２８３ ２６２－２０７７ ２６１－５５５９ 

西蒲支所 ９５３－０１０５ 西蒲区間瀬１４７９ ０２５６－８５－２００２ ０２５６－８５－２００４ 

漁
協
（
内
水
面
）

福島潟・新井郷川漁業協同組合 ９５０－３３２４ 北区前新田３０４ ３８７－５３１２ ３８６－２１０９ 

濁川漁業協同組合 ９５０－３１３１ 北区濁川６１９－３ ２５８－５３12 ２５８－５３1２ 

松浜内水面漁業協同組合 ９５０－３１２６ 北区松浜７－３６４１ ２５９－２０３５ ２５９－３７７５ 

新潟市大形地区漁業協同組合 
９５９－４６３６ 東蒲原郡阿賀町石間４３３５－５２  

阿賀野川漁業協同組合連合会内 
０２５４－９９－５１０５ ０２５４－９９－５１０６ 

鳥屋野潟漁業協同組合 ９５０－０９３３ 中央区清五郎４１７ ２８６－４９７１ ２８６－４９７１ 

信濃川漁業協同組合 ９５０－０３２９ 江南区平賀字酒座川原９６７ ２８０－６１４３ ２８０－６１４３ 

赤塚漁業協同組合 ９５０－２２６１ 西区赤塚4716-4 （赤塚公会堂内） ２３９－２０３４ ２３９－２０３４ 

（８）林業関係団体                          （平成 30年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

（電話番号は代表電話です） 

新潟県森林組合連合会 ９５０－２１４４ 西区曽和５２１－３ ２６１－７１１１ ２６１－０５２６ 

中蒲みどり森林組合 ９５９－１７３９ 五泉市村松工業団地２－１５６６－２ ０２５０－５８－７８２４ ０２５０－５８－６５５９ 

中越よつば森林組合本所 ９４０－２０４６ 長岡市雲出町字前田４４２１ ０２５８－２１－４５２５ ０２５８－２１－４５３３ 

中越よつば森林組合三島事務所 ９４９－４５１１ 長岡市小島谷字上の東５０６－１ ０２５８－７４－２０１６ ０２５８－７４－２８７７ 
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（９）中央卸売市場関係                       （平成 30 年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

（電話番号は代表電話です） 

青
果
部

新潟中央青果（株） 

９５０－０１１４ 江南区茗荷谷７１１ 

２５７－６８００ ２５７－６８０２ 

新潟青果協会 ２５７－６７５０ ２５７－６７５２ 

新潟青果卸売協同組合 ２５７－６７５７ ２５７－６７５２ 

新潟市青果商業協同組合 ２５７－６７６５ ２５７－６７６６ 

新潟江南青果協同組合 ９５０－０１１３ 江南区西山８３０－２２ ２７７－９５５１  

水
産
物
部

新潟冷蔵（株） 

９５０－０１１４ 江南区茗荷谷７１１ 

２５７－６４００ ２５７－６４１５ 

山津水産（株） ２５７－６６００ ２５７－６７４８ 

新潟水産物卸業協同組合 ２５７－６７７０ ２５７－６７７２ 

新潟魚市場物流協同組合 ２５７－６７７０ ２５７－６７７２ 

新潟魚市場仲買協同組合 ２５７－６７７０ ２５７－６７７２ 

新潟市魚商協同組合 ２５７－６７８４ ２５７－６７８５ 

花
き
部

（株）新花 ２５７－６９００ ２５７－６９０１ 

新潟花き卸売協同組合 ２５７－６９００ ２５７－６９０１ 

（10）地方卸売市場関係                       （平成 30 年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

（電話番号は代表電話です） 

青
果
部
（株）新津食品流通センター ９５６－０８３３ 秋葉区草水町１－９－１４ ０２５０－２３－１１１１ ０２５０－２４－８３４４ 

水
産
物
部

新潟漁業協同組合新潟市場 ９５０－００７８ 中央区万代島２－１ ２４４－６１８１ ２４４－６１８８ 

花
き
部

（株）小合園芸センター ９５６－００５５ 秋葉区川根４１６ ０２５０－２２－２２９２ ０２５０－２２－２２２１ 

（株）新植 ９５６－０１１２ 秋葉区新保９２６－１ ０２５０－３８－２００５ ０２５０－３８－２１３２ 
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（11）その他関係機関                        （平成 30 年４月１日現在） 

名   称 
所  在  地 

（「新潟市」は省略しています）

電   話 ファクシミリ 

（市外局番０２５は省略しています） 

（電話番号は代表電話です） 

（独）農業・食品産業技術総合研究機

構中央農業総合研究センター北陸研

究センター 

９４３－０１９３ 上越市稲田１－２－１ ０２５－５２３－４１３１ ０２５－５２４－８５７８ 

（独）農林水産消費安全技術センター ３３０―９７３１ さいたま市中央区新都心２―１ ０５０－３７９７－１８３０ ０４８－６００－２３７２ 

国立研究開発法人 水産研究・教育

機構 日本海区水産研究所 
９５１－８１２１ 中央区水道町１－５９３９－２２ ２２８－０４５１ ２２４－０９５０ 

新潟県農業会議 ９５１－８１１６ 中央区東中通１－８６ ２２３－２１８６ ２２３－２４０１ 

日本政策金融公庫新潟支店 ９５０－００８８ 中央区万代４－４－２７ ２４０－８５１１ ２４６－８５５３ 

農林中央金庫新潟推進室 ９５１－８１１６ 中央区東中通１－１８９－３ ２２２－１２６５  

新潟県農業信用基金協会 ９５１－８１１６ 中央区東中通１－１８９－３ ２３０－２４１１ ２２２－４１９４ 

新潟県農業共済組合連合会 

（NOSAI新潟） 
９５１－８１３３ 中央区川岸町３－２１－３ ２６６－４１４１ ２６６－４１６９ 

阿賀北連絡所 ９５９－２０３７ 阿賀野市百津２８０ ０２５０－６３－９０９０ ０２５０－６３－８９７９ 

新潟県農業共済組合 

（NOSAI新潟県） 
９５０－０３２７ 江南区和田字下通６３５－１ ２８２－９２９２ ２８０－４３７８ 

西蒲サービスセンター ９５３－００５４ 西蒲区漆山８７００ ０２５６－７２－６３３３ ０２５６－７６－２０００ 

（公社）新潟県農林公社 ９５０－０９６５ 中央区新光町１５－２ ２８５－７７１１ ２８５－５０７０ 

新潟県6次産業化サポートセンター ９５０－０９６５ 中央区新光町１５－２ ２８５－８４４７ ２８５－７８４０ 

（公社）新潟県畜産協会 ９５０－１１０１ 西区山田２３１０－１５ ２３４－６７８１ ２３４－７０４５ 

（公社）新潟県農作物価格安定協会 ９５１－８１３１ 中央区白山浦１－６３３ ２６５－４１２８ ２６５－４１６５ 

新潟県主食集荷商業協同組合 ９５０－０９０２ 中央区南万代町４－９ ２４３－５５２２ ２４３－７７９１ 

新潟県たばこ耕作組合 ９５７－００１６ 新発田市豊町２－８－１ ０２５４－２２－３９５４ ０２５４－２３－１８０１ 

（公財）新潟ミートプラント ９５０－２１２５ 西区中野小屋１６３１ ２６１－２１００ ２６１－０５０８ 

（公社）新潟市南区農業振興公社 ９５０－１２９２ 南区白根１２３５ 南区役所分館 ３７２－５０２４ ３７２－５０２４ 

（公財）食の新潟国際賞財団 
９５１－８１３１ 中央区白山浦１－４２５－９ 

新潟市白山浦庁舎内 
２０１－８９０１ ２０１－８９０２ 

（公財）新潟市産業振興財団（新潟

IPC財団） 

９５１－８０６１ 中央区西堀通６－８６６ 

         NEXT２１ １２階 
２２６－０５５０ ２２６－０５５５ 

（独）日本貿易振興機構（ジェトロ）新

潟 

９５０－０９６５ 中央区新光町１６－４ 

荏原新潟ビル５階 
２８４－６９９１ ２８４－７９１０ 

（公財）にいがた産業創造機構（ＮＩＣ

Ｏ） 

９５０－００７８ 中央区万代島５－１ 

万代島ビル９階・１０階 
２４６－００２５ ２４６－００３０ 
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２ 凡例 

  主な用語の解説 

農業経営体 農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行い、生産又は作業

に係る面積・頭数が、次の規定のいずれかに該当する事業を行う者をいう。 

（１）経営耕地面積が 30ａ以上の規模の農業 

（２）農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数、その

他の事業の規模が次の農林業経営体の外形基準以上の農業 

①露地野菜作付面積 15ａ、②施設野菜栽培面積 350 ㎡、③果樹栽培面積 10ａ、

④露地花き栽培面積 10ａ、⑤施設花き栽培面積 250 ㎡、⑥搾乳牛飼養頭数 1頭、

⑦肥育牛飼養頭数 1頭、⑧豚飼養頭数 15頭、⑨採卵鶏飼養羽数 150 羽、⑩ブロ

イラー年間出荷羽数 1,000 羽、⑪その他調査期日前 1年間における農業生産物の

総販売額 50万円に相当する事業の規模 

（３）農作業の受託の事業 

農家 経営耕地面積が 10ａの農業を営む世帯又は 10ａ未満であっても、調査期日前

1年間における農産物販売金額が 15万円以上あった世帯をいう。 

販売農家 経営耕地面積が30ａ以上又は調査期日前1年間における農産物販売金額が50

万円以上の農家をいう。 

自給的農家 経営耕地面積が 30ａ未満で、かつ、調査期日前 1年間における農産物販売金

額が 50万円未満の農家をいう。 

専業農家 世帯員の中に兼業従事者（調査期日前 1 年間に他に雇用されて仕事に従事し

た者又は農業以外の自営業に従事した者をいう。以下同じ。）が 1人もいない農

家をいう。 

兼業農家 世帯員の中に兼業従事者が 1人以上いる農家をいう。 

第 1種兼業農家 農業所得を主とする兼業農家をいう。 

第 2種兼業農家  農業所得を従とする兼業農家をいう。 

農業就業人口 自営農業に従事した世帯員（農業従事者）のうち、調査期日前 1 年間に自営

農業のみに従事した者又は農業とそれ以外の仕事の両方に従事した者のうち、

自営農業が主の者をいう。 

基幹的農業従事

者 

農業就業人口（自営農業に主として従事した世帯員）のうち、ふだん仕事と

して主に農業に従事している者をいう。 

耕地面積  農作物の栽培を目的とする土地のことをいい、けい畔（耕地の一部にあって、

主として本地の維持に必要なものをいう。いわゆる畦（あぜ）のことで、田の

場合、たん水設備となる。）を含む。 

経営耕地面積 農林業経営体が経営している耕地（けい畔を含む田，樹園地及び畑）をいい、

自ら所有し耕作している耕地（自作地）と、他から借りて耕作している耕地（借

入耕地）の合計。土地台帳の地目や面積に関係なく、実際の地目別の面積。 

農業産出額 推計期間である当該年（暦年)における品目毎の生産数量に品目毎の農家庭先

販売価格（消費税を含む。）を乗じて求めたもの。 

生産農業所得 

荒廃農地 

耕作放棄地 

 農業産出額に他の統計調査から算出した所得率を部門別に乗じ、各種交付金

等のうち過去の生産実績に基づく支払及び収入減少緩和対策等を加算して求め

たもの。 

以前耕地であったもので、実際の状況からみて現状では耕作できないものと

市町村等が判断した土地をいう。 

過去 1 年間以上作物を作付けしていない土地のうち、この数年間に作付けす

る考えのない土地をいう。（原野化しているものは含めない。農家等の意思に基
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づき調査・把握したもの） 

海面漁業  海面において水産動植物を採補する事業をいう。 

個人経営体  調査日前 1年間に 30日以上海面漁業を営んだ経営体をいう。 

団体経営体  会社、漁協自営、漁業生産組合、官公庁、学校、試験場などをいう。 

沿岸漁業  漁船非使用、無動力船、動力 10ｔ未満の漁船を使用する漁業及び定置網、地

びき網漁業をいう。 

沖合漁業  動力 10ｔ以上の漁船を使用する漁業のうち遠洋漁業及び定置網，地びき網漁

業を除いたものをいう。 
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